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主 旨 説 明 
 

2006 年 11 月名古屋大学において「コロキウム構造形態の解析と創

生 2006」が 90 名を超える参加者を集め、2 日にわたり開催された。本コ

ロキウムでは、特別講演 3 題、一般講演 23 題および構造最適化のソフトウ

エア実例に関する招待講演 4 題の発表がなされ、構造形態の創生法に関す

る新しいコンセプトや最適化の分野における計算機応用の最新アルゴリズ

ム、既存の最適化手法の実務に対する応用の実態と課題，構造最適化に基

づいた建築のデザインなども紹介され、活発な議論が展開された。また、

構造形態模型の展示や構造形態創生のコンテストには学生や若手技術者の

意欲的な作品が寄せられ、コロキウム開催の意義が確認できた。 

本コロキウムに関しては、次年度の開催を求める声が多く、またコ

ンテストの継続性、最新情報交換の場であることを考慮し、【論文講演】と

【形態コンテスト】を実施する「コロキウム構造形態の解析と創生 2007」

の開催を決めた。「コロキウム構造形態の解析と創生 2007」では、この分

野の目指すべき方向性を継続的に探りながら今後の実務や研究の発展に資

することを目的とする。 
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特別講演講師 川口 衞（かわぐち まもる）  
特別講演題目 

「最適形態はどのように求められてきたか」 
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設計活動：「建築構造と造形」、「新しい構造技術の開発」をテーマに設計活動をしている。主な作品（構造設
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祭り広場大屋根の構造設計と施工技術｣(1970)、日本建築学会・業績賞｢大空間構造に関する一連の研究と業績｣
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(コロキウム構造形態の解析と創生 2007 特別講演要旨) 

構造物の最適形態はどのように求められてきたか 
 

川口 衞 
(法政大学名誉教授、川口衞構造設計事務所) 

 
序 
 
古代における試み 
 
梁の最適形状 
ガリレオ、マリオット、・・・ホジキンソン、パックストン 
 

橋梁の最適形状 
パオリ、シュヴェドラー、ロイアル・アルバート橋、イナコス 
 

システムの静定化 
３-ヒンジ、ゲルバー 
 

空間構造の最適形状 
 ガウディ（ドーム、擁壁）、イスラー、アンドレス 
等応力曲面 

 最偏平空気膜曲面（金属膜、パラシュート） 
 
流体中の構造の最適化とその影響 
 流線型（ダ・ヴィンチ、ローウィー、フラー） 
 造波抵抗対策（ウエーブレス・バルブ、戦艦大和、後退翼、三角翼） 
 
最適デザインのファッション性 
 「口紅から機関車まで」、流線型の鉛筆削り、アメリカン・ドリーム・カー 
 
北京オリンピックの主要施設の構造デザイン 
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■一般講演 





シェル・トラス構造のトポロジー最適化における設計領域・荷重条件の影響に関する考察

高田 豊文��，牧野 峻久��

�� 滋賀県立大学環境科学部環境計画学科，准教授，博士�工学�，�������	
	��	
�����


�� 三重大学大学院工学研究科建築学専攻，大学院生，������	��	��������
�������


� はじめに

グランドストラクチャ法に基づくトラス・トポロジー

最適化問題は，応力・変位制約条件下の最小重量設計問

題や，部材体積制約下のコンプライアンス最小化問題

として扱われることが多い（例えば，��� ��）．トラス・

トポロジー最適化を多目的最適化問題として取り扱う

こともあり，多目的遺伝的アルゴリズム（����）���，

������ 法と遺伝的アルゴリズムに基づく方法�!�，免

疫アルゴリズム�"� #�などの手法も報告されている．

これまで筆者らは，体積，最大応力度および最大節点

変位の最小化を目標としたトラスの多目的最設計問題

に，����の�つである$��
�%�� &��
�' ()'*���'���+

�*%'������,�を適用してきた�-� .�．また，部材総体積

とコンプライアンスを目的関数としたトラス・トポロ

ジー最適化問題を対象として，線形計画法（シンプレッ

クス法）による解法も示してきた��/�．文献 ���� ���で

は，多数の平面トラス・トポロジー最適化問題にシン

プレックス法を適用し，グランドストラクチャのアス

ペクト比・荷重条件・設計領域が最適トポロジーの多

様性・複雑性に及ぼす影響を定量的に示している．本

稿では，３次元トラス構造物としてシェル・トラスを

解析対象とし，設計領域（初期グランドストラクチャ

の形状）や荷重条件が，最適トポロジーに及ぼす影響

について考察する．

� トラス・トポロジーの多目的最適化問題

��� 線形計画問題としての定式化

本研究では，一定外力下のトラス・トポロジー最適化

問題を，部材総体積 � とコンプライアンス � の最小

化を目標とした多目的最適化問題として取り扱う．応

力算定は弾性解析に従うものとする．この問題は，部

材断面積 � を設計変数として，次式で定式化される．

����� �� ��� � ���

なお，本設計問題では部材断面積の上限は設定せず，

荷重としての自重および座屈も考慮しない．

以下に，多目的設計問題���式が線形計画問題に帰着

されることを示すが，詳細は文献��/�を参照されたい．

釣合条件，適合条件，フックの法則および多目的最

適化問題の0����1���
�条件（１次の必要条件）����を

考慮すると，パレート最適となるトラスでは，全部材

の応力度の絶対値が等しくなるという関係が得られる．

このことから，パレート最適解の部材総体積とコンプ

ライアンスとの関係が次式となる．

� � 2 ��� ������� ���

ここに，� � � はそれぞれ部材の軸方向力ベクトル，部

材長ベクトル，� � � は各要素が絶対値のベクトル，添字

1 はベクトル・行列の転置を表す．また，全部材のヤ

ング係数が等しいものとし，その値を � と表記する．

���式を設計変数 �� について偏微分すると，

��� ������ 2 / ���

の関係が得られる．したがって，���式のパレート最適

解を求める問題は，� � の最小化問題の停留点を求め

る問題と等価となり，多目的最適化問題���式は，各部

材の軸力 � を設計変数とした次の最適化問題に帰着

される．

	 2 ���� � �� ��� �

	�3�
�� �' � 2 ��

��
� �!�

ここに，� は節点荷重ベクトル，� は釣合行列を表す．

さらに，非負変数 �����

を導入すると，�!�式は

次の線形計画問題に書き換えられる．

	 2 ����� �� ��� �

	�3�
�� �' � 2 ����

��
� �"�

ここに，�� 2 ���� ����，� � 2 ���
���

�
�

��，�� 2

������．

コロキウム 構造形態の解析と創生 2007 日本建築学会
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図� 解析例（グランドストラクチャ）の平面図とパース

�"�式には線形計画法（シンプレックス法）を適用す

ることができ，得られる最適解は多目的設計問題���式

のパレート最適解となっている．

��� パレート最適解の線形和

シンプレックス法では，許容基底解の更新を繰り返

して最適解を得る．その際，基底解の選び方により得ら

れる最適解が異なる場合がある．基底解の選択はデー

タの並び順に依存するため，ここでは部材データの並

びをランダムに変え，それぞれの入力データに対して

シンプレックス法を適用し，多様な解を求める．

このような手法で得られた多数の最適解 �����
 2

�� �� � � � � の線形和を考える．

�� 2
�
�

������ �#�

ここに，�� は重み係数を表し，

�
�

�� 2 �� �� � /4 
 2 �� �� � � � �,�
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となるように値を定めると，
�

���
�� 2 � となる．

また，最適解 �����
 2 �� �� � � � � の目的関数値は全

て等しく，その値を 	��� と記述すると，�,�式より，

�
�
�
�� 2

�
�

���
�
����� 2 	��� �-�

となる．したがって，�"�式の最適解の線形和も���式

のパレート最適解となる．

� 解析例と考察

��� 解析モデルと荷重条件

図�に示す!種類の単層ラチスシェル・トラス構造を

対象とする．いずれも ����� � の正方形平面である

が，節点の配置（分割数）が異なる．全ての節点はピ

ン接合で，全周辺節点をピン支持する．全部材のヤン

グ係数は �// �56���とする．

各節点の高さ � は次式で算定する��!�．

� 2 
��� � ������ � �����	 �.�

ここに，
 は頂点の座標，�� � は頂点直下の地面を原

点としたときの水平方向の座標，� はスパンの半分の

値（この例では � 2 # �）を表す．各シェル・トラス

の頂点の座標として，
 2 �� �� �� ! � の!通りを考え

る．また，荷重条件として，以下の!通りを設定する．

　条件� 全節点（図�中の黒丸）に鉛直荷重 � �5を作

用させる．

　条件� 「条件�」に加え，図�中破線内の節点に鉛直

荷重 � �5を付加する．

　条件� 「条件�」に加え，図�中灰色内の節点に鉛直

荷重 � �5を付加する．

　条件� 「条件�」に加え，全節点に図�平面図で右向

き水平力 /�� �5を作用させる．

��� 全節点に等しい鉛直荷重が作用する場合

荷重条件�の場合は，いずれの分割数のグランドス

トラクチャからも，高さによらず同じ最適トポロジー

が�種類だけ得られた．
 2 � � のときの最適トポロ

ジーを図�に示す．図中の部材の太さは軸力に比例して

いるが，軸力分布に比例した断面積を付与することに

より，パレート最適なトラス設計解が得られる．

本解析例では設計領域や荷重条件が対称なので，得

られる最適トポロジーも対称形となっている．また，分

|N|Tl = 101.4 kNm
|N|max = 2.08 kN

|N|Tl = 242.1 kNm
|N|max = 3.42 kN

|N|Tl = 444.4 kNm
|N|max = 4.43 kN

|N|Tl = 707.4 kNm
|N|max = 5.88 kN

図� 等分布荷重時の最適トポロジー（
 2 ��）

割数により得られるトポロジーは異なっているが，そ

の軸力分布（部材存否）の傾向は似ている．


 2 � 	 ! � の範囲では，頂部高さが高くなるにつ

れて目的関数値 �� ��� が小さくなるが，頂部高さが非

常に大きいときには目的関数値も大きくなることを考

慮すると，�� ���を最小にするような高さが存在する．

��� 鉛直荷重が偏在する場合

荷重条件�および�の場合には，荷重条件が非対称で

あるため，非対称の最適トポロジーが得られた．どち

らの荷重条件から得られる解も同じ傾向を示したので，

以降では荷重条件�（半分の節点には�倍の鉛直荷重）

の場合の結果について述べる．

!×!分割のグランドストラクチャからは，いずれの

頂部高さでも!種類の最適トポロジーが得られた．
 2

� � のときの最適トポロジーを図�に示す．これらの

解は，全体が大きく異なっているのではなく，一部の

部材の配置だけが異なってことが確認される．

第���節で述べたように，図�の最適トポロジーの線

形和も最適解となる．その一例を図!に示す．図�のト

ポロジーとは異なっているが，目的関数値や最大軸力

は等しいことが確認される．
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|N|Tl = 168.5 kNm |N|max = 4.11 kN

図� 偏分布荷重時の多様な最適トポロジー（
 2 ��）

|N|Tl = 168.5 kNm
|N|max = 4.11 kN

図� 最適トポロジーの線形和となる解（
 2 ��）

|N|Tl = 391.2 kNm
|N|max = 6.73 kN

|N|Tl = 705.6 kNm
|N|max = 9.65 kN

6 6 8 8

図� 偏分布荷重時の最適トポロジー（
 2 ��）

#×# 分割および -×- 分割のグランドストラクチャ

からは，高さによらず同じ最適トポロジーが�種類だ

け得られた．
 2 � � のときの最適トポロジーを図"

に示す．

h = 3 m

h = 4 m

図� 高さの違いによる最適トポロジーの相違

�/×�/分割のグランドストラクチャからは，
 2 � 	

� � と 
 2 ! � では異なる最適トポロジーが得られ

たが，図#中の丸印で示すように，その相違は一部の軸

力分布（部材配置）だけであることが分かる．

��� 鉛直荷重と水平荷重が同時に作用する場合

荷重条件!の場合，!×! 	 -×- 分割のグランドス

トラクチャからは，頂部高さにかかわらず!種類の最適

トポロジーが得られた．#×# 分割で 
 2 � � のとき

の最適トポロジーを図,に示す．また，#×# 	 �/×�/

分割では，頂部高さにより異なる最適トポロジーを得

た（図-）．これらの図から，特に#×#分割では，各頂

部高さで複数の解が得られ，さらに高さによって得ら

れる最適トポロジーも異なることが確認される．しか

し，いずれの場合も，一部の軸力分布（部材配置）が

異なるだけである．このことから，シェル・トラス構

造物では，目的関数値が最適値よりもわずかに大きい

ようなトポロジーが多数存在すると考えられる．

さらに，図�と図-において，#×#分割，
 2 � � の

最適トポロジーを比較すると，水平荷重のトポロジー

への影響が看取される．すなわち，図�で示す解では水

平荷重に抵抗できず，そのため図-では，水平荷重に抵
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|N|Tl = 606.1 kNm |N|max = 8.28 kN

図� 荷重条件�のときの最適トポロジー（
 2 ��）

h = 3 m
|N|Tl = 242.8 kNm
|N|max = 3.53 kN

h = 4 m
|N|Tl = 209.4 kNm
|N|max = 3.07 kN

図	 高さの違いによる最適トポロジーの相違

抗するため �� � 方向の部材が追加されていると判断さ

れる．

� まとめ

本稿では，トラス・トポロジー最適化問題を，部材

総体積とコンプライアンスを目的関数とした多目的最

適化問題として取り扱い，線形計画問題による定式化

を行った．また，３次元トラス・トポロジー最適化問

題としてシェル・トラス構造物を解析対象とし，線形

計画法による複数の解析例を通して，設計領域や荷重

条件が最適トポロジーに及ぼす影響について考察した．

その内容は以下のようにまとめられる．


 鉛直荷重のみでは，頂部高さによらず，�種類の

最適トラス・トポロジーだけが得られる．


 偏在荷重や付加水平力など，非対称な荷重が作用

すると，多様な最適トポロジーが得られる．この

傾向は，分割数の少ないグランドストラクチャか

らの解析で顕著である．


 多様な最適トポロジーが得られる場合でも，その

相違は一部の軸力分布（部材配置）だけであり，

トポロジーが大きく異なることはない．
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スノー・クリスタル・モデル

ー積雪寒冷地における形態生成手法に関する試案ー

脇坂圭一1)

1) 東北大学大学院都市・建築学専攻 ,博士課程後期 ,修士 (工学 ),k-wakisaka@hjogi.pln.archi.tohoku.ac.jp

1. はじめに

 個としてのキャラクターを持ちながら、全体として見

たときには統一性を感じることができる形態生成手法が

ないものだろうかというのが、本試案の創作の原点であ

る。札幌市郊外にある住宅公社によって設計された新興

住宅地で生まれ育った筆者は、同じようなかたちの住

宅が建ち並ぶ街並みにつまらなさを感じつつも、一方で

統一感のあることに対すると好印象も抱いていた。そん

なときに目についたのが、どこかでもらってきたポスト

カードや、古い年賀状のあまりであった。試みに、四隅

の角を折っては戻し、再び折り返すという作業を繰り返

し、机の上に置いてみると、不定形ながら住宅には程よ

いプロポーションの形態ができあがる。ならばと、い

ろいろな折り方を試してみると、全くランダムな折り方

でできたかたちの割には、それらを並べてみると個々に

はばらばらなかたちであるものの、統一感を持つ風景と

なって表れた。これらのかたちは、各面が斜めにカット

されたところから、クリスタル（結晶）を想起させる。

その時、クリスタル構造を持つ雪注1)、注 2)
　　　　　 　（図 1)   　　

　　　　 　　に思いを巡らせれば、その時々の気温や

湿度によって析出する異なるかたちを持つ結晶が、全体

としてみると真っ白な雪原として認識されるように、個

と群の二つの視線で捉えることができるという特徴は、

住宅と都市の関係に置き換えることもできると考えた。

注3)
　　そして、先の「はがき」を元につくられた群として

の在り方は、雪国における形態生成として一つの可能性

を有しているとも思えた。そこで、本試案ではこの形態

を「スノー・クリスタル・モデル」と名付け、一つのプ

ロトタイプを示すことを目的とする。

２．スノー・クリスタル・モデルに適した構造の検討

　本誌案でつくられる空間は、「はがき」という面で包

まれたものであるため折版構造とする方向で検討を行

う。注5Z)
　　

折版構造には２つの構造方法があり、一つは壁面内に柱・

梁を内包するもの、一つは面材のみで成立させるもので

ある。前者の場合、面剛性は木造ならば構造用合板、鉄

骨ならばブレース、あるいは鋼板で確保する。 注 6 )  
　　 本誌

案では、はがきを「折って」できあがる空間であること

を明快に表現するために、フレームによる構造を先につ

くり、表面を覆っていくのではなく、面的要素自体が構

造がとなり、空間を成立させる形式がよりコンセプトに

近い方法と考えた。そうすると、必然的に鋼板による折

版構造が本誌案の構造としてふさわしいということにな

る。

　本誌案は住宅スケールであることを念頭に、鋼板サン

ドイッチ版を採用することとして簡易的に構造解析によ

る検討を行うと、

　　外皮　　　：鋼板 3.2mm

  　スペーサー：デッキプレート厚 60mm

　　内皮　　　:鋼板 3.2mm

の全厚66.4mmという結果が算出された。注6）
　

図 1　雪の結晶図 1　様々なかたちをもつ雪の結晶注4)
　

名称

1)横浜港大さん橋国際客

船ターミナル 2)SSM菅野美術館 3)plantspace 4)朝日新聞社山形ビル 5)MIKIMOTO Ginza2

6)越後松之山「森の学

校」キョロロ 7)21_21 DESIGN SIGHT

建築 アレハンドロ・ザエラ・ポロ

/ ファッシド・ムサヴィ/

foa

阿部仁史＋阿部仁史アト

リエ

慶應義塾大学大学院

COE先端デザインスクー

ル

妹島和世建築設計事務

所

伊東豊雄建築設計事務

所＋大成建設設計本部

手塚貴晴＋手塚由比、池

田昌弘/MIAS

安藤忠雄建築研究所＋

日建設計

構造

構造設計集団　SDG オーク構造設計 同上

佐々木睦朗構造計画研

究所

佐々木睦朗構造計画研

究所 同上 日建設計

所在地 神奈川県横浜市 宮城県塩竃市 横浜市港北区 山形県山形市 東京都中央区 新潟県松之山市 東京都港区

構造

鉄骨造、一部鉄筋コンク

リート造

鉄板造＋鉄筋コンクリー

ト造 木質パネルトラス構造 鉄骨造

鉄骨造（鋼板コンクリート

構造） 研修施設

鉄筋コンクリート造、一部

鉄骨造

概要 コンペ時のコンセプトは、

１枚の鉄板面を折り曲げ

ることで構造を成立させ

るというというもの。長手

に延びる2列のボックス

ガーターの間に、スパン

30m〜45mの折板構造が

かかる。

3.2mmの薄板を用い、プ

レス加工したエンボスの

突起を溶接し、厚67mmの

サンドイッチパネルを外

皮とする。エンボスが２枚

の薄板に座屈強度と曲げ

剛性を与える。

周囲の環境都内部空間

の相互作用により形態を

生成する多面体構造。

外壁は厚25mmのキース

トンプレート厚6mmの鉄

板でサンドイッチした構造

からなる。サンドイッチパ

ネルを現場溶接し、ジョイ

ントをなくしている。四隅

には柱を立てる。

2枚の鉄板の間にコンク

リートを打ち込む構法に

より、厚200でありながら、

高いリダンダンシーを持

つ構造である。作品はス

トラクチャーとファサード

を一致させようと試みら

れた。

骨（H形鋼）とスキン（耐候

性鋼板厚6mm）によるモノ

コック構造。

三宅一生氏の「一枚の

布」をコンセプトとした、一

枚の鉄板（厚16mm全溶

接）がシンプルな造形を

つくる。

設計

設計

表 1　折版構造を用いた既往の作品

コロキウム 構造形態の解析と創生 2007 日本建築学会
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３.既往の作品と本誌案の位置付け

　本誌案の形態の特徴である結晶構造を具現化するにあ

たり、極めて限定的ではあるが近年見られる建築作品の

中から折版構造や鋼板構造など面材が需要な要素となっ

ている作品を挙げ、比較してみる。（表 1）　　

　これらの作品と比較して、本誌案は骨（フレーム）を

持たないこと、一般に入手できる材料によるサンドイッ

チ版を用いること、そして、そして後述するように様々

なかたちのバリエーションがあることに独自の方向性を

持つ。注7)
　　

４．スノー・クリスタル・モデルの生成過程

　プロトタイプとしてのスノー・クリスタル・モデルの

生成過程を示す。（図 2）　すなわち、

STEP1：クリスタル生成の準備として誰にでも手

に入るはがきやポストカードを用意する。

STEP2：はがきの角を自由な位置で折る。

STEP3-1〜3：STEP2と同様に他の３つの角を折る。

STEP4：四つの角を折ってできた四角形の一方の

対角線を折る。

STEP5：はがきの四つの頂点が下になるように裏

返して置く。

STEP6：完成

というような過程である。このようにしてできたかたち

は決して一義的に決定されるものではなく、多様な解を

持つ。そのようなかたちのバリエーションをつくること

が可能でありながら、「はがき」の大きさに規制されて

できあがる形態群は「はがき」をアルゴリズムとした形

態生成手法と言って差し支えないと考える。また、構造

分野で用いられる「最適化」とは異なる手法であるもの

の、一定の範囲内に納まる形態のバリエーションをつく

り出せるという意味では、デザイン手法としての可能性

を有していると考えられる。さらには、「はがき」を折

るというアナログな行為は、我々の身体を通じて形態を

発生させることでもあり、空間リテラシーのないユー

ザーに対する形態創生方法としての可能性まで秘めてい

る。注8)
　　

　スタディの後、数々のモデルの中から、自らの美学

的見地によって最も好ましいかたちを採用した。(図 3)                  

それをベースとして、折られた「はがき」を元のかた

ちに展開 (図 4　A図 )し、平面形を決定した。ここで、

あらかじめ、各立面は垂直に立ち上げることをルールと

しておく。そうすることで各立面も決定される。まずは

このモデルをベースとしてプランニングを行った。

５．建築計画

　計画にあたっては、夫婦＋子供２人の住まう住宅と

した。敷地は北側道路（6M）に接道する幅 10.8M、奥行

15.3M の矩形平面とする。 注9) 
　 全体はエントランスから

キッチン (K)、リビングダイニング（LD）、子供スペース、

そして２階の寝室、浴室へと繋がる空間をレベル差で区

切るおおらかな構成とする。スキップフロアによる構成

STEP1 STEP2 STEP3-1 STEP3-2 STEP3-3 STEP4 STEP5 STEP6

図○　スノー・クリスタル・モデル形態生成プロセス

図○　形態のバリエーション

図２　スノー・クリスタル・モデル　形態生成プロセス

図３　「はがき」と形態のバリエーション
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は、モデルとして掲げていた雪の結晶が徐々に成長する

過程にも通じる。

　採用した先のモデルで構造的安定性を得るために、脚

部は最低 1M の長さで基礎と接する必要があると考えた。

注10）
　　 本敷地は北側にカーポートをつくる必要があったた

め、カーポート入口の枠が壁面の脚部をまたがないよう

にした。そのように開口部との微調整を加えたものが、

図４　B 図である。最終的には平面図、立面図ともに不

定形なかたちが現れる。（図５，図６，図７, 図８）そ

の不定形さが奥行きの異なる庭をつくりだし、内部から

の開口の見えに変化を与える。それは、一般的な住宅に

は見られない三角に切り取られたものになる。二つの壁

面にまたがった三角の開口は内部を巡る回転運動を引き

起こし、上部のレベルへと導く。

６．まとめ

　本誌案によって自然界の一事象である雪の結晶に着想

を得て、その構造を直接引用するのではなくて、「はがき」

図６　立面図　

図５　平面図および配置図、立面図　

図４　「はがき」の展開図　
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という一般に入手できる媒体を用いることで、抽象化さ

れた「スノー・クリスタル・モデル」の可能性を示した。

注11)
　　

　また、本誌案では「スノー・クリスタル・モデル」の

プロトタイプを示すことができた。

　課題として、壁面脚部の緊結についての検討が成され

ていないため、これについて考察を加える必要がある。

　

注

1) 広辞苑（第五版）によると雪は、「水蒸気が空中で昇華し

結晶となって降る白いもの。結晶は六方晶系に属するが、

外観は多様で、主な外形は六花・角板・角柱・針。古来、花・

月とともに代表的景物とされる。」とある。

2) 文 1) によると、雪の結晶の定義は「物質を作っている原

子が空間的に或る定まった配列をもって並んだものであ

る。」とある。また、同書では雪の結晶を雪華とも言い表

している。さらに、中谷氏は雪の結晶を19種類に分類した。

3) 文 2) で佐々木氏は「自然の構造には放散虫の結晶構造に

見るように巧妙な仕組みのなかにも美しさをもつ事例も

多くある。」として、自然界にある結晶構造と、それを建

築の構造へと応用することに対することに対する可能性

を述べている。

4) 文献 3) によると、「一般に雪のできる温度は、マイナス

数度以下と言われるが、この温度が比較的高いところで

は、結晶は成長しても花の形ではなくなってしまう。一方、

低すぎると、結晶が成長するよりも析出、すなわち、結

晶の数がふえてしまい、細かな雪となってしまう。綺麗

な結晶ができるのはマイナス 10 度からマイナス 15 度位

と言うことが確認されている。」とされる。

5) 構造設計者の小西泰孝氏より、「本誌案のような結晶構造

には面で構成する折版構造が有効と考えられる。」とのご

助言を頂いた。

6) 小西泰孝氏のご助言、ご協力による。

7) 小西泰孝氏によると、例えば、菅野美術館（設計：阿部

仁史＋阿部仁史アトリエ）と比較すると、サンドイッチ

版構造は利点として断面効率が良い（同厚でも断面二次

モーメントが大）、不利な点として溶接量が若干多いこと

が挙げられる。

8) 筆者の博士論文の指導教官でもある本江正茂准教授（東

北大学大学院都市・建築学専攻）からの指導を通じ、本

誌案における「はがき」によるかたちは、空間リテラシー

のないユーザーと専門家を結びつける道具になり得ると

感じた。たとえば、郊外の新興住宅地における将来の入

居者に対するワークショップの手法としてなど。

9) 本誌案は、先に開催された「イシカワステーツ　2007 住

宅設計コンペ」において筆者が提案した「ニイガタ・ス

ノー・クリスタル」をベースとして、修正を加えたものに、

構造的な検討を加えたものである。なお、同コンペで筆

者の案は優秀賞であった。

10) これについては構造的、力学的根拠がある訳ではない。

11) 文 2) で、佐々木氏は「形態決定の根拠は必ずしも力学

的原理である必要はないが、やはり恣意的ではない何ら

かの説得力をもった倫理的根拠がこれからは必要とされ

る」としている。　
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多目的遺伝的アルゴリズムを用いた建築構造物のライフサイクルデザイン
–その 1 劣化の不確定性の考慮

蜂須賀 聖力1)，内藤 雅子2), 大森 博司3), 小林 春之4)

1)名古屋大学大学院環境学研究科，大学院生，hachisuka@dali.nuac.nagoya-u.ac.jp

2)名古屋大学大学院環境学研究科，大学院生，naito@dali.nuac.nagoya-u.ac.jp

3)名古屋大学大学院環境学研究科，教授，工博, hero@dali.nuac.nagoya-u.ac.jp

4)株式会社 竹中工務店，工修, kobayashi.haruyuki@takenaka.co.jp

1 序

建築構造物とは空間を形作るものであり，これまで

様々な自然環境や社会環境において求められる多様な

空間を提供してきた。従来の建築構造物の設計では，要

求された空間を作るための初期投資の多寡が偏重され

てきた。しかし，地球環境問題の深刻化に伴って環境

負荷低減の重要性は近年急速に高まっており，持続可

能な社会の実現が必要であると考えられている。

建築構造物の長寿命化や計画的な運営が，持続可能

な社会の実現，環境負荷やコストの低減には不可欠で

あり，建築構造物のライフサイクル (Life Cycle, LC)

を考慮した設計が必要である。つまり，建築構造物の設

計において，空間だけでなく時間をも考慮する必要が

あると言える。そこで，既往の研究では建築構造物の負

荷に対して LC評価1)を行い，その評価値に対して最適

化を行うライフサイクルデザイン (Life Cycle Design,

LCD)手法が提案されている。そこでは，建築技術の高

度化や地球環境問題によって複雑化する設計領域に対

して，遺伝的アルゴリズム (Genetic Algorithm, GA)

を用いて最適化を行っている。2),3)

将来にわたって設計を行うということは，予測し難

い多くの事象がそこに内在しているということであり，

不確定性をいかにして扱うかが重要になる。既往の研

究では本来不確定的な事象を確定的に扱っていた。し

かし，不確定性の影響が大きい場合には，その影響を

提示することは意思決定者に役立つであろう。

建築構造物を構成する部材の構造性能にはばらつき

が存在しており，そのために部材の耐用年数もばらつ

きを持っている。つまり，部材の劣化現象は不確定性

を持っているといえる。本稿ではまず，劣化の不確定

性を考慮した LC 評価手法を定式化し，それが建築構

造物の LC に与える影響を考察する。そして，GA を

用いて劣化の不確定性を考慮した LCD を行う。

2 ライフサイクル評価手法

本節では，既往のライフサイクル評価手法2)につい

て述べる。

2.1 劣化関数

部材の耐用年数から，図 1 に示す劣化関数を得られ

る。劣化関数は部材の減耗を示しており，残存性能を

縦軸にとることで，図 2 に示す経年と修繕率の関係を

表す修繕率関数が得られる。

劣化関数と修繕の計画を決める更新周期から，建築

構造物の LC における構成要素の任意時刻の修繕率が

求められる。LC評価値はそれぞれの修繕について，部

材の持つイニシャル評価値に修繕率を乗じた修繕評価

を行い，合計をとる事で LC 評価値が得られる。

0P
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rm
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ce

Time

図1 劣化関数

0R
ep
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r 

R
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io

Time

図2 修繕率関数

2.2 構法的序列

建築構造物は構造躯体だけでなく，それに取り付け

れられる下地材，仕上材など耐用年数の異なるものに

ついても設計段階で，その更新の時期などを時間軸上

における戦略として計画し，設計の中に織り込んでお

く必要がある。よって，構法的序列を考慮し，図 3 の

ように，被支持側の修繕のシナリオは，支持側の更新

と共に強制的に更新させる多層型シナリオとする。以

下支持側の部材を構法的上位，被支持側の部材を構法

的下位と呼ぶ。
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図3 構法的序列に基づいたシナリオ
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3 劣化の不確定性を考慮したライフサイクル評価手法

劣化の不確定性により，修繕率やシナリオが不確定

になり LC 評価値に影響を及ぼす。本節では，劣化の

不確定性を考慮した LC 評価手法について述べる。

3.1 劣化関数

既往の研究の劣化関数では，建築構造物を構成する

各部材の耐用年数に平均値4)が用いられていた。時刻

t における劣化関数は図 4 の左図のように，すなわち

次式のように表現されていた。

P (t) =

⎧⎪⎪⎨
⎪⎪⎩

1 − αt t ≤ Tµd

1 − αTµd − β(t − Tµd) Tµd ≤ t ≤ Tµ

0 t ≥ Tµ

(1)

ここで，α, β は劣化関数の傾きであり，Tµd は劣化関

数の傾きが変化する平均時刻を示している。また，Tµ

は耐用年数の平均値である。

しかし，実際の耐用年数はばらつきを有する。本研究

では，図 4の右図に示すように，実際の耐用年数が Tα

であった場合には劣化関数を x軸方向について Tα/Tµ

倍して評価する。つまり，次式のように表せる。

P (t) =

⎧⎪⎪⎨
⎪⎪⎩

1 − α′t t ≤ Tαd

1 − α′Tαd − β′(t − Tαd) Tαd ≤ t ≤ Tα

0 t ≥ Tα

(2)

ここで，Tαd は不確定となった場合の劣化関数の傾き

の変化する時刻を示している。劣化関数は x 方向につ

いて Tα/Tµ 倍されているため，Tαd は次のように表

現される。同様にして，α,β から α′,β′ が求められる。

Tαd =
Tα

Tµ
· Tµd (3)
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図4 劣化関数

劣化の不確定性を考慮するにあたり，劣化の不確定

性が LC 評価に与える影響は次の 2 つの場合に分類さ

れる。

• 耐用年数の変更を行っても修繕シナリオには影
響を与えない場合

• 耐用年数の短縮により修繕を修繕シナリオとは
異なる時刻に行う場合

上記の 2 つの場合を図 5 に示す。この図において，平

均的な劣化関数を点線で示しており，平均耐用年数は

Tµ である。Tr は修繕計画によって決定された修繕時

刻を，Tα は劣化の不確定性により変動した耐用年数

である。これらの 2 つの場合を考慮した LC 評価の手

法について述べる。
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図5 劣化が不確定の 2 つの場合

3.2 修繕周期に影響を与えない場合

まず，耐用年数の変更を行っても修繕シナリオには

影響を与えない場合について述べる。この場合の劣化

関数の変化を図 5 の左に示す。この場合修繕シナリオ

には影響はないが，耐用年数が変更されたために修繕

率は影響を受ける。変動した劣化関数において修繕率

を求めることによって修繕時の評価を行う。

3.3 修繕周期が変更される場合

次に，耐用年数の変更によって修繕周期が変更され

る場合について述べる。この場合は図 5 の右に示すよ

うにシナリオが変化する。

シナリオの変化による影響を評価するために，修繕

時刻の確率密度関数を離散変数に対応する確率分布に

置換し，この確率分布により計算する。相対時間の任

意変数 Ti(i = 1, · · · , n) の分布が既知である場合，単

一部材における n 回目の修繕を時刻 t∗L に行う確率は

次式のように表現することができる。

P [T ∗
n = t∗L] =

∑

if t1+···+tn=t∗L

PT1,··· ,Tn
[t1, · · · , tn]

=
∑

all t1,··· ,tn

PT1,··· ,Tn
[t1, · · · , tn = t∗L −

n−1∑
i=0

ti)]

(4)

ここで，PTi
[ti] は時間 Ti 中の時刻 ti に i 回目の修繕

が行われる確率をあらわしている。また，T ∗
n は n 回

目の修繕が行われる時刻を示しており，上式は時刻 t∗L
において n回目までの全修繕を考慮した修繕確率を示

している。また，離散変数による分布を用いる場合に

は，上式の確率はイベントツリーを用いることで簡潔

に評価できる。5)
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構法的序列を考慮して，上記の単一部材の手法を多

部材である場合へ拡張する。構法的序列を考慮すると，

下位部材は上位部材の修繕により影響を受ける。すな

わち，上位部材の修繕時刻が下位部材の修繕時刻より

も短い場合は，下位部材は強制的に更新される。その

後の下位部材の修繕時刻の分布は上位部材の修繕の影

響により更新された部分から評価する必要がある。こ

こでは，部材 i と部材 i−1 の 2 部材を例として示す。

ただし，構法的序列は部材 i− 1 が上位であるとする。

部材 i について部材 i − 1 の影響を受けた後の修繕

確率は次式によって表現できる。

i−1,mPi,n(t) = Pi−1,m(Ti−1,m) · Pi,n(t − Ti−1,m) (5)

ここで，左下添え字は影響を及ぼす修繕を表しており，

右下添え字は考慮している修繕を表している。従って，

i−1,mPi,n(t) は部材 i − 1 の m 回目の修繕後の部材 i

の n 回目の修繕を時刻 t に行う確率である。左下添え

字が無い場合は，影響を及ぼす修繕を考慮していない

ことを表す。従って，Pi−1,m(Ti−1,m) は部材 i − 1 の

m 回目の修繕を時刻 Ti−1,m に行う確率である。また，

Ti−1,m は部材 i − 1 の m 回目の修繕を行った時刻を

表している。

ある修繕の後，次の修繕の方法として以下の 2 通り

がある。すなわち，上位部材の修繕の後に下位部材の

修繕が計画されている場合と，上位部材の修繕の前に

下位部材の修繕がなされる場合である。

前者の場合には上式により評価することができる。

後者の場合には，構法的序列を考慮すると下位部材の

修繕を上位部材の修繕の直前に行う可能性が生じる。

この場合の評価の方法を以下に示す。

まず，部材 i− 1 の m 回目の修繕よりも前に，部材

i − 1 の m − 1 回目の修繕の影響を受けた部材 i の n

回目の修繕を時刻 T に行う確率 before
i−1,m Pi,n(T ) は次式

により評価できる。

before
i−1,m Pi,n(T )

= Pi,n(t = T − Ti−1,m−1) · Pi−1,m(t > T )

= Pi,n(t = T − Ti−1,m−1) ·
∑
t>T

Pi−1,m(t)

(6)

ここで，Ti−1,m−1 は部材 i − 1 の m − 1 回目の修繕

を行った時刻を示している。

次に，部材 i− 1 の m 回目の修繕よりも後に，部材

i − 1 の m − 1 回目の修繕の影響を受けた部材 i の n

回目の修繕を時刻 T に行う確率 after
i−1,mPi,n(T ) は次式

より評価できる。

after
i−1,mPi,n(T )

= Pi,n(t ≥ T − Ti−1,m−1) · Pi−1,m(t = T )

=
∑

t≥T−Ti−1,m−1

Pi,n(t) · Pi−1,m(t = T )
(7)

after
i−1,mPi,n(T ) は部材 i − 1 の影響により部材 i のシナ

リオに従った修繕が行われなかった確率を示している。

以上により得られた修繕確率の和を取ることにより，

時刻 T における部材 i− 1 の影響を受けた部材 i の期

待修繕回数 E[i−1Ni(T )] は次式で評価できる。

E[i−1Ni(T )] =
∑

all m

∑
all n

i−1,mPi,n(T )

+
∑

all m

∑
all n

before
i−1,m Pi,n(T )

(8)

以上の評価手法を構法的序列の最上位の部材から順

番に適用していくことによって，全部材の修繕確率お

よび期待修繕回数を評価することができる。全部材の

修繕確率と修繕率を求めることにより，劣化が不確定

である場合の期待修繕評価値を求めることができ，期

待 LC 評価値も得ることができる。

4 例題

本研究では，標準的な規模の独立住宅6)を例題とし

て設定し，その規模を図 6 に示す。建築部位の構成要

素および，LC における更新周期などのシナリオに関

する設計変数が決まれば，建築構造物の設計がなされ

るものと想定する。
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図6 例題

5 確定的なライフサイクルデザイン

例題に対して GA を用いて不確定性を考慮しない

LC コスト (LC Cost, LCC) 最小化を行う。

- 21 -



次式の適合度関数 fitnessLCC を用いて，最適化計

算を行う。また，評価対象期間を 100 年とする。

minimize fitnessLCC

subject to gj ≤ 0
(9)

fitnessLCC ≡ Ceval(c, tp)
∏
j

γj (10)

ここに Ceval は評価対象期間中の LCC, c は空間的設

計変数, tp は時間的設計変数, γj は制約条件 j を満た

さない場合のペナルティである。

GA パラメータに表 1 の値を用い，本解析では世代

数を 1000 世代とする。LCC 最小化結果を示す。以下

表 1 GA パラメータ
Population 100
Elite 2
Probability of Crossover 0.80
Probability of Mutation 0.01

ここで得られた設計解を Test LCC と呼ぶ。

図 7 に Test LCC の構成要素およびシナリオに従っ

て生じる LCC の推移を示す。図中の棒グラフは年毎

の修繕コストを，線グラフは修繕コストの累積を示し

ている。

Test LCC はシナリオに整合が図られ，構成要素に

ついても LCC の小さくなるものが選択されていた。

次節では，ここで得られたシナリオおよび構成要素に

対する不確定性の影響を示す。
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図7 LCC 推移 : LCC 最小化

6 劣化の不確定性がライフサイクル評価値に及ぼす

影響

確定的な LCDによって得られた設計解に対する，劣

化の不確定性の影響を考察するために，劣化の不確定

性を考慮した LC 評価手法を適用する。

まず本稿では，部材の耐用年数が平均値を µ とした

正規分布 N(µ, 1) に従って分布すると仮定する。次に，

連続変数である正規分布から，図 8 に示す確率分布モ

デルに従って離散変数に置換し，表 2 に示す確率分布

を得る。また，不確定性の考慮にあたり，建築構造物

の構成要素を，図 9 に示すように構法的序列によって

グループ化し，それらを系列と呼ぶ。
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図8 確率分布モデル

表 2 確率分布
年 確率
µ-2 0.15866
µ-1 0.34134
µ 0.34134

µ+1 0.15866

( ) 

( ) 

図9 構法的序列 (系列別)

劣化の不確定性を考慮した LC 評価手法を適用した

場合，各部材の修繕は確率的に表現され，期待 LCC

は期待修繕回数にイニシャルコストを乗じた期待修繕

コストによって評価されることになる。Test LCC に

対して，劣化の不確定性を考慮した LC 評価手法を適

用した場合の期待 LCC の推移を図 10 に示す。また

LCC とその生起確率を図 11 に示す。

劣化の不確定性を考慮することにより，LCCの分布

が広がっている。また，確定的な LCDで得られた解で

は不確定性を考慮する事で LCCが大きくなりやすい。

劣化の不確定性を考慮したことによって LCC が増

加した原因として，構法的序列の上位の部材の影響が

大きかった。これは上位部材の修繕は下位部材に影響

を与えるためであり，上位部材の影響に対して下位部

材の影響が小さいために LCC の分布は離散的になっ

ている。また，構法的序列の下位の部材は劣化の不確

定性を考慮しても，LC における修繕回数が変化して

いない部材がほとんどであった。つまり，劣化の不確

定性を考慮した場合，LCCに及ぼす影響は構法的序列

の上位部材の修繕回数の増加による影響が大きく，修

繕率の変化による影響は小さかった。

以上より，劣化の不確定性による影響を小さくする

ためには，劣化の不確定性による耐用年数の変化によっ

て各部材の修繕回数の増加が生じないように配慮して

設計をする必要があるといえる。
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図10 期待 LCC 推移 : 劣化不確定
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図11 LCC 分布 : 劣化不確定

7 劣化の不確定性を考慮したライフサイクルデザイン

本節では，劣化の不確定性を考慮した LCDを行う。

2 節で提案した手法はすべての発生しうるシナリオを

評価するため計算量が莫大なものになる。そこで，劣

化の不確定性を考慮した LC 評価をシミュレーション

を用いて行い，シミュレーションを用いて得られた期

待 LC 評価値の平均値を最小化する。前節と同様に部

材の耐用年数を N(µ, 1) の分布として評価を行う。

7.1 単一目的ライフサイクル最適化

単一目的の LC 最適化問題として，GA を用いて期

待 LCC 最小化を行う。

7.1.1 適合度関数

次式の適合度関数 fitnessSA を用いて最適化計算を

行う。
minimize fitnessSA

subject to gj ≤ 0
(11)

fitnessSA ≡ 1
N

N∑
k=1

Ceval,k(c, tp)
∏
j

γj (12)

ここに，N はシミュレーション回数, Ceval,k は k 番目

に得られた LCC, c は空間的設計変数, tp は時間的設

計変数, γj は制約条件を満たさない場合のペナルティ

である。

GA パラメータに表 1 の値を用いる。また，世代数

を 500 世代，シミュレーション回数を 100 回とした。

7.1.2 結果

期待 LCC 最小化による設計解を Test SA とする。

ここで，Test SA に確定的な LC 評価を行った場合の

LCC の推移を図 12 に示す。また，Test SA において
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図12 LCC 推移 : Test SA
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図13 LCC 生起確率 : Test SA

シミュレーションで得られた LCC の分布を図 13 に

示す。

Test SA の構成要素は Test LCC と比べて，構造体

となる部材の更新周期が短くなっていた。これは，不確

定性を考慮すると，構造体が LCC に及ぼす影響が大

きくなるため，構造体の更新周期が変化しても，LCC

の変化が大きくならないようなシナリオが選択された

と考えられる。そのため，図 12 に示すように確定的

な LCC の推移は大きくなるが，図 13 に示すように

LCCの分布がほぼ 1箇所に集中しており，劣化の不確

定性により LCC の変化が生じにくい設計解になって

いることが分かる。また，構造体以外については Test

LCCと同様の部材が選択されており，構造体以外につ

いては Test LCC においても劣化の不確定性による影

響が小さかったことが確認できる。このように，劣化

の不確定性を考慮した LCD により，劣化の不確定性

による LCC の変化が生じにくい解が選択されること

が確認できた。

7.2 多目的ライフサイクル最適化

本節では，期待 LCC と期待 LCCO2 を目的関数と

して多目的 GA (Multi-Objective GA, MOGA) を用

いた多目的 LC 最適化を行う。

多くの多目的最適化問題では目的関数に何らかのト

レードオフの関係があり，単一の最適解を得ることは

難しい。そのため，多目的最適化では Pareto最適解と

いう別の概念を用いて解探索を行うことになる。Pareto

最適解とは，ある目的関数の値を改善するためには，少

なくとも他の 1 つの目的関数の値を改悪せざるを得な

いような解と定義されている。MOGA は目的関数空
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間における解の優越関係に基づいて選択演算を行い，

Pareto 最適解を求める手法である。

本稿では，多目的最適化手法として他の MOGA よ

りも Pareto最適解集合の探索能力が優れている SPEA2

を用いる。

7.2.1 適合度関数

次式の適合度関数 f(x, t) を用いて最適化計算を行

う。

minimize f(x, t) =

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

f1(x, t) ≡ 1
N

N∑
k=1

Ceval,k(c, tp)

f2(x, t) ≡ 1
N

N∑
k=1

Eeval,k(c, tp)

subject to gj ≤ 0
(13)

ここに，Eeval,k は k 番目に得られた LCCO2 である。

制約条件を満たさない場合，適合度 f(x, t)自体にペ

ナルティ項を掛け合わせたものを新たな目的関数 h(x, t)

として，以下のように多目的最適化問題を定式化する。

minimize h(x, t) = f(x, t)
∏
j

γj (14)

SPEA2 パラメータに表 3 の値を用いる。また，世

代数を 500 世代，シミュレーション回数を 100 回と

した。

表 3 SPEA2 パラメータ
Population 100
Archive 25
Probability of Crossover 0.80
Probability of Mutation 0.01

7.2.2 結果

500 世代目に得られた解の目的関数空間における存

在位置を図 14 に示す。図 14 に示すように，多様な設

計解おいて期待 LCC が同値であっても期待 LCCO2

の値は違う解が多く存在していることが分かる。同様

に期待 LCCO2 の値が同じでも期待 LCC の値は違う

解も多く存在している。このことは同じ期待 LCCの建

築構造物であっても LC を考慮した設計をする事によ

り環境負荷低減が可能であり，また，同じ期待 LCCO2

を排出する建築構造物であっても期待 LCC を抑えた

設計が可能であることを示している。

得られた解集合には Pareto 最適解集合が多数得ら

れている。このことから，期待 LCC と期待 LCCO2

の間にはトレードオフの関係が存在していることが分

かる。

多目的最適化によって得られた Pareto 最適解集合

は，トレードオフの関係にある目的関数を低減させる

ための合理的な解の集合である。そのため，このよう

な多様性を持つ Pareto 解集合は意思決定において有

用であると考えられる。
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図14 500 世代の解集合

8 結

本稿の内容は以下のように総括できる。

• 劣化の不確定性を考慮した建築構造物の LC 評

価手法を定式化した。

• 確定的な LCD 手法を用いて LCC 最小化を行っ

て得られた設計解に対して，劣化の不確定性を

考慮した LC 評価手法を適用し，比較を行った。

その結果，劣化の不確定性を考慮する事によって

LCCはばらつきを有するようになり，期待 LCC

は増加することが確認された。

• 劣化の不確定性を考慮した LCDとして期待 LCC

最小化を行った。その結果，不確定性による LCC

の変動を抑えるには，耐用年数に対して余裕のあ

る更新周期を選択する必要があるといえた。

• 期待 LCC と期待 LCCO2 を目的関数とした多

目的 LC 最適化を行った。

– Pareto 最適解集合が得られ，期待 LCC と

期待 LCCO2 はトレードオフの関係にある

ことが確認された。

– 意思決定者は，このような多様な解を持つ

Pareto 解集合から，自らの選考に基づいて

解集合の中から設計解を選択することがで

きる。

参考文献はその 2 の末尾にまとめて記載する。
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多目的遺伝的アルゴリズムを用いた建築構造物のライフサイクルデザイン
�その � 環境外乱の考慮

内藤 雅子��，蜂須賀 聖力��� 大森 博司��� 小林 春之��

��名古屋大学大学院環境学研究科，大学院生，������	�
�����
�����������
���

��名古屋大学大学院環境学研究科，大学院生，��
�������	�
�����
�����������
���

��名古屋大学大学院環境学研究科，教授，工博� �����	�
�����
�����������
���

��株式会社 竹中工務店，工修，����������������������������
����

� 序

近年の地球環境問題や資源の枯渇を鑑み，日本建築

学会はわが国における建築構造物の寿命を � 倍ないし

��� 年に延長する�� ことを標榜している。建築構造物

を長寿命化するなら，その間に建築構造物が環境外乱

に遭遇する可能性が高くなることは容易に想像される

ことであり，それがコストや環境負荷にどのように影

響するかは，施主や設計者等の意思決定者にとって興

味のある点であろう。

本稿では，環境外乱として地震を取り上げ，地震を考

慮した建築構造物のライフサイクル �����  �

�� � �

評価手法を提案する。また，それに基づいた遺伝的アル

ゴリズム �!�����
 "
������#� !"� および多目的 !"

�$�
���%���
��&� !�����
 "
������#� $%!"� による

建築構造物の � デザイン �����  �

� '������ � '�

手法を定式化し，例題を通してその有用性を検討する。

� 地震の影響を考慮したライフサイクル 評価手法

本節では，建築構造物の � 評価手法�� を拡張し，

地震の影響を考慮した � 評価手法を示す。本稿では，

建築構造物の構法的序列を図 � のようにモデル化し

ている。一般的に，建築構造物を構成する部材のうち，

構法的序列の下位にあるものほど地震の影響を受けや

すい。そこで，地震が発生した場合にどの階層にまで

( ) ( )

( ) ( )

図� 構法的序列

その影響が及ぶかを推定し，地震発生直後に修繕シナ

リオにはない修繕が行われるものとする。修繕シナリ

オとは，建築構造物の設計時に計画される建築構造物

を構成する各部材の平均耐用年数に基づく修繕計画で

ある。

なお，本稿では各部材の劣化関数は確定的に評価し

得るものとし，地震発生時以外に修繕シナリオの変更

は生じないものとする。また，地震時の修繕量も本来

ばらつきを有するものであるが，地震の大きさとそれ

による修繕量が特定できるものとする。

以下，地震発生時の修繕量の算定法を示す。

一般に，部材 � の時刻 � での残存性能値が ����� で

ある場合の修繕量 ����� は次式で表される。劣化関数

を図 � に示す。

����� ( �� ����� ���

これを地震の影響を考慮した場合に拡張すると，時

刻 � ( �� に地震が発生した時の残存性能は ������ で

あり，地震の影響により部材 � の性能が ����� 減少す

るなら，時刻 �� に地震が発生した時の修繕量 ������

は次式で表される。この場合の劣化関数を図 �に示す。

������ ( �� ������ ) ������ ���

本研究では次式により ����� を決定する。

����� ( ���� ) ���� � ��� ������ ���

ここに，

���� *劣化程度によらない一定の被害率

���� *劣化程度により変化する被害率の重み

�����は地震動に対する建築物の応答を求めることに

よって決定する。

コロキウム 構造形態の解析と創生 2007 日本建築学会
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式 ���および式 ���を一般化すると，任意時刻 �にお

ける部材 �の修繕率は，時刻 �における残存性能 �����

，地震による被害を表す係数 ����� およびデルタ関数

を用いた次式で表される。デルタ関数 Æ��� は � ( � の

時に �を，� �( �の時に �を返す関数であり，ゆえに次

式は，時刻 � に地震が発生した場合，すなわち � ( ��

であった場合に ����� が値を持つことを示している。

����� ( �� ����� ) ����� � Æ��� ��� ���

ゆえに，部材 � の時刻 � における � 回目の修繕コス

ト ���� は，部材 � のイニシャルコスト ���� と，部材

� の修繕率関数 ����� を用いて次式で表される。

���� (
����

�� ) ���
� ����� �+�

ここで � は割引率である。

建築物のランニングコスト �� はすべての部材の全

ての修繕の和として次式で求められる。

�� (
�
�

�
�

���� �,�

建築構造物の評価対象期間全体におけるコスト評価

����	 は，イニシャルコスト �� と，ランニングコスト

�� との和であり，次式で求められる。

����	 ( �� ) �� �-�

ここに，�� は建築構造物全体のイニシャルコスト�
�

���� である。
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図� 劣化関数
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図� 地震を考慮した劣化関数

上式においてコスト評価値ではなく，環境負荷物質

の評価値を用いれば，評価対象期間における地震を考

慮した環境負荷物質排出量を求めることができる。

以上により，地震発生時刻と地震によって損傷を受

ける部材，およびその被害率が特定できれば，地震を

考慮した � 評価を行うことができる。

��� 地震を考慮した期待ライフサイクルコスト

建築構造物の � ' を行う時点において地震発生は

将来のことであり，時刻を特定することは不可能であ

る。そこで，何らかの方法で地震による被害を予測す

る手法が必要である。本節では，地震を考慮した � 評

価値の一つとして，期待 � コスト �����  �

�  ����

�  � の評価手法を定式化する。

建築構造物の建設予定地が確定しており，計画して

いる建築構造物に影響を及ぼす地震 � の評価対象期

間中の � 年目における地震発生確率 ��.�/ が既知で

あれば，評価対象期間中の期待 �  は次式で求めら

れる。

	.����	/ ( �� )
�



�
�

���.�/ � ����
���

)

�
��
�



�
�

��.�/

�
� ����
 ��

�0�

ここに，	.����	/ は評価対象期間中の �  であり，

����
�� は地震 � が評価対象期間中の � 年目に発生

した場合のランニングコストを表している。また，上

式右辺の第 � 項は評価対象期間中に地震が発生しな

い確率とその場合のランニングコスト ����
 ��の積で

ある。

��� 期待地震被害コスト

地震を考慮した別の評価値として，期待地震被害コ

ストを用いることもできる。本稿では地震被害コスト

を，地震が発生した場合の �  と，評価対象期間中に

地震が発生しなかった場合の �  の差と定義する。す

ると，期待地震被害コスト 	.��
 /は次式で表される。

	.��
 / (
�



�
�

��.�/ � �����
��� ����
 ��� �1�

- 26 -



� 地震の影響が建築構造物のライフサイクルに及ぼ

す影響

本節では，その � で示した確定的な �  最小化に

よって得られた設計解 �2��� �  � に対して，地震を

考慮した場合の �  の変動を示す。本稿では，東京

における平均再現期間 ��� 年の地震を想定した��。地

震の発生確率は毎年一定 �����であると仮定し，評価

対象期間中に地震は � 回しか発生しないものとする。

また，地震による修繕は，計画された修繕シナリオに

は影響を及ぼさないものとする。この時，地震を考慮

した �  は式 �0� から，次のように求められる。

	.����	/ ( �� )
�

���

����

��

����
 
�

(
�

���

����

��

����	�
��

����

ここで， ����	�
�� は � 年目に地震 
 が発生した場

合の評価対象期間中の �  を表しており，評価対象

期間中に地震が発生しない確率は � � としている。

地震が建築構造物の � 評価に与える影響を評価す

るためには，地震による被害を表す式 ��� 中の ���� お

よび ���� を決定する必要がある。地震時の非構造部材

の損傷はおおむね強制変形角に基づいて推定できる	�。

2��� �  に想定する地震を作用させた場合，層間変

形角は ���+� � ����+ の範囲になり，表 � のような

被害が生じると仮定する	� 。���� については詳細な情

報が得られないため，���� の � 割の値を ���� とする。

地震発生年毎の �  を図 � に示す。図中の実線は，

地震が発生しなかった場合の �  を示している。地

震によって損傷を受けると想定される構法的序列の下

位に存在する部材の修繕が計画されていた年に地震が

発生した場合に �  が比較的少なくなっている。

表 � 被害率
損傷部材 �� ��

外壁下地 ���� ����
内壁下地 �外壁� ���� ����
内壁下地 �内壁� ���� ����
屋根仕上 ���� ����
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図� 地震発生年毎の ��� ��	
� ����

また，ここで期待地震被害コストは式 �1�より，式 ����

同様次式で表され，図 � の実線部から上の部分を表し

ている。

	.��
 / (
�

���

����

��

�����	�
�� � ����	��� ����

ここに，����	�� は地震が発生しなかった場合の �  

である。

� 地震の影響を考慮したライフサイクルデザイン

��� 期待ライフサイクルコスト最小化

本節では，!" を用いて期待 �  の最小化を図っ

た � 'を行う。適合度関数 ���������を次式とする。

本稿では，345"� による最適化と表記をそろえるた

めに，一般的な !" の適合度とは異なり，適合度が小

さいほど優良な解と定義しているため，適合度の最小

化が目標となる。表 � に解析に用いた !" のパラメー

タを示す。

#���#�6� ���������

�����
� �� �� � �
����

��������� �
�

���

����

��

����	�
����
 ���
�
�

�� ����

ここに

� *空間的設計変数�部材の組み合わせおよび単価�

�� *時間的設計変数�建築寿命および修繕周期�

�� *制約条件を満たさない場合のペナルティ

この地震を考慮した �  最小化の結果を 2��� 5"

とし，年毎の �  を図 +に示す。

表 � 
� パラメータ
���	
��
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2��� 5" では，!" による進化の初期の世代から躯

体，壁体およびスラブに 7 造躯体，��� 年の解が選

択された。これは地震の影響を考慮しない �  最小

化と同様の解である。本稿では，これら構法的序列の

上位に存在する部材は地震の影響を受けないと仮定し

ているため，地震の影響を考慮しない場合の �  最

小化と同様の結果が得られたと考えられる。

その他の部材は，仕上材の更新周期が下地材の更新

周期と同値または半分と修繕回数を少なくするように

整合が図られていた。この点も，2��� �  に類似し

ている。

��� 期待地震被害コスト最小化

本節では地震被害コストを最小化する � 'を行う。

適合度関数 ��������
� を次式で与える。本解析に用

いた !" のパラメータは表 � と同様である。

#���#�6� ��������
�

�����
� �� �� � �
����

��������
� �
�

���

����

��

��
�
����
 ���
�
�

�� ��+�

ここに，��
�
�� は � 年目に地震 
 が発生する場合

の地震被害コストであり，次式で定義する。

��
�
�� ( ����	�
�� � ����	�� ��,�

この地震被害コストの平均値最小化の結果を 2���

58" とし，�  を図 , に示す。

前節の 2��� 5"では，更新周期 ���年の 7 造躯体

が選択されていたが，それとは異なり，2��� 58" で

は更新周期 +� 年の木造躯体が選択された。また，他

の構法的序列の上位となる部材は +� 年または �1 年

という更新周期となった。

その他の構法的序列の下位となる部材については地

震の影響を考慮した �  最小化とは異なり，短い更新

周期が選択された。また，仕上材については構法的序
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図� 地震発生年毎の ��� ��	
� ����

列の上位となる下地材よりもさらに更新周期が短いシ

ナリオが選択された。本解析では，地震によって発生す

るコストのみに注目して最適化計算を行ったため，短

い修繕周期で修繕を繰り返すことによって地震発生年

の変動によって生じるコストの差を最小化するような

設計解が選択されたと考えることができる。2��� 58"

は，地震発生時の予期されないコストを削減すること

ができているが，地震が発生しない年にも不要な修繕

を行っているため，実際的ではない設計解であると言

える。

��� 多目的最適化

本節では，��� 節および ��� 節で用いた � つの目的

関数の最小化を $%!" のひとつである 345"� を用

いて行う。この � つの目的関数を同時に考慮した多目

的最小化問題を次式で与える。また，表 � に計算に用

いた 345"� のパラメータを示す。
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図 0 および図 1に，各世代における個体群の存在位

置を示す。図 0 ，図 1 は 
 軸を地震の影響を考慮し

た期待 �  とし，� 軸を期待地震被害コストとして

いる。図 - に， 最終世代である +�� 世代目でのアー

カイブ個体群 �+ 個体の目的関数空間における存在位

置を示す。ここで非劣解集合が得られているため，地

震の影響を考慮した期待 �  と期待地震被害コスト

表 � ����� パラメータ
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はトレードオフの関係にあることが確認できる。地震

の影響を考慮した場合の �  が小さい設計解，もし

くは地震によって必要となるコストが小さい設計解を，

意思決定者は自らの選好に基づいて 4����� 最適解集

合の中から選択することができる。

+�� 世代においてアーカイブ母集団に属する個体の

うち，地震の影響を考慮した �  が小さい個体は 2���

5"と同様の設計解であった。また，地震被害コストが

小さくなるに従い，イニシャルコストの低い構成要素

と整合が図られていない更新周期を有する，2��� 58"

に似た設計案になる。地震被害コストが小さくなるほ

ど �  が増加するのは更新周期の整合が図られなく

なり，修繕が増加するためである。

� 結

本稿では建築構造物の � に影響を及ぼす外乱のう

ち，地震の影響を考慮した � 評価手法を提案した。

本稿の内容は以下のように総括できる。

	 � 評価値として地震の影響を考慮した期待 �  

と期待地震被害コストを定式化した。

	 標準的な規模の独立住宅の期待 �  を算定し

た。

	 同例題に対し，!" により期待 �  最小化を

行った。期待 �  最小化によって得られた解

は，地震の影響を考慮しない �  最小化によっ

て得られる解と類似していた。

	 同例題に対し，!"により期待地震被害コスト最

小化を行った。期待地震被害コスト最小化によっ

て得られた解は，地震が発生しない期間のラン

ニングコストが増大していた。

	 同例題に対し，期待 �  と期待地震被害コスト

の �つを目的関数として，$%!"により多目的

最適化を行った。

� 多目的最適化によって得られた解の性状か

ら，両評価値はトレードオフの関係にある

と言えた。

� 多目的最適化によって得られた解は，各評

価値における単一目的最適化と類似した解

を含んでいた。

� 多目的最適化によって得られた 4�����最適

解集合は多様性を有しており，意思決定者

に提示するのに有益であると言える。

本稿では，地震の発生確率を常に一定であり，評価

対象期間中にモデル化されたひとつの地震のみが影響

すると仮定して � 評価を行ったが，建築構造物の建

設予定地毎の地震の大きさ，地震発生確率，被害率等

を精細に表現して � 評価を行うなら，個々の建築構造

物の特徴を捉えた � 'を行うことができるであろう。
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大型望遠鏡を支持するトラス構造物の多目的最適設計

薫田 匡史1)，大森 博司2)

1)名古屋大学大学院環境学研究科，大学院生，kunda@dali.nuac.nagoya-u.ac.jp

2)名古屋大学大学院環境学研究科，教授，工博，hero@dali.nuac.nagoya-u.ac.jp

1 序

光学天体望遠鏡の観測精度向上の要求に応えるため，

最近では電子制御技術による望遠鏡自身の高性能化や

鏡製作技術の高度化と共に，天体望遠鏡そのものの大

型化が図られている。望遠鏡を設計するにあたり，支

持構造物の軽量化は施工性，経済性において必要不可

欠な課題であるとともに，望遠鏡の機能上，支持構造

物は設計外力に対して変形前後で鏡面形状が同一とな

るようなホモロガス構造が適していると考えられる。

しかしながら，天体の動きに伴い角度を合わせる必要

があるため，望遠鏡の支持構造物は観測中に様々な傾

度で支持されることとなり，その結果として外力に大

きな変化が生じ，要求性能を十分に満足する支持構造

物を設計することは一般的に困難を極める。

本研究では，大型望遠鏡を支持するトラス構造物に

対し，要求性能として重量の最小化とホモロガス性を

満足する多目的最適設計を行い，得られた形状の力学

特性を検証する。

2 望遠鏡構造

本節では，本研究で設計対象としているナスミス式

望遠鏡について述べる。ナスミス式望遠鏡は，図 1 の

ように放物面形状の主鏡で反射させた光を光軸上前方

に主鏡と対向させた双曲面形状の副鏡を用いて反射さ

せ，さらにその光を第三鏡を使って鏡筒の直角方向に

導くものである。ナスミス式望遠鏡を設計するために

は，この主鏡，副鏡，第三鏡のそれぞれを支持する構

造体が必要である。この構造体を鏡筒と呼ぶ(図 2)。

鏡筒は副鏡セル，主鏡セルと呼ばれる構造物で構成

され，副鏡セルは副鏡を，主鏡セルは主鏡と第三鏡を

支持する。主鏡セルの構成を図 3 に示す。このような

鏡筒の設計では，鏡を適切に支持するために，外力に

対して鏡筒のどの位置においても補正範囲内に変形を

抑える必要がある。本稿では図 3 に示される主鏡支持

トラスを解析対象とし，自重に対する主鏡面形状の維

持に関する検討を行う。

3 最適化問題の定式化

本研究では重量最小化とホモロガス性を満足する多

目的最適化を行う。ここでは既往の研究[1]で提案され

たトラス位相の最適化法をもとに，ホモロガス性を新

たに導入し，解析を行っている。多目的最適化手法と

して多目的遺伝的アルゴリズムの一つである SPEA2

(Strength Pareto Evolutionary Algorithm 2) を用い，

適合度関数を式(1)で与える。ここに，W (x,A) を構

造物の総重量，H(x,A)をホモロガス変形の指標, xを

節点および部材の配置，A を部材の断面積，gi を i 番

目の制約条件，γi を制約条件 i を満たさなかった場合

のペナルティ項とする。

minimize f




f1 = W (x,A)
∏

i

γi

f2 = H(x,A)
∏

i

γi

subject to gi ≤ 0

(1)

}
}

図1 ナスミス式望遠鏡 図2 鏡筒（概念図） 図3 主鏡セル
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ここで，ホモロガス変形の指標として，指定した節

点の相対変位量の二乗和を設定する。本研究において，

この相対変位量とは指定した節点を含む構造体の一部

が剛体変位した場合の構造体と載荷後の構造体との節

点間の距離と定義し，式(2)のように表現される。ここ

に，xi は載荷後の節点 i の座標ベクトル，x̂i は剛体

変位後の節点 i の座標ベクトルである。

H =
∑

i

|xi − x̂i|2 (2)

また，制約条件として部材の許容応力，指定節点の

相対変位量，接合部の部材間角度，部材間の交差点数

を設定している。許容応力に関しては，部材に働く応

力が引張力である場合には許容引張応力，圧縮応力で

ある場合には部材座屈を考慮した許容圧縮応力以下と

なるよう制約条件を設けている。相対変位量に関して

は，アクチュエータ（制御駆動装置）の補正可能範囲を

超えないようにするため，目的関数だけではなく，制

約条件としても用いるものとする。部材間角度とは，1

つの節点に接続する 2 部材の成す角度のことであり，

これと交差点は，トラスを組み立てる際に施工が不可

能とならないような条件を設定している。

4 望遠鏡支持構造物の形態創生

4.1 解析モデル

主鏡支持トラスの解析モデルを図 4 に示す。ここで

は，モデルの節点を上層節点，中間層節点およびレー

ル部節点の 3 部に分け，上層節点で 2.0 m 級の主鏡を

支持するものする。この主鏡は分割鏡方式を採用して

おり，1 つの分割鏡を 3 節点で支持するよう上層節点

を配置する。主鏡面の曲率半径は 5.0 m ，円弧状レー

ルの曲率半径は 1.25 m であり，このレールに沿って

構造物が 0◦ ∼ 90◦ で傾くとする。ただし，図 5 のよ

うに，支持点はこれに沿って動くことはない。設計変

数は，トラス構造物の節点配置，部材配置の 2種とし，

位相対称性を考慮する。部材の断面形状については使

用する部材を表 1 に示す 1 種類のみとする。

SPEA2 パラメータを表 2 に示す。ここでの節点移

動範囲は x 軸方向，y 軸方向および z 軸方向ともに

±200 mm，最大部材長を 900 mm に設定する。荷重

は自重に加え，鏡の重量として上層節点に各 2.0 kN

を作用させる。また，ホモロガス変形の指標は仰角 0◦

と 90◦ の 2 種のときの変位量から算出する。

図4 解析モデル

a) Angle : 90◦ b) Angle : 0◦

図5 レールの動き

表 1 使用部材
外径 (mm) 60.5

厚さ (mm) 2.3

単位質量 (kg/m) 3.3

断面積 (mm2) 420.5

断面二次モーメント (mm4) 1.78 × 105

表 2 パラメータ
探索母集団個体数 80

アーカイブ母集団個体数 20

世代数 500

交叉率 0.80

突然変異率 0.01

ホモロガス変形を受ける節点 上層節点
節点配置設計を受ける節点 中間層節点
最大節点数 49

許容部材間角度 (deg) 25

許容相対変位量 (mm) 0.5

許容交差点数 0
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図6 解集合
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(1) No.1 (2) No.16 (3) No.19

W : 12.45 kN, H : 54.08 W : 12.73 kN, H : 23.56 W : 13.40 kN, H : 17.46

(a) angle of elevation : 90◦ (a) angle of elevation : 90◦ (a) angle of elevation : 90◦
Max. Tention : 2.001 kN Max. Tention : 0.9321 kN Max. Tention : 1.259 kN

Max. Compression : 3.717 kN Max. Compression : 2.704 kN Max. Compression : 2.554 kN
Max. Relative Disp. : 0.05514 mm Max. Relative Disp. : 0.009752 mm Max. Relative Disp. : 0.01053 mm

(b) angle of elevation : 0◦ (b) angle of elevation : 0◦ (b) angle of elevation : 0◦
Max. Tention : 1.824 kN Max. Tention : 1.750 kN Max. Tention : 1.511 kN

Max. Compression : 5.600 kN Max. Compression : 5.635 kN Max. Compression : 5.625 kN
Max. Relative Disp. : 0.06814 mm Max. Relative Disp. : 0.06093 mm Max. Relative Disp. : 0.05407 mm

図7 解形状（Case 1）

また，施工性に関する制約条件（部材間角度および

交差点）を課す場合（Case 1）と課さない場合（Case

2）の解析結果の比較を行う。

4.2 結果および考察

図 6 に 2 つの Case の最終世代解集合を示す。横

軸に重量，縦軸にホモロガス変形の評価値をとり，重

量が小さい個体から順番にそれぞれの Case で番号付

けを行っている。図 6 中の●が施工性を考慮する場合

（Case 1）の解個体，▲が考慮しない場合（Case 2）の

解個体であり，No.1 ∼ No.20 が前者，No.21 ∼ No.40

が後者の解個体の番号である。この解集合のうち，任

意で選んだ個体の解形状を，Case 1 を図 7 に，Case

2 を図 8 に示す。

図 6 から，施工性を考慮する場合よりも考慮しない

場合の方が優良な解が得られる。これは，前者の解個

体により図 6 上に描かれる曲線よりも後者の曲線の

方が内側にあり，重量とホモロガス性のどちらも優れ

ている解が得られていることから判断できる。このよ

うな結果が得られるのは，施工性に関する制約の有無

のためである。制約がない場合の解析で得られた解は，

図 6 で表現される目的関数空間上では優良な解である

が，実際に組み立てることができないトラス構造物と

なる。例えば図 8 において，丸印のされている部分に

交差点が生じている。しかし，部材の交差に関しては

部材の太さを考慮していないため，実際には施工性を

考慮している場合でも部材同士が交差してしまう解も

存在しており，改善の必要がある。

また両方の Case に共通して，上層部周辺に部材が

集中する傾向にあり，特に施工性を考慮しない場合の

方が顕著である。これは，主鏡の形状を維持させるた
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(1) No.21 (2) No.38 (3) No.40

W : 12.16 kN, H : 87.16 W : 12.26 kN, H : 33.72 W : 13.48 kN, H : 10.04

(a) angle of elevation : 90◦ (a) angle of elevation : 90◦ (a) angle of elevation : 90◦
Max. Tention : 2.307 kN Max. Tention : 2.058 kN Max. Tention : 0.9157 kN

Max. Compression : 4.259 kN Max. Compression : 4.852 kN Max. Compression : 2.047 kN
Max. Relative Disp. : 0.1151 mm Max. Relative Disp. : 0.04089 mm Max. Relative Disp. : 0.009312 mm

(b) angle of elevation : 0◦ (b) angle of elevation : 0◦ (b) angle of elevation : 0◦
Max. Tention : 2.570 kN Max. Tention : 2.542 kN Max. Tention : 1.118 kN

Max. Compression : 5.782 kN Max. Compression : 5.784 kN Max. Compression : 5.419 kN
Max. Relative Disp. : 0.06066 mm Max. Relative Disp. : 0.05903 mm Max. Relative Disp. : 0.04400 mm

図8 解形状（Case 2）

めに，その周辺の部材が密になり，上層部が剛体に近

づこうとしているからであると考えられる。施工性を

考慮する場合に関してもその傾向が見られるものの，

その制約により，考慮しない場合ほど傾向が顕著に表

れてない。

目的関数空間だけ着目すれば，施工性を考慮する場

合の方が優良であるが，実際にトラスを組み立てられ

なければ意味がない。Case 2 に比べ劣悪な解であった

としても，Case 1のように施工性を制約に組み込まな

ければならない。

5 結

大型望遠鏡を支持するトラス構造物に対し，重量最

小化とホモロガス性を満足するよう多目的最適設計を

行い，また，実際にトラスを組み立てることを想定し，

施工性についての制約を導入することで，現段階で考

えられる，トラスが組み立て可能な形態である解を得

ることができた。しかし，部材の交差に関する制約に

ついては，部材の太さを考慮せず，部材を線分と捉え交

差を判断しているため，制約が不完全である。さらに，

大型望遠鏡の支持トラスとして，主鏡だけでなく副鏡

も考慮に入れ解析を行うことが必要不可欠なため，早

期導入が必要である。これらを改善し，大型望遠鏡に

対応するため，今後さらに大きなモデルの解析を行っ

ていく。
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制約条件付き変断面自由曲面シェルの形態デザインに関する研究 
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1 はじめに 

現代の構造デザインにおいて、高度に発達したコンピ

ュータ技術は必要不可欠である。これまでであれば実現

不可能であった、自由で不定形な大空間構造物が数多く

建設されるようになった。しかし、それらは必ずしも力

学的に合理的な形態のものばかりとは言えず、建築デザ

インを適えるために力業的に解決した例も多く見られる。

建築デザインと構造デザインが融合された構造物を実現

させるために、新たな構造デザイン手法の提案が望まれ

ている )1 。 
そのひとつの解答として、曲面構造の形状決定段階に

おける設計支援を目的に、連続体自由曲面シェルの形態

デザイン手法が佐々木らによって報告されている )2 。こ

の最適化手法は、鉛直荷重時の歪エネルギーを目的関数、

節点Z座標を設計変数とし、最急降下法により求めるも

ので、意匠性と力学的合理性を同時に満足できる形態デ

ザイン手法である。この形態デザイン手法において、さ

らに合理的な形態を生み出すために、節点Z座標だけで

はなく、シェルの板厚を設計変数にすることが考えられ

る。また、実構造物の設計を考えた場合、天井高の確保

など建築計画的な曲面形状の制約が設けられることが多

いのにも関わらず、高さの制約条件を考慮した変断面自

由曲面シェルの形態デザインは行われていない。 

本稿では以上の観点より、制約条件付き変断面自由曲

面シェルの形態デザイン手法を示し、形態デザイン例を

報告する。 

 

2 制約条件付き変断面自由曲面シェルの形態デザイン
手法 

2.1 最適化問題定式化 

以下、自重時の歪エネルギーを目的関数、曲面形状の

許容修正領域を制約条件とし、板厚も更新する制約付き

非線形計画問題の定式化を行う。 

この最適化問題は次のようになる。 

),,1(     0)(                     
),,2,1(     0)(      subject to

),(),(),(
2
1),(      minimize

mlic
lic

f

i

i

T

L

L

� d
  

 

r
r

trdtrKtrdtr

   (1) 

ここで、rと tは設計変数でありrは節点Z座標、tは要

素ごとの板厚、 ),( trf は目的関数である歪エネルギー、

)(ric は制約関数、dは節点変位、Kは全体剛性マトリク

スを表す。 

2.2 変断面板厚最適化手法 
歪エネルギー f のtに関する偏微分を歪エネルギー板

厚感度係数としてαとおく。以下αを導く。 
節点荷重をpとすると、剛性方程式は次のようになる。 

pKd            (2) 

式(2)の両辺をtで微分すると次式を得る。 
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     (4) 

式(4)により求めた感度係数を用いて、次式の最急降下法

による板厚の更新を行う。 

αtt G� � kk 1           (5) 
ここで、G は修正量調整のパラメータである。 

2.3 逐次2次計画法の適用 

逐次 2 次計画法は、制約のある問題に対する

Kuhn-Tucker 条件を連立非線形方程式とみなし、この方

程式を準 Newton 法で解くことにより最適解を求めよう

とする手法である )6~)3 。問題(1)におけるrの更新を逐次

2次計画法により行う。この問題に対するLagrange関数
),( urL は次のようになる。 

¦
 

� 
m

i
iicufL

1
)()(),( rrur       (6) 

ここで、 T
muuu ),,,( 21 L u はLagrange乗数である。 
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 問題(1)の局所的最適解 *r はKuhn-Tucker条件と呼ばれ
る次の関係を満足する。 

),,1(  0 , 0)(

),,2,1(  0)(

)()(
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1

***

mliuc
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         (7) 

ここで、 T
muuu ),,,( **

2
*
1

* L u は局所的最適解 *r に対応する

Lagrange 乗数である。この式(7)から Newton 法により
),( ** ur を求めることを考える。 ),( ** ur の近傍の点

),( kk ur において式(7)を線形近似して整理すれば次のよ

うになる。 
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k Lf
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)(rf� は次のように求めることができる。式(2)の両辺

を節点Z座標rで微分すると次式を得る。 
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歪エネルギー f のrに関する偏微分は式(9)より次式の

ようになる。 
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式(8)の解を次の反復点 ),( 11 �� kk ur とする。ここで、式

(8)に含まれるHesse行列 ),( )()(2 kk
r L ur� を実際に計算する

のは困難であるので、準 Newton 法の考え方にしたがっ

て、行列 )(kB で近似する。この近似行列 )(kB の更新は、

能率よく計算できるBFGS公式を適用すると次のように

なる。 
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なお、Step1 の初期正定値対称行列 1B は単位行列 Iを用

いる。 
 式(8)、式(11)により Bur ,, を更新していくことによって、

節点Z座標の許容修正領域に関する制約条件を満足した

形状修正が可能となる。 

 

2.4 制約条件付き変断面自由曲面シェルの形態デザイ

ン法アルゴリズム 

 2.1、2.2、2.3の議論により、曲面形状の節点Z座標に

制約条件を付けた変断面自由曲面シェルの形態デザイン

のアルゴリズムは以下のように要約できる。 

Step1   所与の設計条件に応じて初期形状、材料定数を

定める。また、節点 Z 座標の制約条件を定め、

初期正定値行列 1B は単位行列 Iを用い、 1 k と

する。 
Step2A  逐次 2 次計画法により Bur ,, を更新し、節点 Z

座標を修正する。 

Step2B 最急降下法により板厚の修正を行う。そして、

1� kk として Step2Aへ戻る。 

 

3 形態デザイン例 

3.1 解析概要 
 解析モデルは、曲率半径 20ｍの 4面裁断球形シェルと

し、伏図における一辺の長さが 20ｍの正方形平面を有し

ている )8)7 。支持条件は隅角部をピン支持する。応力は

有限要素法による線形静的解析により算定する。有限要

素は三角形平面シェル要素を用い、面内変形要素には定

ひずみ三角形要素を、面外変形要素にはZienkiewicsらの

非適合三角形要素を採用する )9 。解析対象は対象性を考

慮して 41 の部分とする。 41 領域の要素分割は128要素、

節点数 80とする。隅角部に配置された 2節点(節点番号
16、17)をピン支持する。ヤング率を 26101.2 mtfu 、ポ

アソン比を 0.17、初期シェル板厚を一様に 0.2ｍとする。
外力は単位体積重量 33.2 mtf として自重を作用させる。

シェル中央部(節点番号 1)のライズは 5.12mである。要素

分割と節点番号を図 1、初期形状を図 2に示す。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図 1 要素分割と節点番号 

① 

⑯ 
⑰ 
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         図 2 初期形状 
 
3.2 等式制約付き形態デザイン例 

 制約条件として、支持点のZ座標(節点番号 16、17)が

更新させても動かない点となるように、等式条件を与え

た形態デザイン例を示す。この制約条件は以下のように

表される。 

0                     
 0      subject to

17

16
 

 

r
r

       (13) 

本例題では形状修正と板厚修正を100回行った。100step
のシェル形状と板厚を図 3に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    図 3 100stepのシェル形状と板厚(m) 

解析 step に対する歪エネルギー、鉛直最大変位、最大

曲げ応力、重量の推移を図 4から図 7に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 4 歪エネルギーの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 鉛直最大変位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図 6 最大曲げ応力の推移 

 

最厚板厚要素 0.226m 

最小板厚要素 0.082m 

シェル中央部ライズ 5.12m 
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        図 7 重量の推移 

 

 図4から図6の歪エネルギー、鉛直最大変位、最大曲

げ応力の推移を見ると、目的関数である歪エネルギーと

他の力学量の減少を確認できる。 

 図2と図3より初期形状と100stepの形状を比べると、

自由端は円弧からカテナリー上に進化し、シェル中央部

のライズは 5.1mから 6.7mまで上昇している。これによ

り歪エネルギーを小さくしていると考えられる。また、

自由端が進化したことにより、シェル対角線上に谷を形

成し負曲率を持つことで、シェル全体の剛性を高めてい

ると考えられる。 

 図3より 100stepの板厚は、初期の一様に 0.2mだった

ものに比べ、応力の大きくかかる足元は厚くなり、それ

以外の要素は薄くなる傾向が得られた。図 7の重量の推

移を見ると、重量が減少していることが確認でき、板厚

が薄くなる方向により進化したことがわかる。これによ

り、経済設計につながると考えられる。 

3.3 不等式制約付き形態デザイン例 
 制約条件として、支持点のZ座標(節点番号 16、17)が

更新させても動かない点となるように、またシェル中央

部(節点番号1)のライズが4.2mから6.2mの間にあるよう

に、等式条件と不等式条件を与えた形態デザイン例を示

す。この制約条件は以下のように表される。 

2.62.4                    
0                     
 0      subject to

1

17

16

dd
 
 

r
r
r

      (14) 

本例題では形状修正と板厚修正を100回行った。100step

のシェル形状と板厚を図 8に示す。また解析 stepに対す

る歪エネルギー、鉛直最大変位、最大曲げ応力、重量の

推移を図9から図 12に示す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 100stepのシェル形状と板厚(m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 歪エネルギーの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 鉛直最大変位の推移 

最厚板厚要素 0.244m 

最小板厚要素 0.083m 

シェル中央部ライズ 5.40m 

最高高さ 5.56m 
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図 11 最大曲げ応力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 重量の推移 

 

図 9から図 11の歪エネルギー、鉛直最大変位、最大曲

げ応力の推移を見ると、それぞれ step毎に減少している

ことが確認できる。 

 図 8より 100stepの形状を見ると、シェル中央部のラ

イズが4.2mから6.2mの間に更新されるように制約が付

与されているため、例題 3.2 に比べて中央部ライズが

5.40m と初期形状からあまり進化していないことがわか

る。この制約条件下で歪エネルギーを低減させるために、

支持点以外の節点は総じて高さを上げる方向に進化し、

膜応力で力を伝える形態へと進化していることが確認で

きる。その結果、シェル中央部の周辺部の節点の高さが

中央部よりも若干進化したと考えられる。 

 図 12の重量の推移より、重量が step毎に減少してい

ることが確認できる。これより、板厚が減少する方向へ

と修正されたことがわかる。ただし図 8より、応力の負

担が大きい足元の板厚は増加する方向へ進化しており、

良好な結果であるといえる。 

3.4 例題3.2と例題3.3の比較 

 例題 3.2と例題 3.3の比較を行う。解析 stepに対する

歪エネルギーと重量の推移の比較を図13、図14に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 13 歪エネルギーの推移の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 重量の推移の比較 

 

 図 13より、歪エネルギーは 18stepまでほとんど同じ

ように減少しているが、19stepから 40stepにかけて例題

3.2のほうがより収束していることがわかる。これは、例

題 3.3 では中央部ライズに制約条件をかけている影響だ

と考えられる。 

 また、図 3と図 8より、2つの例題の 100stepにおける

板厚を比較すると、例題 3.2よりも例題 3.3の形状のほう

が、シェル全面に厚さが薄い要素が多いことがわかる。

この傾向は図 14からも見て取れる。これは、例題 3.3は

制約条件のため形状の進化が起こりにくいため、全体の

重量を下げることで歪エネルギーの低減を行っているた

めだと考えられる。 
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4 まとめ 

本稿では、曲面形状の節点Z座標に制約条件を付けた

変断面自由曲面シェルの形態デザイン手法を提案した。

また、数値解析例を示すことで、本手法の有用性を検討

した。高さに制約のある曲面構造の基本設計を行う場合

に、本手法は有効であると期待できる。 

今後はZ座標の進化にNURBS曲線を利用することに

よって、滑らかな曲線を保持した制約条件つき自由曲面

シェルの形態デザインを行うことが課題である。 

 

付録 節点Z座標のみを更新する形態デザイン例 

 例題 3.2 と例題 3.3の形態デザインにおいて、節点 Z

座標のみを逐次 2次計画法により更新する形態デザイン

例を示す。8stepの形状を図 15、解析 stepに対する歪エ

ネルギーの推移を図 16に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例題 3.2          例題 3.3  

 

図 15 8stepのシェル形状 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 歪エネルギーの推移 

図 16より、両例題とも 4stepで歪エネルギーが収束し

ていることがわかる。これは、逐次 2次計画法の優れた

局所的収束性を示す結果といえる )3 。 
図 15 より、両例題の形状を比較すると、ほぼ同じ進

化をしている。また、図 2の初期形状と比べても大きな

違いは見られない。しかし、図 15の形状は自由端が若干

カテナリーに近づいていることがわかり、それにより歪

エネルギーを低減していると考えられる。以上の結果よ

り、この解析モデルは初期形状の近傍に 1つの局所的最

小解が存在するモデルであることがわかる。そのため例

題3.2と例題3.3の形態デザインにおける8stepのシェル

形状に差が見られなかったものと考えられる。 
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NURBS立体を用いた 3D拡張 ESO法による構造形態創生 

 

足立徹郎 1)，楠朝光 2)，佐々木睦朗 3) 

1)法政大学工学研究科，院生，tetsuro.adachi.xc@gs-eng.hosei.ac.jp 

 2)清水建設株式会社，修士（工学） 

3)法政大学デザイン工学部建築学科，教授，工博 

 

1 はじめに 

近年、計算機環境、解析技術、施工技術が飛躍的に発

達したことで、構造形態創生に関する研究が盛んに行わ

れるようになった。これまで不可能であった複雑な構造

物でさえも現在では解析可能であり、建築家の自由な発

想から生まれる形態を実現のものにしたいという意匠的

な要求に対して、構造的な観点から何らかの形態への提

示が望まれるようになった。そこで、最適な構造物の形

態を創りだすという構造形態創生という考え方が生まれ

た。構造形態創生手法には様々なものがあり、その一つ

にESO法 1)がある。ESO法はXie等によって提案された

手法で、有限要素法より求まる各要素の基準量を用いて、

不要な部分を少しずつ取り除き、全応力状態に近づけて

いこうというものである。これを基に拡張ESO法 2)が名

古屋大学の構造基礎講座により開発された。拡張ESO法

は、ESO法の削除された部分を復活できないという問題

点、削除・付加を繰り返すことにより初めて到達できる

形状がある場合、それを求めることができないという問

題点を解決するため、「等値面の導入」、「近傍領域の導入

による双方向進化」というアイディアを提案し、最適形

状を導くことを可能とした。 

しかし、近頃、曲面の屋根や円形の床を持つ建築物が

設計され、従来の 3D拡張ESO法では設計領域が矩形に

限定されているため、曲面の屋根や円形の床などを設定

することができず、対応できなくなってしまった。 

本研究ではこの問題点をクリアするため、設計領域の

形状設定に NURBS 立体を用いることを提案する。

NURBS 立体を用いることにより設計者がイメージする

領域を作り、この設計領域をもとに荷重条件・支持条件

など、諸条件を設定し、解析を行う。このような過程を

とることにより、従来では行うことができなかった形状、

荷重条件からの形態創生を可能とし、構造デザインツー

ルとしての汎用性の向上、設計者の意図をより多く反映

できるような形態創生の発展を目的とする。 

 

2 構造形態創生法の概要 

2.1 von Mises応力 

応力を進化の基準とする場合、扱う応力として von 

Mises応力が考えられる。von Mises応力とはミーゼスに

よって 1913 年に発表されたミーゼスの降伏条件のこと

で、数々の応力が作用した時、それらのいかなる組み合

わせにおいて降伏を生ずるかという条件を与えるもので

ある。今回、基準量として von Mises応力を用いる。三
次元問題における von Mises応力 vonσ は次式で定義され

る。 

2
)(6)()()( 222222

zxyzxyxzzyyx
von

τττσσσσσσ
σ

+++−+−+−
=    (1) 

zyx σσσ ,, ： zyx ,, 方向基準応力 zxyzxy τττ ,, ：せん断力 

 

2.2 NURBS 
立体上の点を表現するとき、通常の座標値としてデカ

ルト座標形状の各軸成分の組として表現した場合、立体

形状との間には誤差による距離が発生してしまう。これ

らの問題に対し、座標を立体形状のパラメータ値として

表現し、「曲面形状の上に乗った点」とすることで誤差を

抑えることができる。 
NURBS3)4)とは、Non-Uniform Rational B-Spline（非一様
有理 Bスプライン）の略称で、NURBSによる表現形式
は、区分的有理式としてパラメータ表現するもので、円・

円弧・楕円・楕円弧などの円錐曲線や、円柱・楕円柱・

球・楕円体などの曲面を近似なしに表現できる。さらに

制御点と曲線・曲面との関係を拡張し、複数の制御点が

重なるのを許して折れなどの表現も可能になっている。

図 1にNURBS曲線・NURBS曲面を示す。 

 
図 1 NURBS曲線・NURBS曲面 
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2.3 NURBS立体 

NURBS立体は、図 2に示すようにNURBSをパラメー
タ wvu ,, の三方向に展開したものである。同次座標の制

御点配列 ),,(,, ZYXQ kji を B スプライン基底関数で重心
補間して得られるBスプライン立体を中心投影すること
により、通常座標におけるNURBS立体は次式で定義さ
れる。 

 

kji

mu

i

mv

j

mv

k
wmwkvmvjumui

mu

i

mv

j

mv

k
kjiwmwkvmvjumui

wvu
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wvu ttt ,, ：パラメータ、 mwkmvjmui NNN ,,, ：基底関数 

kjiQ ,, ：制御点、 kji ,,ω ：重み 
 

 

図 2 NURBS立体 

 

 

3 パラメータ座標系を用いた形態進化 

3.1 従来の拡張ESO法による形態進化 

 従来の拡張ESO法では、図 3のようにFEM解析を行

うための構造計算グリッドと次ステップの形態を決定す

るための等値面作成グリッドの 2つの空間が存在する。

構造計算グリッド上の形状をFEM解析し、von Mises応

力を求める。その von Mises応力を等値面作成グリッド

に持っていき、格子点に振り分け等値面を作成する。基

準値を定め、次ステップの形状を決定する。そして、そ

の形状を構造計算グリッドに戻し、再び FEM 解析を行

う。このように構造計算グリッドと等値面作成グリッド

とで、情報の受け渡しを繰り返し行うことにより形態創

生を可能としている。 

 

 

3.2 本研究による拡張ESO法による形態進化 

 立体形状を設計領域とする場合、等値面は立体形状に

沿った曲面とする必要がある。だが、3 次元における等

値面の生成方法では線形補間によって求めるため、立体

形状に沿った点を表現することができない。また、立体

形状に沿う点を表現する場合、通常の座標値としてデカ

ルト座標形状の各軸成分の組として表現すると、立体形

状との間には誤差が発生してしまう。これらの問題に対

し、座標を立体形状のパラメータ値として表現し、「曲面

体形状の上に乗った点」とすることで誤差を抑えること

ができる。まず、2.3 の NURBS 立体で示した式(2)を用

いて実空間のある点に対して一つの値が対応するような

パラメータを求め、図4のように実空間座標系とパラメ

ータ空間座標系間で情報の受け渡しを可能とする。そし

て、実空間である構造計算グリッドでFEM解析を行い、

von Mises応力を求める。その von Mises応力をパラメー

タ空間である等値面作成グリッドに持っていき、等値面

を作成する。基準値を定め、次ステップの形状をパラメ

ータ空間上で決定する。これを構造計算グリッドに戻し、

実空間で FEM 解析を行う。このような作業を繰り返す

ことにより毎ステップで立体形状に沿う形状を FEM 解

析することができ、等値面の問題も従来のものと同様に

考えることができる。つまり、設計領域内に形状を閉じ

込めたままの解析が可能であるといえる。 

 

 
 

 

構造計算グリッド 

図 3 従来の拡張ESO法での 

構造計算グリッドと等値面作成グリッド 

等値面作成グリッド 

構造計算グリッド 

実空間 パラメータ空間 

図 4 本研究の拡張ESO法での 

構造計算グリッドと等値面作成グリッド 

等値面作成グリッド 

- 52 -



4 解析例 

4.1 曲面構造物の構造形態創生 

 図 5に示すような曲面の頂部に 10kNの荷重をかけ、

周辺 4点ピン支持、直径 20m、ライズ 6mの曲面構造物

の解析を行う。その他の解析条件は表 1に示す。また、

対象であるため、1/4のみ解析を行うこととする。 

 

表１ 解析条件 

スパン 20m 
ライズ 6m 

集中荷重 10kN 

厚さ 0.1 m 

ヤング率 210GP 

ポアソン比 0.3 

 

 

 

 

 

 

STEP3 

 

STEP47 

 

STEP8 

 

STEP50 

 

STEP13 

 

STEP53 

 

STEP18 

 

STEP58 

 

STEP29 

 

STEP87 

 

 

 図 8に進化過程を示した。step3、step8のように支持点

以外の周辺部が削除されていき、支持点から中央部を支

える枝が発生する。その枝は step13のように 2本に枝分

かれするが、step18と step29のように片方の枝が細くな

っていき 2本の枝を保持したままではこれ以上の進化が

見込めないと思い、step47 のように片方の枝を削除して

進化を続けた。その後、step53、step58のように徐々に要

素が削除され中央部にアナが開き、step87 のような形状

が得られる。図 6の体積の推移を見ると、step30で体積

が増加している。これは基準値を厳しくしすぎてしまい、

要素を削除しすぎてしまったという解析上のミスである。

しかし削除・付加の両方を行うという拡張ESO法の長所

を活かすことにより、要素をミスする前の状態に戻すこ

とが可能であることがわかる。図7で示した平均応力に

もその様子が表れている。 
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図 5 解析モデル 
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図 8 進化過程 

図 6 体積の推移 

図 7 平均応力の推移 
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4.2 立体構造物の構造形態創生（1） 
図9に示すような上から見ると一辺50mの正方形平面

となる 4点ピン支持された立体構造物の解析を行う。荷

重条件として最上面に等分布荷重を作用させ、その他の

解析条件は表 2に示している。このモデルも前回と同様

に対称であるため 1/4のみ解析を行う。ここで求める形

態は、可能な限り重量を軽量化し、剛性が最も高くなる

形態を予め設定した領域内に発生させることである。 

 

 

表 2 解析条件 

正方形平面 50m 
最高 15m  

ライズ 最低 8m 

等分布荷重 最上面 1kN/㎡ 

ヤング率 210GP 

ポアソン比 0.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12の進化過程で示すように、進化の初期の段階では各

支持点から荷重のかかった最上面を支える部材が 4本の

枝状に分岐している。しかし、進化が進むにつれて 3本

になり、最終的には支持点から垂直に伸びる柱状の部材

による最上面を支える構造体が得られた。図 10で示した

体積の推移をみると進化と共に体積が減少していること

が見られる。しかし、step21と step34とで体積がわずか

であるが増加している。これは、各支持点から伸びる枝

を 4→3本、3→1本とする操作を行ったことによる応力

集中を修正するため、要素が付加されることにより起き

た現象である。その様子は図 11で示した平均応力の推移

のグラブにも顕著に現れていて、その部分を除けば平均

応力は徐々に増加しており、進化するにつれより少ない

材料の中で最も剛性の高い形態を創生することができて

いることがわかる。 
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図 9 解析モデル 
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4.3 立体構造物の構造形態創生（2） 
 図13に示すような上から見ると200m×40mの長方形

平面、最上面が曲率を持ち、平均高さが 25mの立体構造

物の解析を行う。図で示した位置をピン支持とし、最上

面と中間層に等分布荷重を作用させた。このような荷重

条件とした理由は、曲面の屋根を持つ 2層の建築物を想

定したからである。その他の諸条件は表 3に示している。

今回の解析も対称であるため、1/4 のみ解析を行うこと

とした。 

 

表 3 解析条件 

長方形平面 200m×40m 
平均高さ 25m 

最上面 10kN/㎡  
等分布荷重 中間面 10kN/㎡ 

ヤング率 210GP 

ポアソン比 0.3 
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図 14 体積の推移 
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図 15 平均応力の推移 

 

step4 

 

step7 

 

step15 

 

step35 

 

step51 

 

step52 

 

 step54 

 

step74 
図 16 進化過程 

 

図 16の進化過程で示すように、解析の初期段階で、

まず中央部が削除され、中央の床を支えるために上弦ア

ーチと下弦アーチができる。上弦・下弦アーチの両方が

できるのは、スラストを流すためで、それらのアーチか

ら中央部の床を支えるため step35のように枝が伸びる。

中央部がこのように進化していくなか側部も徐々に削ら

れるが、ある程度のところまでいくと中央部の床を支え

る枝を切らないとこれ以上の進化が見込めなくなる。そ

こで、step51で床の下側の枝を切って進化を進める。す

ると下弦アーチはなくなり、step54のような上弦アーチ

から床が吊られる形状が得られる。その後、部材は細く

なっていき step74のような形状が得られる。図 14で示

した体積の推移を見ると、徐々に体積が減少していく様

子が見られる。また図 15で示した平均応力も徐々にでは

あるが、値が大きくなっている。 

図 13 解析モデル 

25m 

40m 

200m 
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5 結 

 従来の拡張 ESO 法では矩形の設計領域でしか解析が

行えなかったため、曲率を持つ屋根などを考慮した進化

が不可能であった。この欠点を補うため、NURBS 立体

を拡張ESO法に組み込み、形態創生を行った。その結果、

より自由な解析領域からの解析、複雑な荷重条件を考慮

した解析が可能となり、その条件のもとでの最適形状を

得ることができた。その進化過程は前述したように、体

積が減少し、平均応力が大きくなるという現象が見られ、

NURBS を取り入れても従来通りの形態創生を行うこと

ができた。つまり、構造デザインツールとしての汎用性

を高め、設計者の選択肢を大きく増やすことに成功した

といえる。 

 

付録 
 NURBSを用いたものと従来の 3D拡張 ESO法とを比

較する。両者ともスパン・分割数・支持・荷重が同じモ

デルで解析を行い、形状を決定する基準値も同じ値を用

いる。図 17に解析モデル、表 4に解析条件を示す。 

 

表 4 解析条件 

長方形平面 10m×10m 
平均高さ 5m 

等分布荷重 1kN/㎡ 

ヤング率 210GP 

ポアソン比 0.3 

 

 図 20に示したように、従来のものとNURBSを用いた

ものとで全く同じ進化の様子が見られる。体積の推移、

平均応力の推移で多少の誤差が見られるが、これは

NURBS 立体を用いて座標値を求めるときに起こる桁落

ちによるものだと考えられるので従来のものと NURBS

を用いたものとで同様の進化が行えたといえる。 
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自然形態の空間構造物への応用に関する技術開発

山田耕司 1)，小林正 2)

1)豊田工業高等専門学校建築学科，准教授，博士(工学)，kyamada@toyota-ct.ac.jp

 2) 豊田工業高等専門学校建築学科，技術職員

1 序

　現在の建築構造では，様々な空間形態が実施可能なレ

ベルにまで解析技術，施工技術が進歩している．近年の

研究では，コンピュータにより構造形態を生成させる研

究，構造形態・部材断面性能の最適化，振動制御１）～５）

などが行われている．しかし，建築家の「創造に任せた

自由な構造形態」に対する願望は，永遠に不滅と考えら

れる．一方，このような「創造に任せた自由な構造形態」

を実現するためには，自由な発想力を持つ構造設計者と

のコラボレーションが必要とされる．しかし，一部有名

建築家を除き，自由な発想力を持つ構造設計者とのコラ

ボレーションが成立する望みは薄い．そこで，設計者が

意図した構造形態が成立する条件を探すエージェントシ

ステムの構築が必要となる．このエージェントシステム

は，形状入力システム，構造データ作成システム，解析

条件設定システム，解析システム，解析結果提示システ

ム，最適化システム，から構成される．このうち，解析

システム・解析結果提示システムは，既存の解析プログ

ラムで十分である．また，解析条件システムは，特殊な

建物でない限り，文献 6)などを用いて作成可能である．

最適化システムは，文献 1)～6)を含め，多数の最適化手

法が提示されており，実現可能なシステムである．一方

で，形状入力システム，構造データ作成システムは，単

純な形状であれば，既存ソフトウェアで十分利用可能で

あるが，複雑な形状を持つ場合は手入力が必要とされる．

このシステムの要点は，複雑な形状のデジタルデータ化

である．一端，デジタルデータが作成できれば，そのデ

ジタルデータより，構造解析データを作成することは容

易である．従って，自由曲面のデジタルデータ化とその

構造解析データ化の技術開発が必要である．そこで本研

究は，自然形態の空間構造物への応用を目的として，一

連の技術の流れを開発する．本報では，自由曲面として，

貝殻を採用し，実物に対するスキャニング必要精度，書

き出しファイル形式，データからの構造モデル化手法に

関して検討する．加えて，球殻との応力比較を行う．

2 形態のスキャニング

2.1 使用器具
　形態のスキャニングには，R社製MDX-20を用いる．

この機器のセンサーは，アクティブ ピエゾセンサー

(R.A.P.S.)で，プローブ長さ 60 mm 、先端球形半径 0.08

mm である．スキャン方式は接触型メッシュポイントで

あり，X/ Y 軸方向0.05 ～ 5.00 mm の範囲で0.05 mm き

ざみで設定可能である．高さ検出方式はスキャンピッチ

で，Z 軸方向 0.025 mmでスキャンされる．

書き出しファイル形式は，DXF，VRML，STL，3DMF，

IGES，グレイスケール，BMP，点群，である．

2.2 試料
　試料の貝殻を写真 1に示す．試料は 2種類用意した．

双方とも，短辺 4cm長辺 5cm程度の貝殻である．貝殻

Bは，複雑な自由曲面の例としてリブのある貝殻とした．

リブの最小は 1mm程度である．

　

貝殻A　　　　　　　　　貝殻B

写真1　試料

2.3 スキャニング手法
　貝殻の表裏両面の形状をスキャンするため，油粘土を

貝殻の裏に詰め，かつ，台座として利用した．写真 2に

その状況を示す．スキャンされたデータ（スキャンピッ

チ 0.1mm）を図 1 に示す．油粘土を用いれば，十分に

表裏の形状をスキャンできることが分かる．なお，本報

で用いた機器では，スキャンした各点のデータをアスキ

ーデータとして保存する．このため，試料の位置を変更

しなければ，同一XY座標のデータが得られるため，試

料の厚さが測定可能である．なお，貝殻Bの厚さは，1.2

～2.5mmの範囲であった．

コロキウム 構造形態の解析と創生 2007 日本建築学会
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2.4 スキャニング精度

　スキャニング必要精度を検証するため，試料の短辺の

1/20(1.65mm),1/50(0.70mm),1/100(0.30mm)のスキャンピ

ッチでデータを取得した（貝殻 Bのみ 1/300(0.10mm)で

もスキャンした．なお，0.10mmは貝殻 Bのリブ間隔の

1/10 を参考とした）．結果を図 2 に示す．結果として，

貝殻 A のようにリブ的形状が無い場合は，短辺方向の

1/50 のスキャンピッチでも形状把握が可能であるが，

貝殻 B のようにリブ的形状が存在する場合は，短辺方

向の 1/50 もしくは最小リブ間隔の 1/4 程度のスキャン

ピッチが必要と考えられる．

2.5 データのスキャン時間とデータ量
　今回のスキャニングでの作業時間とデータ量を表１に

示す．作業時間はスキャニング間隔の自乗に比例しない

が，データ量はスキャニング間隔の自乗に比例する．ま

た，貝殻Bの作業時間を見ると，スキャンピッチ 0.10mm

の場合に，表側と裏側で作業時間が大きく異なる．これ

は，表面の粗度に影響されていると考えられる．

　結論として，前節での必要スキャンピッチから考える

と，必要スキャン時間は，表面がなめらかな場合は 40

分，表面の凹凸が激しい場合には，2 時間であると判断

した．

　

表側　　　　　　　　　裏側

写真2　油粘土を用いた表裏面採取方法（貝殻B）

表側　　　　　　　　　裏側

図1　スキャン結果（貝殻B，スキャンピッチ0.1mm）

スキャンピッチ0.30mm

スキャンピッチ0.70mm

スキャンピッチ1.65mm

貝殻A　　　　　　貝殻B
図2　スキャン結果（表側）

表1　作業時間とデータ量

試料1 試料2

Ｚ基準面の高さ 15mm 17mm

Ｘスキャン領域 56mm 50mm

Ｙスキャン領域 42mm 40mm

スキャンピッチ 表側 裏側 表側 裏側

0.10 mm 8:30 6:00

0.30 mm 2:00 2:00 2:00 2:00

0.70 mm 0:40 0:40 0:30 0:30

作

業

時

間 1.65 mm 0:20 0:15 0:15 0:12

0.10 mm 1085KB 811KB

0.30 mm 176KB 162KB 117KB 102KB

0.70 mm 35KB 33KB 26KB 21KB

デ

ー

タ

量 1.65 mm 8KB 7KB 6KB 5KB

2.6 データの出力形式

　本報で取り扱った機器のデータ出力形式は，DXF，

VRML，STL，3DMF，IGES，グレイスケール，BMP，

点群，が存在する．ここで，DXF 形式は，CAD に用い
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る場合便利である．IGES 形式は，機械系解析ソフトに

導入する場合に便利である．ただし，本報で取り扱った

機器では，有限 B スプラインサーフェイスのみサポー

トしているだけなので注意が必要である．結論としては，

本報で取り扱った機器のデータのオリジナル出力データ

および 3DMF を用いる方がデータハンドリングが簡単

である．

3 データからの構造モデル化手法

3.1 スキャンピッチに対して厚さが厚い場合
　本報で使用した試料では，最適スキャンピッチが 0.3

～0.7mmであるのに対し，材料厚が 1.2～2.5mmと大き

い．このような場合には，シェル要素を用いる事ができ

ないので，スキャングリッド・データでデータが構成さ

れている 3DMF 形式データや使用機器オリジナルフォ

ーマット・データなどを用いて，6 面体ソリッド要素で

構造データを作成することが良いと考えられる．6 面体

ソリッド要素は多種の計算ソフトに標準で付随している

ため，適用性は高いと考えられる．

　図 3に 6面体ソリッド要素による解析を前提とした試

料のグリッドを示す．貝殻 A の場合でグリッド総節点

数は 2551，グリッド数は 2437となる．試料２の場合で

グリッド総節点数は 8855，グリッド数は 8619となる．

貝殻A（ピッチ0.70mm）　　貝殻B（ピッチ0.30mm）
図3　グリッドデータ（表側）

3.2 スキャンピッチに対して厚さが薄い場合

　スキャンピッチに対してシェル厚が薄い場合やシェル

として解析したい場合，付属ソフトのポリゴン削減機能

を利用して節点数を減少させることができる（削減した

場合は，三角形要素となる）．この場合，自由度数の削

減を目的とする．6 面体ソリッドよその１節点あたりの

自由度は 3である．また，シェル要素の自由度は 6であ

ることから，節点数は 50%以下に削減しなければ意味

がないことが分かる．

　図 4に節点数を 50%，25%に削減した場合を示す．試

料によらず，潰れている三角形メッシュが多いことが分

かる．これは，今回使用したソフトが構造解析を考慮し

ていないためと考えられる．また，貝殻Aの場合には，

節点数を削減しても形状変化が少ないので，むしろ節点

数削減を進めた方が良いと考えられる．本例では，原形

状の節点数の 10%でも十分な形状イメージを残してい

る．しかし，貝殻 B の場合には，節点数を削減するに

従い，原形状（図 2，図 3参照）からの形状変化が激し

い．従って，モデル形状が複雑な場合には，節点数の削

減を行ってシェルモデルで解析を行うよりは，原形状を

維持したまま，6 面体ソリッド要素で解析した方が良い

と考えられる．

節点数10%

節点数25%

節点数50%

a)　貝殻A（元データピッチ0.70mm）

節点数25%

節点数50%

b)　貝殻B（元データピッチ0.30mm）
図4　三角形要素のデータ（表側）
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4 自重下における曲げモーメント分布

　採取したデータの構造物への応答を検討する．解析モ

デルは，短スパン 40m 程度を想定したモデルを扱う．

シェル厚は，短スパンの 1/100 程度とした．具体的には

表 2 の諸元の球殻，貝殻 A のデータを用いた．なお，

貝殻Aのシェル厚は実寸法 1.2～2.5mmであり，解析モ

デルに実寸法を当てはめれば 1.2～2.5mとなる．材料物

性はコンクリートとし，ヤング係数E=2.06×104 N/mm2，

単位体積重量 24 kN/ m3とした．支持部は，地盤面にお

けるピン支持のみとした．また，市販コードを用いて計

算している．

　貝殻 A スキャンデータから解析モデル作成の際は，

原形状の節点数の 10%まで節点数を削減し，自重下で

最大曲げモーメントが最小になるよう最適化している．

　自重下の曲げモーメントを図 5に示す．結果として，

最適化された貝殻 A における曲げモーメント分布は球

殻における最大曲げモーメントより小さくなっている．

しかし，要素が潰れている部分では，不釣り合い力が解

消されていないため，今後は要素割りの最適化が必要で

ある．

  

表2　各モデルのパラメータ

モデル 短スパン 長スパン ライズ シェル厚

球殻 40m 40m 10m 0.4m

貝殻A 32m 46m 12m 0.3m

a)　完全球殻

b)　最適化された貝殻A

最大　　　　　　　　　最小

図5　最大・最小曲げモーメント分布(kN m)

5 まとめ

　本稿では，自由曲面形態のスキャニングと構造解析モ

デル化手法を検討するため，貝殻を用いて分析を行った．

その結果，以下のことが判明した．

・実物に対するスキャニング必要精度は，表面形状がな

めらかな場合は試料短辺の 1/50 程度でよい．また，

表面形状が複雑な場合は，その表面形状の 1/4 波長程

度のスキャン精度が必要である．

・書き出しファイル形式は，3DMFが構造解析には用い

やすい．

・データからの構造モデル化手法は，表面形状がなめら

かな場合は，原節点数の 10%程度の節点数に削減して

もモデル形状が維持できる．従って，表面形状がなめ

らかな場合はシェル要素を用いることができる．しか

し，表面形状が複雑な場合は，節点数を削減すると原

形状を維持できなくなるため，原データを用いて 6面

体ソリッド要素で解析することが望まれる．

・シェル構造に対する初期不整の影響は大きいため，自

然形状から構造データを作成した後，形状最適化を多

少行ったほうが良いと考えられる．

　今後は，複雑な表面形状も含めた構造解析による形状

と力学関係の検討，解析モデルにおける要素形状の最適

化手法の検討が必要である．
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設計者の選好と力学的合理性を勘案した自由曲面シェル構造の構造形態創生法の開発

木村俊明�� � 浜田英明�� � 大森博司��

��名古屋大学大学院環境学研究科　大学院生，������	
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����
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� 序論

大空間を擁する大スパン建築では，建物の実体と構

造が合致しているため建築と構造の区別はなく，意匠

的な要求と構造的な合理性の両立が求められることが

多い。最近では，情報技術の急激な成長を背景として，

構造解析，シミュレーション技術，さらには施工技術

なども高度に発達し，意匠的な要求として多様かつ複

雑で，幾何学的な形態にとらわれない自由な形態が求

められるようになってきている。しかし，近年に見る

構造物は必ずしも力学的合理性を持つとは言えず，建

築家の求める恣意的な形態をそのまま力業的に解決す

る例も多く見られる���。複雑，不定形で自由な形態を

実現させようとする意欲的な要求に対して，設計の初

期段階で，構造的な合理性を評価することを可能とす

る何らかの構造的指標があれば，それらの要求に対し

て力学的な根拠を添え，それにより更に優れた構造の

提案に結びつけることもできるものと考えられる。

既報���，���において著者らは自由曲面シェル構造の

曲面形状決定問題を設計者の提案曲面との差と力学量

である歪みエネルギーの双方を目的関数とする多目的

最適化問題に帰着させ，多目的遺伝的アルゴリズムに

より発見的に，または最適性条件により解析的に������

最適解を求める構造形態創生法を提案し，具体的な数

値解析例により手法の有効性を示すとともに，得られ

る曲面形状の力学特性についても併せて論じた。

本稿では，非幾何学的で不定形な曲面形状へも適用

が可能な自由曲面シェル構造の構造形態創生手法の開

発を目指し，既存の曲面構造を例題として採用し，提

案する手法の有効性を示すとともに，得られた結果に

基づき，曲面形状の変化に伴うシェル構造の力学性状

の変化を併せて考察する。

� 多目的最適化問題の定式化

本稿では，自由曲面シェル構造の曲面形状決定問題

を設計者のイメージする曲面形状�これを原曲面と呼

ぶことにする�との差と力学量である歪みエネルギー

の双方を目的関数とする多目的最適化問題に帰着させ，

������最適解を求める。本節では多目的最適化問題の

定式化について述べる。

本稿では静的外力を受ける曲面構造物を設計対象と

し，応力算定は有限要素法による線形静的解析により

行う。曲面形状はスプライン関数の応用である� !"#

���
� 
�$��� !����
�� "�#���
��により生成される�

個の節点で離散的に表現されるものとする。� !"#

の制御点は�本の� 曲線および�曲線上にそれぞれ�個，

�個配置し，� % � � � 個の制御点により曲面形状を

表現する。

曲面形状の�個の節点はパラメトリック平面���上に

配置する。節点座標ベクトルを次のようにおく。

�� % ������ ��� � � � ����� ����
� ���

��� ��も同様である。さらに，制御点座標ベクトルを

次のようにおく。

�� % ����� � � � ���� � � � ���� � � � ���� �
� ���

���� �	 % �� � � � � �� �
 % �� � � � � ��は各制御点位置ベク

トルの&座標を表す。��� ��も同様に表すことができる。

以下，節点位置ベクトルを� % ���� ��� ��� �
� � ���，

制御点位置ベクトルを� % ���� ��� ��� �
� � ���と表す

こととする。

原曲面の制御点位置ベクトル�� � ���と節点位置ベ

クトル�� � ���，制御点位置ベクトルの修正量'� %

� � ��と節点位置ベクトルの修正量'� % � � ��には

それぞれ次の関係が成り立つ。

��� % ��� �'� % '� ���

ここで，� � ������は，制御点座標ベクトル��� ��� ��

それぞれに関する"スプライン基底関数のマトリクス
(��，(��，(��を用いて以下のように表されるマトリクス

コロキウム 構造形態の解析と創生 2007 日本建築学会
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である。

� %

�
���
(�� �

(��

� (��

�
��� �)�

本論文では，曲面形状決定問題を，原曲面との差およ

び歪みエネルギーの最小化を目標とした多目的最適化

問題として取り扱う。この問題の設計変数を� !"#の

�次元制御点位置ベクトル�とし，曲面形状修正時，座

標拘束される節点�これを不動点と呼ぶことにする�の

座標拘束総数を� とすると，目的関数� と制約条件は

次のように定式化される。

��
���*� ���� %

���
�	


���� % �� �� � ��� �


���� %
�

�
�������������

��+���� �� ,�'� % ',� % �

�-�

ここに，� � ��� は節点変位ベクトル，� � ������

は全体剛性マトリクス， ,� � �	��� は不動点の座標

拘束方向に関する行のみを� から抽出したマトリクス

を表す。

ここで，式�-�で定式化される制約付き多目的最適化

問題を無制約多目的最適化問題にするため次のような

操作を行う。式�-�の制約条件式

,�'� % � �.�

を満たすような'� を求める。 ,� は一般に正方行列で

はないため，一般逆行列を用いて連立方程式�.�を解く。
,� の一般逆行列を ,�� � ����	 と表す。連立方程式

�.�の解は必ず�個は存在し，� � ��� を任意のベクト

ルとして次式で与えられる。

'� % 	� �/�

ただし，	 % 
 � ,�� ,� � ������

式�/�より式�-�で定式化される制約付き多目的最適

化問題は，設計変数を制御点座標決定ベクトル� とす

る次式のような無制約多目的最適化問題に帰着される。

��
���*� ���� %

���
�	

���� % ����


���� %
�

�
�������������

�0�

ただし，� % �	 � ������ である。

� 実設計例による検討

具体的な数値解析例を通して手法の有効性を検討す

る。例題は既存の自由曲面シェル構造から1����� 2��


�������と3������ 4��+計画案の二つを採用する。多

目的最適化問題の解法は既報���で提案した最適性条件

による理論的解法を用いることとする。

��� 例題�：������ 	
��
���
�

1����� 2�
������� �設計：5��� #����
�
�は�6--年

に建設されたマサチューセッツ工科大学の講堂である。

曲面形状は曲率半径�)��6�でシェル頂点高さは�)�-�，

三点で点支持された�70裁断球形シェルである。

図� ������ 	
��
���
�

����� 解析概要

解析モデルは図�に示すように配置された制御点によ

り表現された曲面形状とし，対称性を考慮して��� の

部分を解析対象とし，要素分割は�.6要素とする。曲面

形状は鉛直方向のみ修正することとし� 制御点の*座標

を決定する制御点決定ベクトル� を設計変数とする。

応力算定は有限要素法による線形静的解析により行い，

有限要素は面内変形には定歪み三角形要素，面外変形

には8��
���9���らの非適合三角形要素で，それぞれ採

用する内挿関数を用いた三角形平面シェル要素を用い

Pinned Support
Fixed Point

48.5m

48.5m

��� ��� ���� �	� 
��
��� ��


��� ���
��� ����� ��� 
��
��� ��


図� 解析モデル
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る。支持点は図����，���に示すように配置し�外力とし

て自重を作用させる。外力については本例題のシェル

構造が鉄筋コンクリートであることを考慮して単位体

積重量�)��7��とした自重を作用させることとする。

材料定数はヤング率��:���ポアソン比;��/とする。実

際に建設されたシェル構造は変断面を有するが，本例

題のシェル厚は簡単のために実際のシェル厚の平均値

をとり� 一様に;��6��と設定している。形状修正時に

座標拘束を受ける不動点は図����に○印および□印で

示す支持点及びシェル頂点とする。

����� 解析結果と考察

本手法により得られた������最適解群の目的関数空

間での存在位置を図�に示す。横軸に原曲面との差��'���

を，縦軸には歪みエネルギーをとっている。������最

適解群の最大主応力・最大鉛直変位を図)に示す。横軸

には������最適解となる解曲面の番号を，左縦軸には

主応力の値を，右縦軸には鉛直変位の値をとっている。

なお������最適解となる解曲面の番号は原曲面との差

が小さいものから（図では左側の点から）順番に番号

付けを行っている。

代表的な������最適解のシェル形状のアイソメトリッ

ク図と立面図を図- +�～
�に示す。また，比較の対象

として原曲面のシェル形状を図- ��に示す。図中に
�，


�として示した値は，それぞれ原曲面との差と歪みエ

ネルギーの値を表している。代表的な������最適解の

主応力図を図. +�～
�に示す。また，比較の対象とし

て原曲面の主応力図を図. ��に示す。��～
�のそれぞ

れの左側に膜応力に関する主応力図を，右側に曲げ応

力に関する図を示し，図中に����	，�


��	として示した

値はそれぞれ各有限要素図心における引張膜応力のう

ちで最大の値，圧縮膜応力のうちで最大の値を，����	

は同じく各有限要素図心における曲げモーメントによ

る縁応力の絶対値のうちで最大の値を，���	と示した

値は，各節点の鉛直変位のうちで最大の値を表してい

Initial Solution

Solution No.7

Solution No.17

Solution No.30

図� 目的関数空間における����
�最適解群の存在位置 図� ����
�最適解群の最大主応力・最大鉛直変位


� ������


� ��������


� ���� �
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�� <
����� #������
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� !�" ��


� "�� ����
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� #������
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図� ����
�最適解におけるシェル形状の例
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����� �� �!�����

�����  �� ������

�����  !��������

���� "!� ��

�����  �  ������

����� "�##������

����� ���" �����

���� �"����

�� <
����� #������
 �左=膜応力 右=曲げ応力� +� #������
 ��� / �左=膜応力 右=曲げ応力�

����� ����!�����

����� !�"�������

�����  ���������

���� ������

����� ���#������

����� !��"!�����

�����  �"! �����

���� ������

�� #������
 ��� �/ �左=膜応力 右=曲げ応力� 
� #������
 ��� �; �左=膜応力 右=曲げ応力�

図� ����
�最適解における主応力図

る。各図における主応力線の長さは������最適解群の

全シェル形状における応力の最大値を基準に決定して

いる。したがって各シェル形状における主応力を直接

比較することが主応力線の長さを比較することにより

可能である。

図�を見ると，最適性条件から得られた解は������最

適解の十分条件をも満たしていることが確認でき，得

られた解は������最適解であるといえる。また，本手

法により本設計問題の設計者に選択の幅の広さを与え

るだけの多様な������最適解が得られていること，本

例題においても原曲面との差および歪みエネルギーの

�つの目的関数は互いにトレード・オフの関係にあるこ

とが確認できる。

図)，図.を見ると，歪みエネルギーが最も小さい個

体が最大主応力や最大鉛直変位が最も小さいわけでは

ないが，歪みエネルギーを小さくすることでそれら力

学量をも一定の範囲内で抑制できることが確認できる。

また，歪みエネルギーの小さい個体は圧縮膜応力が支

配的であり，形状修正に伴い，シェル頂点近傍から支

持点に向かった力の流れを有する圧縮力による軸力抵

抗型の形態へと変化していることが確認できる。

図-を見ると，解曲面の番号が大きくなるに従って，

シェル形状はその自由辺縁の形状を円弧から次第に自

由辺縁中央のむくりの大きいカテナリー曲線状に変化

させることにより，なるべくシェル全面にわたる形状

の修正量を抑制し，かつ歪みエネルギーを小さくする

ように変化していることを確認することができる。

��� 例題�：������� ��
� 計画案

3������ 4��+ 計画案 �設計：5
���
� 3������は�6-/

年に発表された計画案である。曲面形状は複雑な自由

縁形状を有し，異なる高さで点支持された5�シェルで

ある。

図� ������� ��
� 計画案
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����� 解析概要

解析モデルは図0に示すように配置された制御点に

より表現された曲面形状とし� 要素分割は)��要素とす

る。支持点は図0���，���に示すようにピン支持，固定

支持をそれぞれ配置する。形状修正時に座標拘束を受

ける不動点は支持点及び図0���に示される:����曲率

が負となる領域の中央部分とする。文献�)�に基づき�

シェル厚は一様に;���とする。その他の設定条件は例

題�と全く同様である。

����� 解析結果と考察

例題�と同様に本手法により得られた������最適解

群の目的関数空間での存在位置を図6に，������最適

解群の最大主応力・最大鉛直変位を図��に示す。代表

的な������最適解のシェル形状を図�� +�～
�に，主応

力図を図�� +�～
�に示す。

図6を見ると，最適性条件から得られた解は������最

Pinned Support

Fixed Support

Fixed Point

4
0
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m

60.0m
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��� ����� ��� 
��
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図� 解析モデル

適解の十分条件をも満たしていることが確認でき，得

られた解は������最適解であるといえる。また，本手

法により本設計問題の設計者に選択の幅の広さを与え

るだけの多様な������最適解が得られていること，本

例題においても原曲面との差および歪みエネルギーの

�つの目的関数は互いにトレード・オフの関係にあるこ

とが確認できる。

Solution No.30

Solution No.12

Solution No.22

Initial Solution

図� 目的関数空間における����
�最適解群の存在位置

図�� ����
�最適解群の最大主応力・最大鉛直変位
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図�� ����
�最適解におけるシェル形状の例
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����� ��!�!�����

����� !��#������

����� ��"!������

���� ������

�� <
����� #������
 �左=膜応力 右=曲げ応力� +� #������
 ��� / �左=膜応力 右=曲げ応力�

����� ���#������

����� #�#! �����

����� ����#�����

���� !� ���

����� ���#������

����� #��##�����

����� ��#!������

���� #�����

�� #������
 ��� �/ �左=膜応力 右=曲げ応力� 
� #������
 ��� �; �左=膜応力 右=曲げ応力�

図�� ����
�最適解における主応力図

図��を見ると，立面図前面に見られる自由縁のアー

チ形状がカテナリー曲線に変化していることがわかる。

図�;，図��を見ると，歪みエネルギーを小さくする

ことでそれら力学量をも一定の範囲内で抑制できるこ

とが確認できる。また，歪みエネルギーの小さい個体

は圧縮膜応力が支配的であり，曲面形状の変化に伴い�

主としてアーチ部分で力を負担する形態から� 明快な

力の流れを有する圧縮力による軸力抵抗型の形態に変

化していくことが確認できる。

� 結語

本稿では設計者の選好と力学的合理性を勘案した自

由曲面シェル構造の構造形態創生手法の開発を目的と

し� 既存の自由曲面シェル構造の例題を通して� 得られ

た結果から曲面形状の変化に伴う力学性状の変化を考

察した。�つの例題を通して� 非幾何学的で不定形な自

由曲面シェル構造においても本手法により，建築計画

的条件を満足した設計者の曲面イメージを損なわずに

力学的にも一定の合理性をもったシェル構造の形態を

求めることができた。
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テンション構造の形態解析とその検証実験 

 

古田寛生 1)，萩原伸幸 2) 

1)大同工業大学大学院工学研究科建築学専攻，大学院生，dma0603@stumail.daido-it.ac.jp 

 2)大同工業大学工学部建築学科，准教授，博士（工学），hagiwara@daido-it.ac.jp 

 

1 はじめに 

引張材と圧縮材の複合構造であるテンション構造は，

ケーブル材の特性が構造全体に多大な影響を及ぼす。ケ

ーブル材は引張力に対して優れた抵抗力を持ち，また，

柔軟性に富むため，運搬も容易に行うことができるとい

う長所を持つが，圧縮力に抵抗できず，ケーブルに引張

力が導入されなければ，構造部材としての能力が発揮さ

れないといった短所もある。 

 テンション構造やその他の大スパン構造物は，形状が

構造体の性質を特徴づけるため，その完成形状が非常に

重要となってくる。しかし，完成形状を実現する過程に

おいて，設計者は応力解析の結果や施工性，コスト面で

実現困難な状況に陥る場合がしばしばある。そこで，設

計者が意図した形状を活かしつつ，元の形状から最も少

ない変化で適切な形状と張力分布を模索する形態解析手

法を提案することにした。既報 1)により基本的な解析手

法は述べているが，本報では，幾何学的剛性マトリクス

の導入により解析可能なモデル範囲の拡大を図ると共に，

本手法の妥当性を確かめるために，形態解析されたテン

ション構造の試験体を製作し，張力分布，形状，剛性を

検証した。 

 

2 概要 

 構造形態の最適化問題は，何らかの目的関数を設定し，

種々の制約条件を満足させつつ，その最大もしくは最小

値を目指す問題として定式化されるのが一般的である 2)。 

これに対して本手法は，あらかじめ用意された原型構造

物を対象に，最大および最小応力度を生じる部材を選択

し，これらを直接指定される応力度内に納めながら，目

標とする形状と張力分布に近づけていくものである。こ

れは完璧な構造最適解を求めるものではないが，設計者

が直面する諸問題に対して，直接的かつ効率的な解決策

を与えることを目指している。本解析は，複数の荷重ケ

ースも考慮できるので，それぞれの荷重ケースに対する

応力の最大最小値が共に指定値内に納められるようにす

れば，いずれのケースに対しても応力の規定値を超える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことがないという解形態を見出すことも可能である。 

 

2.1 釣合式 

 初期応力を考慮した，全体座標系での構造物の釣合式

は次のように表わされる。 
[ ] [ ]( ){ } [ ]{ } { }FEUKK GL =++ σ      (1) 

ここに，[ ]LK は線形剛性マトリクス，[ ]GK は幾何剛性マ

トリクス，{ }U は節点自由度に関する変位ベクトル，{ }σ
は初期応力を並べたベクトルであり， [ ]E は座標変換マ

トリクスと部材断面積から得られる係数マトリクス，

{ }F は節点力ベクトルである。 

 既報 1)では線形剛性マトリクスのみ採用していたが，

幾何剛性マトリクスを付与することにより，形態不安定

な構造にも対応することを図っている。 

 

2.2 感度解析 

 本手法は，種々の制約条件を課しながら，構造物の節

図 1 解析過程の概念図 

応力に関する制約条件 

幾何学的な制約条件 

目標とする形状

と張力分布 

与えられた初期形状と張力分布 

修正された形状 
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点座標や初期応力に関する修正を逐次施していくもので

あるが，2.3 節で述べる部材応力を直接指定する条件には，

応答量である変位ベクトルが含まれるため，節点座標や

初期応力の変化に対する変位ベクトルの感度を求める必

要がある。この感度解析の式は，式(1)の両辺を微分して

次式のように示される。 

 [ ] [ ]( ) { }U
X
K

X
F

X
UKK

i

L

ii
GL ⎥

⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
∂
∂

−
⎭
⎬
⎫
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∂
∂

=
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⎡
∂
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−
ii

G

X
EU

X
K  (2) 

[ ] [ ]( ) { } { }UKEUKK
i

G
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GL
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⎬
⎫

⎩
⎨
⎧
∂
∂

−−=
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧
∂
∂

+
σσ

ˆ        (3) 

ここで，式(2)右辺第 3 項および式(3)右辺第 2 項は，後

の解析においては省略した。まず，式(1)で変位{ }U を計

算した後，これを式(2)および式(3)に代入し感度係数を求

める。 

 

2.3 制約条件 

 構造物に課す制約条件として，部材応力を直接指定す

る条件を考える。解析は，形状修正を施しながら目的と

なる形状へ進んでいくのであるが，ここで，節点の座標

が iX から ii XX δ+ に，初期応力が iσ から ii σδσ + に変

化したときに，座標の修正量と初期応力の修正量は，以

下の式を満足する必要がある。 

[ ][ ]{ } [ ][ ] { } e
j

e

j
e
j

e XuT
l
E

X
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l
E δ⎟
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∂
∂
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1111
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1
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[ ][ ] { } 0
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11 σσσδσδ
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∂
∂

∑ −+
=

iij
e

j

m

j
uT

l
E   (4) 

ここに，座標の修正量のうち，上添え字eの付くもの

は部材両端の節点座標に関するものを表わす。 

一方，設計段階で生じる様々な要求と生産性に優れた

形態の両者を実現するために，構造形状に関する幾何学

的な条件を課す場合もある。幾何学的制約条件には，部

材長を直接指定する条件と，二本の部材長を同一にする

条件，また，形状変化に伴って構造物の体積が変化しな

いようにする体積を一定とする条件がある 1)。 

 

2.4 修正量の求解 

 式(4)に式(2)，(3)で求められた感度係数を適用し，構造

全体についての修正量をまとめて{ }Sδ と表すと，制約条

件式は，以下のような形式に整理される。 

[ ]{ } { }CSD =δ           (5) 

ここで整理した[ ]D をM行N 列のマトリクスとすると， 

M<N となる場合がほとんどである。そこで元の形状から

最も近くにある解を求めるものとして，ノルム最小型一

般逆行列により求められる解を以下のように計算する。 

{ } [ ] { }CDS −=0δ          (6) 

式(6)を用いて得られた修正を施しても，問題の非線形

性により，制約条件式が完全に満たされるわけではない

ので，これらの修正過程を修正量のノルムが充分に小さ

くなるまで繰り返し行う。 

 

3 解析例 

 解析には束材とケーブル材を組み合わせたモデルを用

いる。図 2(a)に解析モデルのアクソメ図，図 2(b)～(d)に

解析モデルの寸法と節点番号，要素番号を示し，解析の

諸条件を表 1 に示す。 

 

3.1 解析条件 

表 1 のうち部材に関する条件は，次章で述べる検証実

験モデルに使用する部材の特性を示している。ケーブル

材は，解析上，直径 1mm の円形断面を仮定し，実験で

用いるケーブルの軸剛性から等価なヤング係数を算出し

て設定した。外側 4 節点をピン支点として拘束し，それ

以外のすべての節点を変更していく条件で解析を行った。

初期応力については，すべてのケーブル材で 15kN/cm2

とした。荷重ケースは 1 ケースのみとし，固定荷重とし

て自重をそれぞれの節点に振り分け，付加荷重として束

材下側節点に14.7N づつ載荷した。 

解析はケーブル材の引張応力度に着目し，これらの最

大値と最小値の差が縮まるように逐次応力指定条件を課

していった。また，最小引張応力度に関しては，2.2kN/cm2

まで逐次変更した後は一定として，最大引張応力度を下

げていく条件で行った。形状修正解析モードは，すべて

の STEP で節点座標と初期応力の両方を修正する条件で

行った。また今回は，部材長を直接指定する条件や体積

に関する幾何学的な制約条件は適用していない。なお，

形状が変化しても節点に作用していた荷重は変わらない

ものとした。 
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3.2 解析結果 

 解析で得られた形状 STEP1(初期形状)，STEP11，

STEP22(最終形状)と，それぞれの最大最小引張応力度，

鉛直方向節点変位を図 3～5 に，STEP11 と STEP22 の節

点座標の変化を表2に，初期応力の変化を表3に，各STEP

の変位の2乗和の変化を図6に示す。図3～5に関しては，

太線は束材を，細線はケーブル材を表す。 

形状の変化に着目すると，STEP11 では各束材の下側

の節点が下方へ伸び，STEP22ではそこからさらに節点5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

境界条件 ピン支持 

ケーブルの初期応力度(kN/cm2) 15.0 

 ケーブル 束材 

直径(cm) 0.1 0.95 

板厚(cm) ― 0.05 

断面積(cm) 0.0079 0.1413 

ヤング係数(kN/cm2) 4331.0 19300.0 

単位重量(g/cm) 0.004 1.071 

初期形状 STEP11 STEP22 

x y z x y z X y z 

1 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 48.1 0.0 0.0 47.8

2 0.0 0.0 35.0 0.0 0.0 31.1 0.0 0.0 30.9

3 34.0 34.0 45.0 34.0 34.0 45.1 34.0 34.0 44.9

4 34.0 34.0 20.0 34.3 34.3 17.9 34.3 34.3 17.3

5 67.0 67.0 35.0 66.2 66.2 35.4 65.5 65.5 34.7

6 67.0 67.0 0.0 67.6 67.6 -2.7 68.0 68.0 -4.1 

引張応力度(kN/cm2) 

最大 26.64 

最小 0.37 

変位(cm) 

節点1 -0.78365 

節点2 -0.78364 

節点3 -0.72097 

節点4 -0.72087 

節点5 -0.46471 

節点6 -0.46382 

引張応力度(kN/cm2) 

最大 24.80 

最小 2.20 

変位(cm) 

節点1 -0.47718 

節点2 -0.47715 

節点3 -0.50122 

節点4 -0.50021 

節点5 -0.34865 

節点6 -0.33571 

表 1 解析条件 

図 4  STEP11 の解形状 

図3  STEP1の解形状 

表 2 節点座標 

(d) 要素番号 

図 2 解析モデル 

 200cm

(a) アクソメ図 

(c) 節点番号 

 5
0c

m
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(b) 平面図 
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単位：cm 
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が内側へ，節点 6 が外側へ開くような形状変化を示して

いる。断面形状からは，STEP11 で初期形状に比べ屋根

面が円弧に近い形状へと修正されているが，STEP22 で

は，部材⑤の傾斜が初期形状に近い傾斜となり，結果的

に，STEP11 よりも初期形状の断面に近い形状が得られ

た。変位に関しては，STEP11 までは大きく減少させる

ことができたが，それ以降は形状が変化しているのにも

関わらず，形状変化に比べてわずかしか変化しなかった。

また，初期応力の修正に関しては，部材応力が大きい部

材は徐々に減少し，反対に小さい部材は徐々に増加して

いる。特に，部材応力が大きく生じる部材について制約

条件の影響が顕著に現れているといえる。 

 ここで変位の 2 乗和に着目すると，STEP11 以降勾配

は緩くなっているが，STEP22 で最小値を示しており，

この状態のときに最大剛性を示していると考えられる。 

本手法では目的関数は定義しないので，適切な解形状

は設計者の視点から選択される。上述の結果から判断す

ると，STEP22 の形状を採用することが妥当であると考

えられる。 

 

4 検証実験 

解析手法の妥当性を検証するために，実験モデルを用

いた静的載荷実験を行った。実験モデルは，3 章で述べ

た解析結果のうち STEP22 の形状を製作した。荷重ケー

スは， iF =4.9，9.8，14.7，19.6N( i =1,2,3,4)の４ケースと

し，各束材の下端に載荷した。ケーブルの張力を制御す

る部材として，部材⑨および部材⑩にターンバックルを

配置し，部材⑨は部材長の微調整を，部材⑩は構造全体

の引張力を制御するものとした。 
 

4.1 実験モデル 

 実験モデルに用いた部材の特性を表 4 に，載荷実験中

の状況を図 7 に示す。実験に用いる形状を目的形状{ }0X

とすると，これは，以下の式により導かれる。 

 
{ } { } { }ii uXX +=0         (6) 

 
ここに，{ }0X は目的形状，{ }iX はSTEP22 の形状，{ }iu
はSTEP22の自重のみ載荷した場合の節点変位を示す。 
{ }0X より部材長 il が求められることになるが，本手

法では初期応力導入に伴うケーブルの伸び l∆ は考慮し

ていないので， il を基準にケーブルを製作していくと

引張応力度(kN/cm2) 

最大 22.60 

最小 2.20 

変位(cm) 

節点1 -0.42311 

節点2 -0.42309 

節点3 -0.45094 

節点4 -0.44967 

節点5 -0.30020 

節点6 -0.27821 

要素 初期形状 STEP11 STEP22 

① 15.000 15.341 15.176 

② 15.000 15.066 15.024 

③ 15.000 15.525 15.381 

④ 15.000 15.932 15.588 

⑤ 15.000 15.481 15.236 

⑥ 15.000 15.517 15.268 

⑦ 15.000 12.022 11.451 

⑧ 15.000 14.868 13.863 

⑨ 15.000 14.517 13.191 

⑩ 15.000 14.729 13.970 

図 5 STEP22の解形状 

0
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4
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8
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STEP

変
位
の
2
乗
和

表 3 初期応力の変化 

図 6 変位の2 乗和 

単位：kN/cm2 
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l∆ 分の誤差が生じることとなる。そこで，部材の製作

に用いる部材長 0l は，ケーブルの軸剛性を用いて以下の

式により導くこととする。 

EA
Ni
i

+
=

1
0

l
l                  (7) 

ここに， iN は第i部材の軸力，EAはケーブルの軸剛性

を表す。 
 式(7)より 0l を算出し，それを元に表 1 の部材を用い

て実験モデルを製作した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 実験結果 

 実際に完成した実験モデルの形状を sX とする。解析

との対比として，節点座標の比較を表 5 に，ケーブル張

力の比較を表6 に，荷重－変位図を図 8 に示す。 
 節点座標の計測に関しては，付加荷重を載荷する前の

形状のみを計測した。x， y座標では誤差１％未満で設

計形状とほぼ同様の結果が得られた。 z座標では節点 1

～5に関しては誤差 3％未満であるが，節点 6 については

誤差が 23％ほど表れた。直接ケーブル部材長を計測した

ところ部材 0l は，ほぼ設計通りの値が得られたが，部材

⑤および⑥に関しては，部材⑤で 1mm 程度，部材⑥で

2mm程度の誤差が表れていた。 

ケーブル張力の測定に関しては，無載荷状態と 14.7N

載荷時の測定を行った。また, ケーブルの張力測定には，

萩原研究室で製作したケーブル張力測定器を用いた（測

定器の概要については付録を参照されたい）。 

 いずれの場合も全体の張力バランスが大きく崩れるこ

となく測定値が得られた。荷重ケース別に見てみると，

無載荷時と比較して，載荷時には実測値と解析値の差が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幾分大きくなっている。 

節点変位については，節点1 および節点3 の 2 箇所の

鉛直変位のみ測定を行った。いずれの荷重ケースに対し

ても概ね解析値に近い測定結果が得られた。 

 

5 考察 

ケーブル材の張力の実測値と設計値の比を図 9，図 10

 無載荷 F3 

elem, sX  0X  sX  0X  

① 39.1 38.7 16.0 16.5 

② 11.7 9.8 23.2 17.1 

③ 37.6 33.4 20.3 16.6 

④ 99.6 98.2 52.5 58.0 

⑤ 46.1 43.3 57.3 57.5 

⑥ 71.1 65.3 93.5 87.1 

⑦ 23.3 27.5 13.7 16.6 

⑧ 191.4 210.5 148.7 174.8 

⑨ 84.3 91.3 103.3 116.8 

⑩ 126.4 139.5 160.4 180.2 

 sX  0X  

node x  y  z  x  y  z  

1 0.0 0.0 48.3 0.0 0.0 48.5 

2 0.0 0.0 31.2 0.0 0.0 31.5 

3 34.0 34.0 45.0 34.0 34.0 45.4 

4 34.2 34.3 17.3 34.3 34.3 17.8 

5 65.4 65.3 34.3 65.6 65.6 35.0 

6 67.8 68.2 -4.7 68.0 68.0 -3.9 

表 5 節点座標の比較 

図 7 載荷実験の状況 

図 8 荷重－変位図 

表 6 ケーブル張力の比較 
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に，設計形状と実際にできあがった実験モデルの断面形

状を重ね合わせたものを図11 に示す。 

実測値は，概ね解析値とそれほど大きな誤差が見られ

ることなく得られたと考えられる。しかし，ケーブルの

張力に関しては，部材によっては 30％以上の誤差が表れ

る部材がある。これは，ケーブル部材を製作する際に生

じた誤差であると考えられる。ケーブル製作に際して，

ある程度の引張力を導入しながらケーブルを製作したが，

その引張力の導入量は個人の感覚に依存したところがあ

り，必ずしも一定ではなかった。そのため，部材長が長

く，かつ，引張力の比較的小さい部材には部材製作時の

張力の影響が大きくなり，4.1 節に示した初期張力に対す

る部材長の調整が適用できなかったと思われる。これに

加え，ケーブル材に働く張力が低い場合，測定器の精度

が低くなることを確認しており，それによる誤差の影響

も考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 まとめ 

テンション構造の形態解析を元に，本手法の妥当性を

検証する静的載荷実験を行った。概ね解析結果通りの構

造を実現することができた。 

 

付録 

 ケーブル張力測定装置は横荷重を受けたときのケーブ

ルのたわみと張力の関係を利用したものである。図A に

横荷重とケーブル張力の釣り合いを，図Bに δ−PT 曲

線を示す。ケーブルとたわみの関係は次のようになる。 

δ4
L

P
T
=         (A1) 

ここに，T はケーブルの張力，Pは荷重，δ はPによ

り生じたたわみ，Lは支点間長さ（ mmL 175= ）である。

δ を測定し，式（A1）を用いて，T を求める。図 B よ

り，横荷重の設定が重要であることがわかる。また，直

接ケーブルにノギスをあててδ を測定するため，張力が

低い部材を測定する際には，δ の精度は低くなる。 
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集 B-1，pp.855-856，2002.8 図 11 断面形状の比較(実線：実験形状，破線：解析形状) 

図 9 引張力の実測値と設計値の比(無載荷時) 

図 10 引張力の実測値と設計値の比(載荷時) 
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図A 横荷重とケーブル張力の釣り合い 

図B δ−PT 曲線 
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空間骨組構造物における冗長性評価手法に関する研究

船橋 健吾1)，大森 博司2)

1)名古屋大学大学院環境学研究科都市環境学専攻，大学院生，funahashi@dali.nuac.nagoya-u.ac.jp

2)名古屋大学大学院環境学研究科都市環境学専攻，教授，工博，hero@dali.nuac.nagoya-u.ac.jp

1 序

近年，予想外の外乱などによって，構造物が崩壊あ

るいは倒壊に至る被害例が多数報告されている。その

代表的なものとして，世界同時多発テロによる世界貿

易センター (World Trade Center, WTC) の崩壊事故

があり，この事件が基となり，損傷に対する抵抗力を

表す概念として冗長性 (Redundancy) が注目されるよ

うになった。

大勢の人間を収容する空間構造物は，一度の事故で

多くの人命を失う危険性があるために，その安全性を

高く設定し，維持する必要がある。しかしながら，空

間構造物は本来少ない使用材料で大きな空間を覆うこ

とを目指して設計されており，特に人に感動を与える

ような空間は，本質的にとかく鈍重さを伴う冗長さと

は対立する傾向にある。このことが，空間構造物から

冗長性を奪う要因にもなっていると考えられる。

一方で，冗長性の持つ重要性が認識されつつあるが，

その概念自体はよく知られておらず，関連する研究も，

その評価手法が断片的に提案されているのみで統一さ

れた明確な評価手法がないのが現状である。

本研究では，空間構造物の中でも特にスペースフレー

ムやスペーストラスに代表される空間骨組構造物を対

象とし，その構造冗長性の定量化を目指して，制約条

件を導入した塑性解析を通して崩壊荷重を算出し，得

られた崩壊荷重を基に，冗長性の定量的評価を試みる。

2 空間骨組構造物の力学的特性

空間骨組構造物は，骨組形式で大空間を覆う構造物

であり，コンクリートシェルと比べて軽量で工期も短

く，一方で膜構造物に比べて剛性の面で優れているた

め，現在，最も多く建設されている空間構造物である。

一方，空間骨組構造物は，連続体シェルとは異なり，

離散系構造物としての構造特性を持っているが，通常

のビル型の骨組構造と異なり，明確な階層構造を持た

ない特徴を持つため，その構造解析と解析結果の評価

に対し，空間構造物としての特徴を充分に考慮する必

要がある[1]。

空間骨組構造物は，他の形式の空間構造物と同様に，

主に面内力による抵抗機構により自重や外力を支承部

や支持構造物に伝える。そのため，座屈不安定現象に

注意を払う必要がある。

空間構造物の座屈不安定現象には一般的に全体座屈

と局部座屈があるが，骨組で構成される空間骨組構造

物の場合には個材の座屈に見られるような局部座屈に

対する検討が重要となることが多い。全体座屈は，一

旦発生すると一瞬で構造物全体が崩壊してしまうよう

な現象であるのに対し，局部座屈は過大な雪荷重や地

震荷重が構造物に作用した時，構造物の一部に座屈不

安定現象が生じ，これが引き金になって別の箇所に座

屈が発生し，継続する過大荷重により次々に同様の現

象が連鎖的に発生してゆくことによる崩壊現象に結び

つくことが考えられ，全体座屈による崩壊現象とは異

なった様相を呈するものとなる。

このような連鎖的な局部不安定現象を阻む方策とし

ての構造設計の方法は，目的としている空間骨組構造

物に構造冗長性を付与する方法であり，具体的には，局

部座屈が生起した後に連鎖的な不安定現象を発生しな

いような構造物を設計することと位置づけることがで

きる。

本研究では，このような空間骨組構造物における構

造冗長性を定量的に評価する手法を提案し，構造冗長

性を持つ空間骨組構造物の設計手法を確立することに

結びつけることを目的としている。

3 極限解析法による崩壊荷重の算定

3.1 骨組構造物の極限解析法

骨組構造物の崩壊荷重は，極限解析法により算出す

ることができ，そこでは主に線形計画法 (シンプレック

ス法)が用いられる。しかし，軸力の影響を無視できな

い場合には，崩壊荷重を過大に評価してしまう可能性

があることが指摘されている。Compact Procedure法

(以下，CP 法と呼ぶ。) は，このような骨組構造物の

崩壊荷重を効率よく解くことのできる手法であり，現

コロキウム 構造形態の解析と創生 2007 日本建築学会
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在，コンピュータによる骨組構造物の極限解析法とし

て広く用いられている。

大井ら[6]，[7]はこの CP 法を用いて，建物の部材が

突然消失した場合に，鉛直荷重を受ける骨組構造物の

荷重支持能力 (崩壊荷重) がどの程度低下するかを極

限解析によって評価している。軸力の影響を考慮した

CP 法については，深井らの研究[8]があり，軸力と曲

げの相関関係曲線を区分線形で近似して補助変数を導

入し，釣合式や制約条件式を追加させて CP 法を適用

している。また，澤田ら[4]は，鋼構造骨組の最小重量

塑性設計の手法として CP 法を用いており，下界定理

に基づく極限解析理論を用いて定式化している。

3.2 Compact Procedure法

Compact Procedure法 (CP法)は，1976年に，Lives-

ley ら[5]によって提唱された極限解析法である。線形

計画法におけるパラメータ (スラック変数やサプラス

変数) を導入することなく，元の釣合式の枠内で最適

性規準と基底・非基底変数の交換規則にしたがって釣

合式を改善することが，CP 法の大きな特徴である。

通常の CP 法は、以下のように定式化される。

Maximize λ

Subject to 釣合式 λP = Hr

塑性条件 |rj | ≤ rPj

λ : 荷重係数

P : 節点荷重ベクトルの基準値

H : 接続マトリクス (Connectivity matrix)

r : 部材力ベクトル

rj : 第 j 部材における部材応力

rPj : 部材耐力

3.3 新たな制約条件を用いた塑性解析法の提案

一般の極限解析法では，構造部材が崩壊荷重に達し

たとき，その部材の接合部付近の曲げモーメントが全

塑性モーメントに達し，その場所には塑性ヒンジが形

成される。塑性ヒンジは，全塑性モーメントを維持し

たまま回転可能であり，荷重の増加に伴ってその数が

次第に増加してやがて機構を構成すると，構造物は崩

壊し，そのときの荷重が構造物全体の崩壊荷重となる。

既往の研究では，先述の CP 法を用いて崩壊荷重を算

出している。

しかし，空間骨組構造物を対象とする場合，先述の

ように座屈不安定現象を考慮することになる。そこで，

構造部材が座屈した際，それ以後の解析に対しては，そ

の部材に作用する軸力を座屈耐力を維持したまま荷重

を負担するものとして考え，通常の極限解析における

塑性ヒンジと同様の役割を与えることを考える。

このような考え方を導入することにより，軸力抵抗

構造であるスペースフレームやスペーストラスの極限

抵抗能力を，複雑な弾塑性解析を経ることなく求める

ことができると考えられる。

3.4 例

ここでは，前節で述べた概念を，簡単な例を用いて

説明する。図 1 は不静定次数が 2 のトラス構造物で

あり，各構造部材の断面性能は全て同一である。各部

材の寸法や荷重条件，または拘束条件は図 1 の通りで

ある。各部材は，その軸力が式 (2) で示される Euler

荷重 Ncri や，式 (3) で示される降伏軸力 Nyi を用い

て，式 (1) に示すような制約条件の下で推移するもの

とする。ただし，Ni は第 i 部材の軸力を，EIi は第 i

部材の曲げ剛性を，�i は第 i 部材の部材長を，F は材

料強度を，Ai は第 i 部材の断面積を表す。

Ncri ≤ Ni ≤ Nyi (1)

Ncri =
π2EIi

�2i
(2)

Nyi = F × Ai (3)
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図 2 と図 3 はそれぞれ，図 1 の構造物に対して荷

重を増加させていく過程で発生する Model (以後，太

線で表現された Model を，Phase Model と呼ぶこと

とする。) であり，線の種類によって部材を区別して

いる。太線で表現された部材が非座屈部材を，細線が

その Phaseで座屈した部材を，破線が既に座屈してい

る部材をそれぞれ表している。

図 2 は，節点 D，F の荷重を増加させると，まず

部材 DE が座屈したことを示している。ここで，前節

の考え方を用いて，これ以降の荷重の増加の過程では，

部材 DE の軸力 NDE は Ncr と置く。図 3 は，図 2 に

示す状態から更に荷重を増加させた時，図 2 の Phase

Model の中で部材 EF が新たに座屈したことを示して

いる。このとき，図 3 における Phase Model は不安

定構造物となるため，この時点で解析を終了し，この

ときの荷重を崩壊荷重とする。

座屈した部材がその後の荷重増加を負担できないた

め，これを他の周辺部材で負担して構造を保つという

考え方は冗長性の概念とよく対応しており，空間骨組

構造物の冗長性を評価する手法としてこの考え方を適

用することができると考えられる。
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図4 平面トラス

表 1 使用部材
断面性状 中空矩形

断面寸法 (mm) 100 × 100 × 6

Ix (mm4) 3.34 × 106

断面積 A (mm2) 2163

4 数値解析例

以上の考えを用いて，本節では平面トラスと立体ラ

チスドームを対象とした数値解析を行った。

4.1 平面トラス

4.1.1 解析モデル

図 4のような，荷重条件が左右非対称の 2層 2スパ

ンの不静定トラス構造物を考える。トラス部材の断面

はすべて同一断面とし，その断面性能を表 1 に示す。

3.4 節の例と同様に，各部材軸力は式 (1) の制約条

件の中を推移し，上限を超えた部材を降伏部材，下限

を超えた部材を座屈部材として，その部材は以後座屈

耐力あるいは降伏耐力で荷重を支えるものと考える。

以下に，解析結果を述べる。

4.1.2 解析結果及び考察

図 5から図 8は，図 4に示す平面トラスが崩壊に至

るまでに形成された各 Phase Modelを示し，図中の線

種は 3.4 節の例と同様である。これらの図から，EG，

FH，AE，HG の順に座屈部材となり，HG が座屈し

た時点で Phase Model が不安定構造物に達したため，

ここで解析を終了した。解析が終了した時点での荷重

は 731.1kN であり，これを崩壊荷重とした。

図 9 から図 10 はそれぞれ，各節点の x あるいは y

方向における荷重－変位曲線を表しており，グラフ内

の点は，そこで座屈部材が生じたことを示している。

図 11 は各部材の余裕度を表したものであり，縦軸が
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図9 荷重－変位曲線 (x 方向) 図10 荷重－変位曲線 (y 方向)

図11 余裕度の比較

各部材の余裕度を，横軸が各 Phaseをそれぞれ示して

いる。余裕度 (Reverse Ratio，RRi) とは，座屈 (降

伏) 耐力あるいは各部材の軸力の差を座屈 (降伏) 耐力

で除したもの，すなわち各部材が負担できる耐力に対

し，どれだけの余裕があるのかを示す指標であり，次

式で表されるものである。

RRi =
Ncri(Nyi) − Ni

Ncri(Nyi)
(4)

余裕度は，−1 から 1 の間を推移し，余裕度が負の

ときは部材軸力が圧縮を，正のときは引張を表してお

り，また，余裕度が 0 に近い部材は座屈あるいは降伏

に対する余裕が少なく，その絶対値が 1 に近い部材は

余裕のある部材であると言える。

図 9 や図 10 から，Phase Model が不安定構造物

にならない限り，ある部材が座屈したとしても，その

Phase における Phase Model が座屈部材が負担でき

ない荷重を負担できており，EG 座屈以降も荷重の伸

びが見られた要因の一つになっている。また，図 11か

ら，余裕度が徐々に小さくなる部材やある一定の値に

収束する部材，あるいは軸力の向きが著しく変化する

部材が生じていることが分かり，このことから，新た

な応力伝達経路が生成されていることが明確に示され

ていることが分かる。

4.2 立体ラチスドーム

4.2.1 解析モデル

図 12 のような直径 20m の立体単層ラチスドームを

考える。荷重は分布荷重とし，拘束節点を除いた全節

点に増分荷重 P をかけた。支持条件は周辺ピン支持

とし，拘束節点を○で表している。図 12 におけるト

ラス部材は全て同一の部材であり，各部材の断面性状

や制約条件に関しても平面トラス時と同様である。ま

た，対称性は考慮していない。

この解析の終了条件も同様に，各 Phase における

Phase Model が不安定構造物に達したときとした。

4.2.2 解析結果及び考察

図 13から図 18までの各図は，崩壊荷重に至るまで

に形成された Phase Model を表したものである。図

19 は，図 12 より，立体単層ラチスドームを A - A′

で切断した面での z 方向における荷重－変位曲線を示

し，凡例の各数字は図 12 における各節点と対応して

いる。図 20は，解析の中で発生した各座屈部材の余裕

度の推移を表したものであり，縦軸は余裕度 RRi を，

横軸は各 Phaseを，凡例の各数字は座屈部材の番号を

それぞれ表している。
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図12 立体単層ラチスドーム

荷重を増分させていくと，まず，図 14より中央部分

に星型ドームを形成するように座屈部材が生じ，その

後は，図 15 から図 18 より，ドームの下部を構成する

部材が徐々に座屈していった。20th Phase に達した際

に Phase Modelが不安定構造物に達したために，19th

Phase のときの荷重を崩壊荷重とした。1st Phase (部

材 23が座屈)の荷重は 337.1kN，19th Phase (部材 67

が座屈) での荷重は 339.0kN だった。

図 20 より，今回座屈した部材は全て余裕度が負の

範囲内で推移し， 1st Phase の段階で既に荷重に対す

る余裕がほとんどないことが分かる。それゆえに，図

19 より，平面トラスとは対照的に 1st Phase 以降の荷

重の伸びが全くといっていいほどなく，1st Phase に

おける座屈が周辺部材へ与えた影響は非常に大きいと

言うことができる。

5 結

本論文では，空間骨組構造物を対象とした冗長性の

定量的評価手法の確立に向け，空間骨組構造物の崩壊

荷重の簡便な算出方法を提案した。

提案した考え方を線形計画問題として定式化できる

ため，通常の骨組構造物の極限解析法と同様の考え方

により，軸力で抵抗する空間骨組構造物の極限解析が

展開できる。これについては，次の機会に報告したい。

図13 3rd Phase 図14 6th Phase 図15 9th Phase

図16 13th Phase 図17 16th Phase 図18 19th Phase
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図19 荷重－変位曲線 (z 方向)

図20 余裕度の比較
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構造最適化法による鋼構造物の構造創生支援に関する研究

伊藤 智幸1)，田村尚土2)，大森 博司3)

1)名古屋大学大学院環境学研究科，大学院生, itoh@dali.nuac.nagoya-u.ac.jp

2)金箱構造設計事務所　修士(工学)，tamura.n@kanebako-se.co.jp

3)名古屋大学大学院環境学研究科，教授，工博，hero@dali.nuac.nagoya-u.ac.jp

1 序

構造設計には力学的合理性，安全性，経済性，施工

性，審美性といった多面的な要請を同時に満たすこと

が求められるため，単一諸量の最大化，もしくは最小

化による単純な最適化問題として扱うことは非現実的

である。構造最適化に関するさまざまな研究成果が提

供されているにもかかわらず，実務設計に用いられた

事例が極めて少ない理由がここにある。

さらに，鋼構造物のように建築構造物は，工場で生

産された規格品により構成されるのが普通である。そ

のため，実務設計で利用できる最適設計法の実現には，

離散断面を選択できる方法が望ましく，骨組の各部材

断面を有限の規格断面の中から選択する離散最適化問

題あるいは組合せ最適化問題として記述されることが

望ましい。

高田ら1) は，RC 造構造物に対して分枝限定法を用

いて耐震壁の最適配置計画を解き，制約条件が配置計

画に及ぼす影響や経済設計のための効率的な構造計画

法に関して考察を行った。また，トラス構造物や剛接

骨組構造物の弾性設計を多目的最適化問題として捉え，

多目的遺伝的アルゴリズムを適用することで Pareto最

適解集合を示し，部材全重量と最大応力および最大節

点変位にトレードオフの関係があることを示した2)。こ

のように離散変数を取り扱う問題に対して遺伝的アル

ゴリズム(Genetic Algorithm, GA)は有効で，さらに

多目的 GA によれば，構造設計のような多様な要求事

項を同時に考慮すべき問題がある場合に対して Pareto

最適解集合を設計者へ提案可能となり，設計者はそれ

らの中から自らの選好により解の選定を行うことがで

き，設計のプロポーザルとして用いることができる。

本研究では，実務的な構造設計法，構造計算法によっ

て安全性，経済性などを評価した多目的最適化問題の

定式化を行い，これにより，実務設計において扱いや

すく，建築構造物の構造性能確認に大きく寄与できる

構造創生支援ソフトウェアの開発を目的とする。

2 構造創生支援ソフトウェア

本研究では，実務的な構造設計および構造計算を踏

まえ，設計者の要求に応じた設計解を設計者に提案す

ることを想定している。例として，許容応力度等設計

おける構造創生支援計画の流れを図 1 に示す。

R  1/200

Rs 0.6    Re 0.15

GA
MOGA

図1 本研究における構造創生支援計画

3 解析手法

3.1 遺伝的アルゴリズム

遺伝的アルゴリズムは生物の進化の手法を模倣した

最適化法で，本質的に離散変数を扱う手法であり，構

造設計のような非線形性を有する問題や，組合せ爆発

を起こすような問題に対し有効な手法である。この手

法は選択・交叉・突然変異を繰り返すことで，大域的

最適解の探索と，短時間でより良い解を求めることの

二つのバランスをうまくとることを可能とするという

大きな特徴を持ち，これを用いた構造最適化問題に関

する研究も多く存在する3),4)。

コロキウム 構造形態の解析と創生 2007 日本建築学会
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3.2 単一目的最適化問題の定式化

許容応力度等設計の構造規定に基づき，経済性の指

標として鋼材コストを目的関数として次式のような最

適化問題を考える。

maximize f(x) =
1

C(x)

∏
j

γj

subject to g(x) ≤ 0

(1)

ここに，
x : 設計変数
f : 評価関数
C : 鋼材コスト
γj : ペナルティ関数
g : 制約条件

また構造物の鋼材コストである C は (2) 式により

求められる。

C =
∑

i

ρi�iaici (2)

ここに
i : 部材番号
ρi : 部材の単位体積重量
�i : 部材長
ai : 断面積
ci : 単位重量あたりの鋼材単価

なお，制約条件として用いる条件を表 1 に示す。

表 1 制約条件
応力度 許容応力度以下

層間変形角 1/200以下
偏心率 0.15以下
剛性率 0.6以下
たわみ 1/250以下

3.3 多目的遺伝的アルゴリズム

多目的最適化問題とは，複数の評価基準を同時に考

慮しながら最適解を探索する問題のことであり，「ある

評価値を改善するためには，少なくとも他の 1 つの

評価値を改悪せざるを得ないような解」の集合である

Pareto最適解を求めることを目的とする。この問題を

解くための手法として多目的遺伝的アルゴリズムは現

在最も有効な手法である。多目的遺伝的アルゴリズム

とは，遺伝的アルゴリズムを用いて，Pareto 最適性，

すなわち解の優越関係に基づいて選択演算を行い，近

似 Pareto 最適解を求める発見的手法である。この手

法によれば 1 度の探索で多数の解が得られるため，複

数の条件を同時に考慮する必要がある建築設計のプロ

セスに都合が良く，設計者は明示的に与えられた設計

条件をクリアする多数の設計解の存在を確認すること

ができる。本報では多目的遺伝的アルゴリズムの解法

として，Zitzler ら5) による Pareto 最適解集合の探索

性能が非常に優れている SPEA2 を採用している。

3.4 多目的最適化問題の定式化

許容応力度等設計に基づき，各階，各方向の層間変

形角の最大値を構造物の性能として評価し，あわせて

構造物の鋼材コストをも目的関数として，多目的最適

化問題を次式のように構成する。

minimize f(x) =




f1(x) =
C(x)∏
j

γj

f2(x) =
max

k
(Rk(x))

∏
j

γj

(3)

ここに，
x : 設計変数
fi : 評価関数
Rk : k 階の層間変形角
γj : ペナルティ関数

4 数値解析例

4.1 計算対象

本節では図 2 に示す X 方向 1 スパン，Y 方向 3 ス

パン，3 層の鉄骨造事務所構造物を対象とした数値計

算を通して，手法の有効性を検討する。作用させる荷

重は，長期荷重および短期荷重を設定し，短期荷重に

は地震荷重を想定する。地震荷重は構造物の重量を算

出し，一次設計では，C0 = 0.2 とした Ai 分布に基づ

く地震力を各層の重心位置に X 方向または Y 方向へ

作用させ，許容応力度の確認に加え，層間変形角等の

二次設計も行う。
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図2 計算対象
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4.2 設計変数

施工性の観点から構造物の部材をいくつかのグルー

プに分け，各グループの部材情報を設計変数とする。

構造物の部材グループ化の方法については部材種別を

柱，X 方向梁あるいは Y 方向梁とし，各種別に対す

る床負担面積から各階，各層ごとに柱を 2 種類，X 方

向梁を 2 種類，Y 方向梁を 1 種類，ブレースを 1 種

類とするグループ化を行う。これにより，構造物全体

で 18 種類のグループ化を行い，染色体の各遺伝子座

に格納する。

使用可能部材は，JIS 規格鋼材を用いるものとし，

表 2 に示すように，柱については表 3 に示す H 形

鋼 21 種類の中から選択を行い，梁については表 4に

示す H 形鋼 22 種類，ブレースは表 5 に示す 山形鋼

20 種類から部材選択を行うものとして設計する。

また，ブレースの配置においては図 4 に示すように

Y 方向構面すべてを配置可能箇所とし，ブレースは X

型ブレースのみを用い，引張ブレースのみとするため

圧縮力が生じた場合は要素を削除し再計算を行う。

以上により，ブレースの配置および部材断面を設計

変数とした最適化問題を扱う。

C1 C1

C1 C1

C2

C2

C2

C2

BY1 BY1

BY1 BY1

BY1 BY1

BX1

BX2

BX2

BX1

C3 C3

C3 C3

C4

C4

C4

C4

BY2 BY2

BY2 BY2

BY2 BY2

BX3

BX4

BX4

BX3

C5 C5

C5 C5

C6

C6

C6

C6

BY3 BY3

BY3 BY3

BY3 BY3

BX5

BX6

BX6

BX5

C4 BX1 BY1C5 BX2 BY2BX3 BY3C6

1F 2F 3F

X Y

C2 C3 BX4 BX5 BX6C1 BR1 BR2 BR3

図3 グループ化と染色体

1 2 3

4 5 6

7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

図4 ブレースの配置と染色体

表 2 選択部材の範囲
Group Number of Member

C1 ∼ C6 67 ∼ 87

BX1 ∼ BX6 4 ∼ 25
BY1 ∼ BY3 4 ∼ 25

BR1 ∼ BR3 251 ∼ 270

表 3 柱部材選択リスト
No. H B t1 t2 A(cm2) I(cm4) Z(cm3)
67 150 150 7 10 40.13 1641.3 218.8
68 175 175 7.5 11 51.21 2883.8 329.6
69 200 200 8 12 63.53 4715.6 471.6
70 200 204 12 12 71.53 4982.2 498.2
71 208 202 10 16 83.69 6530.4 627.9
72 244 252 11 11 82.05 8786.7 720.2
73 248 249 8 13 84.69 9930.4 800.8
74 250 250 9 14 92.17 10832.6 866.6
75 250 255 14 14 104.67 11483.6 918.7
76 294 302 12 12 107.66 16864.2 1147.2
77 298 299 9 14 110.8 18848.6 1265.0
78 300 300 10 15 119.78 20410.2 1360.7
79 300 305 15 15 134.78 21535.2 1435.7
80 304 301 11 17 134.82 23380.4 1538.2
81 338 351 13 13 135.25 28190.3 1668.1
82 344 348 10 16 145.99 33295 1935.8
83 344 354 16 16 166.63 35330.3 2054.1
84 350 350 12 19 173.87 40295 2302.6
85 350 357 19 19 198.37 42796.1 2445.5
86 388 402 15 15 178.45 48965.1 2524.0
87 394 398 11 18 186.81 56145.3 2850.0

表 4 梁部材選択リスト
No. H B t1 t2 A(cm2) I(cm4) Z(cm3)
4 198 99 4.5 7 23.17 1581.5 159.7
5 200 100 5.5 8 27.15 1844.2 184.4
6 248 124 5 8 32.67 3537.1 285.3
7 250 125 6 9 37.65 4051.7 324.1
8 298 149 5.5 8 40.8 6318.2 424.0
9 300 150 6.5 9 46.78 7209.2 480.6
10 346 174 6 9 52.68 11094.4 641.3
11 350 175 7 11 63.14 13559 774.8
12 354 176 8 13 73.68 16097 909.4
13 396 199 7 11 72.15 20018.8 1011.1
14 400 200 8 13 84.11 23704.4 1185.2
15 404 201 9 15 96.15 27486 1360.7
16 446 199 8 12 84.3 28697.3 1286.9
17 450 200 9 14 96.76 33450.7 1486.7
18 456 201 10 17 113.32 40397.2 1771.8
19 496 199 9 14 101.27 41869 1688.3
20 500 200 10 16 114.23 47846 1913.8
21 506 201 11 19 131.29 56516 2233.8
22 596 199 10 15 120.45 68715.9 2305.9
23 600 200 11 17 134.41 77632.2 2587.7
24 606 201 12 20 152.47 90395.1 2983.3
25 612 202 13 23 170.65 103487.4 3381.9

表 5 ブレース部材選択リスト
No. H B t A(cm2)
251 40 40 5 3.76
252 45 45 4 3.49
253 50 50 4 3.89
254 50 50 6 5.64
255 60 60 4 4.69
256 60 60 5 5.80
257 65 65 6 7.53
258 65 65 8 9.76
259 70 70 6 8.13
260 75 75 6 8.73
261 75 75 9 12.69
262 75 75 12 16.56
263 80 80 6 9.33
264 90 90 6 10.55
265 90 90 7 12.22
266 90 90 10 17.00
267 90 90 13 21.71
268 100 100 7 13.62
269 100 100 10 19.00
270 100 100 13 24.31
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4.3 単一目的最適設計

本節では，経済性を重視した構造物を目標とし，許

容応力度等設計の構造規定を満足することを目標とし

た単一目的の最適設計を行う。最適化パラメータを表 6

に示す。

表 6 最適化パラメータ
アルゴリズム 遺伝的アルゴリズム
設計変数 27
個体数 50
世代数 1000
交叉率 0.8

突然変異率 0.1
選択方法 トーナメント選択

計算によって得られた解について考察する。得られ

た解の鋼材コスト，重量を表 7 に，構造性能を表 8 に

示す。また，コスト最小解の各層における柱梁の部材

配置，使用部材の断面を模式的に表現したものを図 6

に示す。

Y 方向の変形が非常に小さくなっていることがわか

る。これは，X 方向はラーメン構造であり Y 方向は

ブレース構造であるため，ブレースの剛性が高く，X

方向の部材選択が支配的になっているためと考えられ

る。また，コスト最小解の中柱に位置する部材はブレー

スによって水平方向の外力を負担させるため，外柱と

比べて外径の小さな部材が選択されている。その結果，

外柱およびブレースによって水平力に抵抗することで

中柱の断面を減少させ，コストの低減を図る構造シス

テムとなっていることがわかる。梁に関しては，X 方

向のスパン長が大きいため，大断面の梁が配置されて

いるが，Y 方向は端部がピンとなっているため，コス

トの低減が図られている。さらに，地震力は上層にな

るにしたがって減少するため，その外力に応じて小さ

な断面を持つ部材が選択されていることがわかる。

図 7，図 8 は最適化計算における適合度の推移とコ

ストの推移を表している。制約条件を満足するように

大きな断面を持つ部材が選択されても，ブレース配置

によって制約条件を満たさなくなってしまうため，初

期世代では適合度の高い個体が得られていない。しか

し，断面の小さい部材の選択やブレース配置によって

徐々にコストが減少し，約 880 世代で最も適合度の高

い個体を得られていることが確認できる。

表 7 コスト最小化問題の解析結果
Cost (Yen) Weight (Ton)
1,543,300 19.94

表 8 コスト最小解の構造性能
階 X方向 Y方向
1 1/438 1/820

層間変形角 2 1/384 1/563
≤ 1/200 3 1/518 1/817

1 0.0009 0.0277
偏心率 2 0.0004 0.0257
≤ 0.15 3 0.0003 0.0214

1 0.9453 0.7241
剛性率 2 0.6401 0.8051
≥ 0.6 3 1.4145 1.4707
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図5 コスト最小解の柱梁部材配置

図6 コスト最小解の柱梁寸法の模式図
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4.4 多目的最適設計

本節では，経済性と安全性を同時に考慮し，かつ許

容応力度等設計の構造規定および実務的な設計条件を

満足することを目標とした多目的最適設計を行う。最

適化パラメータを表 9 に示す。
表 9 最適化パラメータ
アルゴルズム SPEA2
設計変数 27
個体数 50

アーカイブ数 50
世代数 1000
交叉率 0.8

突然変異率 0.1

得られた Pareto 解集合の鋼材コストおよび最大層

間変形角の結果を表 10，表 11 に示す。
表 10 解析結果(鋼材コスト)

Max Cost(Yen) Average Cost(Yen) Min Cost(Yen)

1,971,160 1,645,950 1,418,250

表 11 解析結果(最大層間変形角)
Max Drift Average Drift Min Drift

0.003258 0.002154 0.001633
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図14 Generation 1000

Pareto解集合の鋼材コストに関して，その最小値と

最大値の差が約 60 万円となっており，広い領域で設

計解を得ることができ，最小値についてはコスト最小

解の近傍の解といえる。

また，SPEA2 による各世代のアーカイブ母集団を

図 9 ∼ 図 14 に示す。初期世代では目的関数空間上

に Pareto 解はそれほど存在せず，アーカイブ母集団

には多くの劣解が含まれている。世代が進むにつれて

Pareto解が増え，各目的関数値の最小化が行われるた

め幅広い Pareto 解が得られている。

次に，Pareto解集合に含まれるコスト最小解と層間

変形角最小解の部材配置および構造性能について考察

する。コスト最小解については，前節で示したコスト

最小解とはブレースの配置が異なるが，柱においては，

1 階では，前節と同様に外柱が中柱よりも大きな部材

が選択されており，外柱とブレースによって水平力を

負担している。また 2 階においてはブレースが両端に

あり，1 階よりも断面の大きな部材が選択されている

ため，ほとんどの水平力をブレースが負担している。

しかし，X 方向の水平力やブレースの付加軸力によっ

て，それほど断面は小さくならないことがわかる。層

間変形角最小解では，柱については同一階ではそれほ

ど大きな差異はなく，上階になるにしたがって断面の

小さな部材が選択されている。また，X 方向，Y 方向

ともに層間変形角を小さくするために全体として大き

な断面の部材が選択されている。

5 結

本報では，鋼構造物に対して，コスト最小化を目的と

した部材断面とブレース配置の同時最適化を用いた最

適設計，およびコストと変形量の最小化を目的とする

多目的最適設計を行い，得られた設計解および Pareto

解集合の考察を行った。

得られた Pareto 解集合には多様な解の存在が確認

でき，またその構造性能の確認が容易になり，設計者

への設計案の提案が可能となると考えられる。

また今後の課題として，さまざまなモデルを用いた

解析を行い，ブレースの配置が設計解に与える影響を

考察することが必要であると考えられる。さらに，保

有水平耐力を考慮した多目的設計法の提案を視野に入

れていく予定である。
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図15 コスト最小解の柱梁部材配置

図16 コスト最小解の柱梁寸法の模式図
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図18 層間変形角最小解の柱梁寸法の模式図
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宋代『虹橋』の構造原理についての研究 

 
陳 沛山 1), 大川原 恵美 2), 原田 恵美子 2), 細川 美穂 2) 

1) 八戸工業大学 大学院工学研究科建築工学専攻 助教授，博士（工学），chen@hi-tch.ac.jp 

2) 八戸工業大学 建築工学科,4 年生 

 
1．はじめに 

虹橋は，中国北宋時代（A.D.960-1127）の都の開

封（現在の河南省開封市）に建てられた木造アーチ

状橋である。数百年前，この橋は黄河の洪水によっ

て被害を受けて崩壊した。その為，我々は「清明上 

河図」という画巻でしかこの美しい橋を見ることが

できない。 

「清明上河図」は横 528cm，縦 24.8cm の画巻であ

り（図 1），中国北宋時代の有名画家張澤端によって

描かれたものである。張擇端は，宋代の開封市の東

南部の風景を連続的に描いたが，絵の中心部にアー

チ状の虹橋が描かれている（図 2）。「清明」とは春

頃の墓参り季節であり、虹橋は城壁外へ墓参りに行

く通り道となっている（図 3）1)。虹橋の上には人物，

家畜，屋台などがあり，市場とコミュニティの場所

となっているようである。したがって，虹橋はこれ

らすべての荷重を支えるのに十分な安定性と強度を

持ちながら大スパンを形成し，船がその下を自由に

通れるように建設されたのである。 

絵を観察すると，虹橋は赤い色の美しい虹形であ

り，汴河（べんか）の上に架けられている。汴河は

中国南北の大運河を結び，当時の中国の首都とその

他の地方，そして海外への主要な交通ルートとなっ

ていた。 

開封市政府は，「清明上河図」のテーマパークを建

設し，虹橋を再建した（図 4）。但し，この新しい虹

橋は，鉄筋コンクリート造であるので，虹橋本来の

原理を反映せず，幾何学寸法も本来の虹橋と異なる。 

虹橋の幾何学的規模，建設方法，並びに力学原理

は依然として謎のままである。虹橋は木造アーチ状

図 2 清明上河図中の虹橋 

図 3 宋代の開封市と虹橋の位置 1) 

虹橋

図 4 開封市が再建した RC 造虹橋 
図 1 清明上河図複製品 

コロキウム 構造形態の解析と創生 2007 日本建築学会
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史料「青州府誌」や「宋会要」によると，魏化基

の挑戦から十数年後，青州府（山東省）において氏

名不詳氏が「飛橋」を建造した。「飛橋」は南陽河に

架けられたため「南陽橋」とも呼ぶ。南陽橋は，端

部が巨石で固定され，川には支柱は立てられていな

い。南陽橋は，中国最初のアーチ状木造橋であると

推測でき，その建造年代はおよそ 990 年前と推定で

きる。 

橋であるが，その力学原理はアーチに近いものかに

ついての研究は中国におけるアーチの歴史に関わる

課題となる。したがって，虹橋の歴史，幾何学的構

成と構造原理を解明することが重要な課題となる。

このような歴史的構造物についての研究を通して，

現代構造デザインに啓発を与ることができる。 

本研究は僅かな資料と「清明上河図」の１枚の複

製品に基づいて展開している。本論文は中国の木造

アーチの歴史，虹橋の幾何学的寸法，そしてその構

造原理についての研究結果を報告する。 

慶歴年（A.D.1041-1048），首都開封の汴河におい

て，船と木造橋の衝突事故が相次ぎ，陳希亮が南陽

橋の技術を引用して虹橋を建設した。そして，清明

上河図に描かれている虹橋は，およそ 960 年前に建

造したものと推定できる。 

 

2．中国アーチ状木造橋の歴史概要 

水運は古代中国の重要な輸送手段であった。陸上

の交通を確保するため，数多くの橋を建設したこと

が想像できる。中国の著名建築家梁思成によると，

中国の石造アーチ橋の歴史はおよそ 1400 年前に現

れ，河北省にある趙州橋 1)  は現存する中国最古の石

橋として知られている（図 5）。趙州橋はスパン 37

ｍ余り，全長 51m であり，中国隋朝の匠李春または

魯班により建設したと言われている。 

趙州橋のような石造アーチは，木造アーチ状橋の

出現より 300 年ほど前に現れた。しかし，石アーチ

の技術は，宋朝首都の虹橋の建設に応用されていな

いことが事実である。筆者らはその理由について調

査研究している。 

今日，虹橋に類似した構法で建造されている古い

橋は甘粛省，浙江省などの地域で見られる。図 6 は

浙江省に建っている梅宗橋の構造を表している 3)。 宋代天禧元年(A.D.1017)に船と木造橋の支柱との

衝突を避けるため「無脚橋」の建造を提案したこと

が史料「宋会要」に記載されている 3) 。「無脚橋」

とは，川の中央部に支柱を使用しない木造橋のこと

を示す。「無脚橋」の建造者は，宋朝の内殿承製であ

る魏化基だった。その建造手法について，「編木為之，

貫釘其中」と記載されていた。すなわち，魏化基が

試みた方法は，材木で編成した構造体に釘を貫通さ

せるという方法だった。残念なことに，魏化基の研

究は実現できず，失敗に終わった。これらの歴史か

ら推測すると，A.D.1017 前に中国では木造アーチが

存在していないことが分かる。 
図 6 梅宗橋の構造 3) 

 
3．虹橋の幾何学寸法 

3.1 円弧での近似計算 

虹橋の幾何学寸法に関する歴史資料は発見されて

いない。但し，「図書集成・職方典」などの史料によ

ると汴河の幅は 5 丈，水深は 5 尺だった。「丈」と

「尺」は，中国古代の長さ単位であり，時代と地方
図 5 趙州橋の写真 2) 
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によってその基準が異なる。北宋時代の官制尺度に

よると，１尺は 31.6cm，１丈は 3.16m である 4)。し

たがって，汴河の水面幅は 16m，水深は 1.6m である

と推測できる。 

「清明上河図」の画家は幾何学的な透視原理を用

いていない。そのため，透視手法と３次元幾何学計

算方法を用いて虹橋の幾何学寸法を確定することは

大変困難なことである。 

本研究では，橋の周辺の人物や物体の寸法の比率

を割りだすことにより，橋の寸法を推定した。図 7

に示すように，虹橋の主架構の中心線は円弧である

と仮定し，スパンとライズを推定する。その円弧の

半径を R，スパンを l，ライズを h，そして円弧の長

さを L とすると，下記のような単純計算式を得るこ

とができる。 

lR
2
1

sin =θ                        (1) 

( θcos1−= Rh )                      (2) 
θRL 2=                            (3) 

方程式(2)と(3)から，次式を得る。 

θ
θ

cos1
2

−
=

h
L

                      (4) 

そして，絵中の橋のライズと人物の身長の比より

橋のライズが h = 5m であると推定できる。「清明上

河図」では，橋の近くに故障した船を描いている。

人々が橋の片側に込みたててその故障船を救助して

いる様子を活き活きと描いている。この場面では，2，

3 人の人物が蜀柱（手すりの支柱）の間に込みたて

ている。絵と同様な方法で 2 人か 3 人で込み立て実

験した結果，その必要な空間の幅が約 0.85 m である

ことが分かった。従って，虹橋の手すりの支柱間の

距離は 0.85m と推定できる。橋はおよそ 24 本の手

す り の 支 柱 が あ る の で ， ア ー チ 弧 長 は

≈L ( ) m2085.0124 ≈×− と近似的に推定できる。式

（4）により， ( ) =− θθ cos12 520 ， =θ rad11.1 を

得る。式（1）と（2）を用いて，半径 R とスパン l を

下記の通りに算出できる。 

m
h

R 9
11.1cos1

5
cos1

≈
−

=
−

=
θ

 

mRl 1611.1sin92sin2 ≈××== θ  

さらに，橋上の人物，かご，そして露店の寸法を

分析すると，橋の主架構の幅は約 9m となる。 

 
3.2 形状と部材寸法 

虹橋の構造は，アーチ部材と水平横材が密接して

噛み合っている。これゆえ，全体形状は，部材の断

面寸法に依存している。例えば，部材断面の直径が

大きくなる，或いは材長が短くなると，全体曲率が

大きくなりライズが次第に大きくなる（図 8）。 

絵を考察した結果，橋の幅員方向では 21 本の材

木が並んでいる。前節で推定した橋の幅が 900cm で

あるので，材木の径は 900cm/21≒42cm となる。 

ここに，アーチに用いられている材木は同じ長さ

図 7 幾何学モデル 

h

L 

l 

R θ

図 8 太く短い部材が大きいライズを形成 

図 9 形状と部材寸法による計算モデル 

L
d

h 

R

l 

α

(b) 部材断面図 

(a) 幾何学モデル 

d
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と同じ径であると仮定する。図 9 に示している計算

モデルを用いて，下記の幾何学関係が成り立つ。 
RL α6=

( )αcos1−= Rd
                           (5) 

                    (6) 

α
α

cos1
6

−
=

d
L

                      (7) 

距離 d は材芯間の距離である。図 9(b)により距離

d はおよそ材木の径の２倍である。垂直に交差して

いる部材は十字形相欠き継ぎとなり，断面の欠損が

存在する。この十字形相欠き継ぎにより断面径の欠

損を考慮して， と推定する。 cmd 60=

前節で推定した弧長 L=20m を用いて，式(7)より

( )αα cos166.020 −= ， rad0.364=α ，

m.LR 296 == α が得られる。従って，部材の断面

から推定した虹橋の幾何学寸法は： 
スパン：  ( ) mRl 3.163sin2 =⋅= α
ライズ： ( )[ ] mRh 9.43cos1 =−= α  
材 長： mR 5.6sin2 =⋅ α  

これらの結果は，3.1 節の推定結果に近い。ただし，

文献 3）はスパンが 18.5m，幅が 9.6m と推定したが，

その推定方法は明らかにされていない。 

この幾何学寸法に基づいて作成した虹橋の断面図

は図 10 に示されている。 

 
4．構造原理 

4.1 虹橋の主架構 

図 10 と図 11 に示すように，虹橋は３本部材アー

チと４本部材アーチの 2 種類のアーチで構成されて

いる。5 本の水平横材はアーチ面と垂直して配置さ

れ，アーチ材と十字形で噛み合わせている。その接

合部は図 12 に示している。 

虹橋の主要な構造部材に釘は使われなかったと考

えられる。但し，釘を使ってデッキプレートを固定

した可能性がある。中国の木造古建築の接合部では，

相欠き継ぎや枘継ぎなどをよく使用する 5,6)。虹橋の

角材の接合にも適切な相欠き継ぎや枘継ぎを使用し

たと考えられる。この相欠き継ぎや枘継ぎは骨組の

回転自由度と横変位を拘束し，構造全体の安定性を

保つことに役立つ。画巻を考察すると，縄か鉄製の

線材で接合部を留めているように見える。但し，図

6 の類似した伝統的な橋では釘を使用していない。

接合部について，より詳細な研究が必要である。 

図 10 虹橋の構造原理と断面寸法 

3本部材アーチ 

4 本部材アーチ水平横材 

Four members arch

Horizental member

Three members arch

4 本部材アーチ 

水平横材

3 本部材アーチ

図 11 スタディ模型 

4 本部材アーチ 
水平横材

3 本部材アーチ 

図 12 接合部のイメージ図 
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4.2 構造特徴と力学原理 

虹橋はアーチの形状を持つが，その力学特性がア

ーチに近いかを解明することが必要である。本研究

では，材料性質や境界条件を適切に設定して虹橋の

主架構の一般的な力学性質を調べることにより，そ

の力学特性を分析する。図 13 に示す解析モデルを

用いて静的力学解析を行った。 

解析モデルでは，全ての部材は 42×42cm の同断

面とする。木材は典型的な異方性材料である。ここ

に，主架構の一般的な力学特性を調べるための力学

解析を単純化するために，木材の年輪方向の剛性を

無視し，各部材を等方性材料と仮定する。現在の松

の木の機械特性を参照して，弾力係数性は

，比重は と仮定する。橋

面に作用する等分散荷重を 1.5kN/m2と仮定し，この

荷重にはデッキとその他の支持材などの固定荷重や

積載荷重を含んでいる。 

26 /10 cmN 33 /106 cmN−×

全ての部材は軸方向力を伝達できる梁材とし，そ

のねじれ回転を拘束する。接合部の適切な相欠き継

ぎや枘継ぎの拘束を考慮し，構造全体のアーチ面外

方向の自由度を拘束する。アーチ部材の間はピン接

合とし，支持点もピン接合とする。 

本来の構造体は木材と木材が密接して接合されて

いる。但し，解析モデルでは部材の芯線を用いてモ

デル化されたため，材芯と材芯の間に距離が生じる。

材と材の接合をモデル化するため，水平横材を省略

して，代わりにバネリンクでアーチ材をリンクする。

図 13 に示す解析モデルでは，実線はアーチ部材，

点線はバネリンクを示す。但し，材木の直径方向の

変位が非常に小さいことを想定して，バネリンクの

バネ定数を大きく設定して解析を行う。 

構造変形のイメージを図 14，軸方向力とモーメン

トの分布をそれぞれ図 15 と図 16 に示す。解析結果

より，下記の力学特性をまとめることができる。 

1） アーチ部材に生じる曲げモーメントは正と負の

両方向に現れ，同等材質の単純梁の曲げモーメ

ントより小さい。 

2） 水平横材と交差している位置において，アーチ

材が外側へ張り出す傾向があり，これは上記の

モーメント分布特徴の原因となる。但し，外側

へ張り出す挙動を拘束するために，接合部には

ロープまたは鉄の留め具により水平横材とアー

チ材を拘束して一体化することが必要である。 

3） 小さい軸方向力は上部に生じ，大きい軸方向力

は下部に生じるが，その差は著しくない。 

虹橋の構造システムは，部材レベルで考察すると

梁の特性を持つ。軸方向力の分布を考察すると，虹

橋の力学特性はアーチに近いと言える。トラスやス

ペースフレームの視点から考察すると，部材が２層

を渡って交差しているが，上弦材と下弦材が存在し

ない。即ち，虹橋の構造システムは純粋な曲げでな

く，完全なアーチとも言えない。トラスやスペース

図 13 解析モデル図 

maxδ

mm.max 230=δ

図 15 軸方向力分布図 図 16 モーメント分布図 12.4kN 
13.8kN 

10.1kN 

9.6kN 
7.7kN 

1.73kN･m
1.28kN･m 

1.3kN･m

図 14 構造変形イメージ図 

0.9kN･m
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フレームの幾何学特性を持っている。この構造シス

テムについて、唐寰澄は中国語で「叠梁」システム

と名付けたが 3)，筆者は”Lap-Beam”と英文に翻訳

したい。 

 
5．現代空間構造への応用の可能性 

筆者らは，虹橋の特殊な構造原理を空間構造への

応用について研究している。まず，虹橋の水平横材

を延長することにより円筒型の空間構造を創出でき

る（図 17）。ここに，この構造体を“Lap-Beam 円筒”

と呼ぶ。直線状の水平横材をアーチ状にすると，図

18 に示しているドーム型の構造を造り出せる。この

ドームを Lap-Beam ドームと呼ぶ。 

現段階では，モルフォロジ的な視点から虹橋の構

成原理の利用方法を研究しているが，その力学特性

や生産性についての分析を行っていない。 

 
6．結論 

本論文では宋代名画巻「清明上河図」に描かれた

虹橋の歴史背景，並びに中国のアーチ状橋の歴史に

ついての調査研究結果をまとめて報告した。そして，

中国の木造アーチ状橋はおよそ 990 年前の北宋時代

に現れ，中国の石造アーチより 300 年遅いことが分

かった。 

虹橋の幾何学寸法を計算し，そのライズは約 5m，

スパンは 16.3 m，全体幅は 9m であり，アーチ部の

角材の長さは 6.5 m，断面径は 40cm と推定した。 

近似的に力学解析を行った結果，虹橋のアーチ部

材には軸方向力と曲げモーメントが生じるが，曲げ

モーメントが正と負の両側に分布しているため，同

様の単純梁と比べてモーメントが小さいことが分っ

た。虹橋の構造システムは曲げ，アーチ，トラスや

スペースフレームとして分類でないが，梁とアーチ

の特性を同時に有すると考えられる。トラスやスペ

ースフレームの幾何学特性を持っているが，スペー

スフレームの力学特性との比較は今後の研究課題に

なっている。 

さらに，虹橋の構造原理を利用して円筒型やドー

ム型空間構造への応用例で示した。但し，提案した

空間構造の応用例の力学特性についての研究は今後

の課題になっている。 

図 17  Lap-Beam 円筒 

図 18  Lap-Beam ドーム 

本研究は一枚の絵に基づいて，少ない情報で展開

しているので，追加調査研究を行っている。虹橋の

使用材料，建設方法，接合部の詳細，力学特性など

数多くの課題が残されている。今後，一層努力して

研究を続けていこうと考えている。 
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形態創生手法の構造デザインおよび制震への応用 

 

藤井大地 

近畿大学工学部建築学科，准教授，博士（工学），dfujii@hiro.kindai.ac.jp 

 

1 はじめに 

近年，位相最適化手法などを利用した様々な形態創生

技術が開発され，機械部品の軽量化や建築分野の構造デ

ザインなどへの応用が試みられている。 

筆者らも，数理計画法を利用した形態創生ソフトを開

発し，構造デザイン 1)，CFRP板による床スラブの最適補

強法 2),3)，制震機構の開発 4),5)などへの応用を試みている。 

本稿では，これらの研究の内，構造デザインへの応用

と制震への応用に関して，他の論文等に示していない成

果を紹介する。 

まず，構造デザインへの応用としては，文献 1)の発展

として，文献 6)に附属しているソフトに改良を加え，

Excel をユーザーインターフェースとする 2 次元形態創

生ソフトを開発した。本ソフトでは，デザイナーの意志

が反映されるように，設計領域を自由に操作できる機能

を付加している。また，制震への応用に関しては，文献

5)に示した方法にもとづくソフトを開発し，木造戸建住

宅の制震機構の開発を試みた例を紹介する。 

以下，第 2 章では，構造デザインに利用するための形

態創生ソフトの概要を示し，このソフトを利用したいく

つかの解析例を示す。第 3 章では，制震機構の創生ソフ

トの概要を示し，木造戸建住宅の制震機構の創生例を示

す。第 4 章では，以上のまとめを述べる。 

 

2 構造デザインへの応用 

2.1 形態創生ソフトの概要 

 本研究で開発した形態創生ソフトは，要素密度を設計

変数とする密度法を用いている。本方法では，要素剛性

マトリクスを次式で計算している。 

( )1, ,e
i i i i Nρ= =k k  (1) 

ただし，N は要素数， e
ik はi 番目要素の剛性マトリクス，

iρ は次式で定義される密度関数である。 

( ) ( )21 1 1 0 1i i iρ α α= − − − ≤ <  (2) 

(2)式の iα が設計変数となる。目的関数はコンプライアン

ス，制約条件は総密度で，最適化問題の解法としては

CONLIN 法 6)を用いている。また，グレースケールとチ

ェッカーボード状の密度分布を防ぐためにフィルタリン

グ法を用いている 6)。 

 本ソフトでは，Excel をユーザーインターフェースと

しており，アドイン機能により，Excel にソフトを組み

込むことができる 7)。図 1 は，Excelのメニューバーに追

加された本ソフトのメニューを示す。本ソフトでは，ま

ず，図 2 に示すようなユーザーフォーム（図 1 の［新規

作成］）で格子メッシュを自動生成することができる。次

に，荷重条件，境界条件等の必要な条件を Excel シート

上に入力することにより，簡単に解析データを作成でき

る。また，作成したデータは，図 2 に示すようにグラフ

ィックス表示することができる（図 1 の［図の表示］）。 

最適化計算は，Excel マクロでは計算時間がかかるた

め，Fortran による計算プログラムを作成し，その EXE

ファイルをExcelから実行できるようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

図1 アドイン機能によって追加されたメニュー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 メッシュの自動生成 
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図3 解析モデルのグラフィックス表示 

 

 

 

 

 

 

 

図4 Fortranプログラムの実行と結果入力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 解析結果の表示 

 

図 4 は，Fortran プログラムを実行するためのユーザー

フォーム（図1 の［計算実行(F)］）を示しており，ここ

で，Excelシートのデータを指定したファイルに保存し，

Fortran プログラムを実行すると，Fortran プログラムの方

で，指定したファイルからデータを読み取り，計算結果

を別ファイルに出力する。そして，同じユーザーフォー

ムで，その結果を他の Excel シートに読み取り，そのデ

ータから図 5 に示すように位相を表示することができる。 

 また，図 1 の［レイアウト］メニューを選択すると，

図 6 に示すような設計領域の要素に対応した表が作成さ

れ，この表の1 を消去することで，設計領域に任意の穴

を空けることができる。図7 は，適当に 1 を消去し，図

1 の［再メッシュ］メニューでデータを作成し，解析モ

デルと解析結果をグラフィックス表示したものである。 

 

 

 

 

 

 

図6 設計領域の要素レイアウト表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7 要素レイアウト表の変更とその結果 

 

2.2 解析例 

 図 8 は，上路橋と下路橋の位相を示したものである。

解析は対称性を利用して，1/2 領域で行い，要素数は 130

×35 で，総密度制約は 30%としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 橋梁の形態創生例 

(a) 上路橋モデル 

(b) 下路橋モデル 
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図 9 は，図 8 の設計領域の一部に空間を設けた例であ

る。図に示すように，設計領域を変更することで異なる

デザインが得られることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9 橋梁の形態創生例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 １層１スパンラーメンの形態創生例 

 

図 10 は，1 層 1 スパンラーメンの形態創生例を示した

ものである。モデル 1 の要素数は 120×80，総密度制約

は 30%である。荷重は鉛直等分布荷重とその 0.2 倍の水

平荷重を左右両方向に加えている。図 10より，開口部の

大きさを変えることで，異なる形態が得られることがわ

かる。 

 図 11 は，ビルの形態創生例を示したものである。モデ

ル 1 の要素数は 120×80，総密度制約は 35%，荷重は各

階に鉛直等分布荷重とその 0.2 倍の水平荷重を左右両方

向に加えている。モデル 2 とモデル 3 は，領域内に空間

を設けた例である。図より，モデル 1 とモデル 3 では，

樹木が重なりあったような形態となっていることがわか

る。また，モデル 2 では，やや人工的な形態となってい

るように見える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 ビルの形態創生例 

 

 以上の例により，設計空間を変化させることで，創生

される形態は変化し，形態創生ソフトに，本稿で示した

ような設計空間を自由に変更できる機能を加えることで，

デザイナーの意志をある程度反映できるのではないかと

考えられる。 

 

(a) 上路橋モデル 

(b) 下路橋モデル 

(a) モデル 1 

(b) モデル 2 

(c) モデル 3 

(a) モデル 1 

(b) モデル 2 

(c) モデル 3 
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3 制震への応用 

3.1 機構創生ソフトの概要 

 機構の形態創生理論に関しては，文献5)に示されてい

るのでここでは詳細を割愛する。機構創生ソフトも，2.1

節に示したものとほぼ同様の方法でデータを作成できる。 

 図 12 は，本ソフトを Excel のアドイン機能を用いて

Excelのメニューバーに追加し，表示したものである。 

 図 13 は，メッシュ生成機能（図 2）を用いてデータを

作成し，解析モデルを表示したものである。この場合，

荷重点の他に変位を生じさせる出力点も色違いの矢印で

表示される。また，出力点の絶対変位と加力点と出力点

の相対変位などは，Excelシート上に直接入力する。 

 

 

 

 

 

 

 

図12 アドイン機能によって追加されたメニュー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図13 機構創生モデルのグラフィックス表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図14 解析結果のグラフィックス表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図15 創生された形態の変位表示 

 

最適化計算は，Fortran プログラムで行い，結果がExcel

に返される。図 14 は，結果の位相を示したものであるが，

本ソフトでは，10個の優良解が表示できるようになって

おり，図は 2 番目の優良解を示したものである。また，

変位表示ボタンにより，図 15 に示すような変形状態を表

示できる。 

 

3.2 戸建制震機構の創生例 

機構の形態創生例として，木造戸建住宅の制震装置の

開発を目的として，図 16 の A に示すようなスペースに

組み込める制震機構を創生する。 

図 16 右に，解析モデルを示す。また，図 17 は，4 方

向の出力点の位置を示している。なお，これらの出力点

位置は，効率のよい出力点を探査するプログラム 5)の結

果を参考に決めている。 

図 18 は，解析結果と左右両方向の変形を示したもの

である。また，図 19 は，図 18 の結果をもとに模型を作

成したものである。模型では，どのケースも，解析と同

様の変形が生じることが確かめられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図16 戸建制震機構の解析モデル 
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図17 各ケースの出力点の位置と方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図18 各ケースの解析結果と変形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図19 各ケースの形態創生結果を参考に作成した模型 

 

3.3 実用化への可能性の検討 

 前節で創生されたような機構から制震装置を開発する

ことが可能であると考えられる。例えば，CASE_3 のモ

デルからは，図 20 に示すようなオイルダンパーを用いた

制震装置が考えられる。しかしながら，このような装置

では，リンク部分にコストがかかることと，ダンパーの

減衰力を大きくすると，フレームやリンク部に過度の負

担が加わることが問題となる。なお，このような問題は，

出力点の変形拡大率が大きくなるほど顕著になる。 

 このような問題を避けるために，伸縮型オイルダンパ

ーの代わりに，図 21 に示すようなトルク型ダンパーを機

構のリンク部に用いることが考えられる。実際にこのよ

うなトルク型ダンパーの特許も存在する。このようなダ

ンパーをCASE_1のようなリンクが多く存在するモデル

に用いれば効率のよい制震装置ができる可能性がある。 

CASE_1 

 

CASE_2

 

CASE_3 

 

CASE_4

左方向変形 静止状態 右方向変形 

左方向変形 静止状態 右方向変形 

左方向変形 静止状態 右方向変形 

CASE_1

CASE_2

CASE_3

CASE_4

静止時 右変形時 左変形時 

静止時 右変形時 左変形時 

静止時 右変形時 左変形時 

静止時 右変形時 左変形時 

CASE_1

CASE_2

CASE_3

CASE_4

左方向変形 静止状態 右方向変形 
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図20 各ケースの形態創生結果を参考に作成した模型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図21 トルク型ダンパーの概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図22 トルク型ダンパーの適用 

 

4 まとめ 

本稿では，構造デザインに利用するために開発した形

態創生ソフトと制震装置の開発に利用するために開発し

た機構創生ソフトの概要を示し，これらのソフトを利用

したいくつかの解析例を示した。これらのソフトはExcel

をユーザーインターフェースとするため，データ作成が

容易であり，形態創生ソフトでは，設計領域を自由に変

更できる機能も附属している。いくつかの解析例により，

これらのソフトが有効に利用できることが確かめられた。 

 

謝辞：本稿の内容には，近畿大学工学部2006 年度卒業の

白石文乃さんと池田康助君の卒業論文の内容を一部引用

した。ここに記して謝意を表します。 

なお，本稿の一部の解析例は，建築雑誌 8)にも掲載さ

れています。 
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■形態創生コンテスト2007 
 

□ コンテスト概要 

1. コンテストの主旨 
構造形態創生のアルゴリズムや考え方を用いた，「新しいかたち」や「独創的なアイデア」を評

価するコンテストを実施しました。様々な分野の多くの人に参加して頂き，構造形態創生のお

もしろさや可能性を感じてほしいというのが，開催主旨です。そのため，形態創生のフリーウ

ェアも提供します。また，コンピュータプログラムによらない方法でかたちを創生するアイデ

アも可能としています。 
2. 審査基準 

審査は，主に次の二つの観点で行いました。 
フェーズ 1；創生された形態（かたち）の独創性，合理性，美しさ 
フェーズ 2；形態創生プロセスのアイデア性，独創性 

一次審査は匿名審査とし，二次審査において審査員と同じ所属である場合は投票権を無効とみ

なすことで公平性を保ちました。 
3. 課題（テーマ） 

課題は以下のテーマとしました。 
「地震ないしは風と，うまく付き合う『かたち』を創生する」 
なお，応募要項の詳細は，「コロキウム構造形態の解析と創生 2007」ホームページ 

http://news-sv.aij.or.jp/kouzou/s17/に掲載しました。 
4. 審査委員（敬称略，50 音順） 

審査委員長 ；大森博司（名古屋大学） 
審査員 ；川口 衞（川口衞構造設計事務所） 

   斎藤公男（日本大学） 
   藤井大地（近畿大学） 
   本間俊雄 (鹿児島大学) 
5. コンテストの経緯 
2007 年 5 月 20 日 ；建築雑誌 2007 年 5 月号に応募要項掲載 
2007 年 6 月 15 日 ；応募要項に関する質疑締め切り 
2007 年 7 月 17 日 ；応募エントリー締め切り 
2007 年 9 月 14 日 ；応募締め切り 
2007 年 9 月 25 日 ；一次審査（日本建築学会会議室にて） 
2007 年 9 月 28 日 ；一次審査結果の通知 
2007 年 10 月 26 日；コロキウム構造形態の解析と創生 2007 にて 

二次審査および表彰 
6. 応募状況 

エントリー数 ；19 件 
入選作品数 ；5 作品 

ｴﾝﾄﾘｰ No タイトル 所 属 氏名（○は代表者） 

5 
斜材のみで形成される 

柱の形態創生 

大同工業大学大学院 
工学研究科建築学専攻 

○古田寛生 羽根健介 

 松本雄大 

6 
Ｐｅｎｄｕｌｕｍ 

Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ 

早稲田大学創造理工学研究科

建築学専攻 
○佐藤慶太 

8 《経験》による《成長》 日本大学生産工学部 

数理情報工学科 
○大和史明 

12 形状最適化を用いた橋の創生 近畿大学工学部建築学科 
○川田将士 柳川雄太 

山本恭平 

17 記憶する塔 川口衞構造設計事務所 ○村田龍馬 

一次審査風景 
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□ 講評 

（本講評は一次審査の際の審査委員会での意見を集約，構成したものである） 

第２回開催となった今回は前回と比較して，応募数も増え，レベルの高い戦いとなった。全応募

作品に共通していえることは，プレゼンテーション表現がとても上手で，目を惹く作品ばかりで

あった。ただ，「形態創生」にとって，建築の創造においてそのリアリティをどう位置づければ

よいのか，あらためて考えさせられた。応募者の方々への参加に感謝をすると共に，今後の益々

のご活躍に期待する。（[ ]内はエントリー番号を示す） 

[ 3 ] わにはにかむ 

耐震要素を構造外周部に利用し，耐震壁やブレースによらない構造を目指した発想はおもしろい

が，円形のハニカム構造である必然性がない。一方が圧縮，他方が引張という変形モードは，円

形の場合は剛性が非常に低い。残念なことに，a+u で 2002 年に特集された SOM (編注: Skidmore, 

Owings & Merill LLP)のアイディアに酷似している。 

[ 4 ] 座屈×折り紙×形態創生 

座屈と形態創生を組み合わせた発想はおもしろいが，つながりに少し無理がある。座屈形態を忠

実に利用するのではなく，結局，ヨシムラパターンを採用されており，折版構造の典型的な形状

となってしまったのは残念。曲げ剛性の確保を座屈に求める部分にやや難があるという指摘があ

る。 

[ 5 ] 斜材のみで形成される柱の形態創生（入選作品） 

形態の創生法としては面白く，大変興味深い構造システムの提案である。この柱は偶数本配置し

てはじめて有効なシステムとなるので柱一本ずつではなく偶数本で水平剛性を比較するべき。四

角形の方が，ちょうど 90°位相がずれるので有効なのではないか。仙台メディアテークや金沢

駅もてなしドームのゲートを連想させる。柱と六角形端部接合部についての言及がほしかった。 

[ 6 ] Pendulum Structure（入選作品） 

平行クランク機構を有する振り子構造を提案している。柔構造で地震に耐える構造で発想が面白

い。二次モード以上の周期が短いので，共振する可能性がある。裏付け解析が吊り下げ材の平面

解析にとどまっているが、模型による面的に広がった効果の表現がほしかった。Planning Study

におけるダイアグラムに形態創生の面白さが入るとさらに良い。 

[ 8 ] 《経験》による《成長》（入選作品） 

最適化のモデルとして経験・成長を導入したのは興味深い。生物世界で忘却の項が存在するのは

分かるが、その項がなぜ構造物においても必要なのか分からない。初期構造をもっとシンプルな

形から始めたほうがよいと思われる。また，地震外力の違いによる形態変化等の検討があればよ

り興味深かった。 

[ 10 ] SNOW CRYSTAL MODEL 

「虫の目」，「鳥の目」という観点はおもしろく，複数戸建設された状況は文字通り「個性と統一

感」が実現しそうで興味深いが，今回のテーマから離れた提案であった。 

[ 12 ] 形状最適化を用いた橋の創生（入選作品） 

ソフトウェア利用の演習問題的な印象を受けるが，公開されている密度法のソフトを応用しよう

と試みた点が良い。橋梁の橋桁部と橋脚部に分解して形態を創生したものであるが，荷重（地震・

風・自重）の設定内容が分かりにくい。 

[ 14 ] ブレース兼用柱 

ブレース兼用柱の配置の仕方に論理性・合理性が伴うとよい。ブレース兼用柱の有効性を証明す

る場合，ブレースがないときとの比較がないと判断できない。 

[ 17 ] 記憶する塔（入選作品） 

過去に経験してきた地震という外力から形態が創生される発想はおもしろく，オリジナリティが

ある。また，地震と『つき合う』というテーマに沿っている。「地震の記憶」というよりは過去

の地震の積分値，集積値の形態である。機構の提案であり，彫刻としてはありうるが，構造形状

の提案ではない。 

[ 18 ] フウケイシェルター  「風形」のつくる「風景」 

負のポアソン比の利用により受ける風から形状変化を期待し，風圧力の低減を図るアイディアは

興味深いが，実現性に問題がある。また，屋上緑化との結びつきが不明瞭であった。負のポアソ

ン比の材料・構造が存在することを前提としているが，どういう原理で形が変わるのかという点

と負のポアソン比を持つことが風に対して本当に有利なのかが説明不足であった。空間自体の大

きさが変化することは，機能性に欠ける。 
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